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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．消費税および地方消費税（以下「消費税等」という。）の処理は税抜方式によっております。 

２．当社の連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（以下「米国会計基準」

という。）に基づき作成しております。 

３．平成14年度の「基本的１株当たり当期純利益(△損失)」および「希薄化後１株当たり当期純利益(△損失)」

については、会社設立前の期間を含む連結会計年度に係るプロフォーマ情報であるため記載しておりませ

ん。 

４．平成14年度の株価収益率については、当社は株式を公開しておりませんので記載しておりません。また、 

平成17年度および平成18年度の株価収益率は、当期純損失であるため記載しておりません。 

５．日電電子（中国）有限公司および首鋼日電電子有限公司の２社につきましては、親会社である日本電気㈱

（以下「ＮＥＣ」という。）の傘下となっておりましたが、平成15年度に中国政府からの承認を取得し、 

ＮＥＣおよびＮＥＣの関係会社（以下「ＮＥＣグループ」という。）が保有する両社の持分を当社が譲受

け、両社は当社の子会社となりました。平成14年度の上表の指標のうち、従業員数以外は両社を含めて記 

載しております。 

６．従業員数には休職者を含めて表示しております。 

項目 

平成14年度 
自 平成14年

４月１日
至 平成15年

３月31日

平成15年度 
自 平成15年

４月１日
至 平成16年

３月31日

平成16年度 
自 平成16年

４月１日
至 平成17年

３月31日

平成17年度 
自 平成17年 

４月１日 
至 平成18年 

３月31日 

平成18年度 
自 平成18年 

４月１日 
至 平成19年 

３月31日 

売上高 （百万円） 725,093 711,986 708,014 645,963 692,280 

税引前当期純利益(△損失) （百万円） 15,090 44,389 26,409 △42,386 △35,375 

当期純利益(△損失) （百万円） 9,622 28,066 16,031 △98,198 △41,500 

純資産額 （百万円） 238,927 371,739 393,863 308,251 265,068 

総資産額 （百万円） 655,489 741,515 814,222 745,281 695,886 

１株当たり純資産額 （円） 2,389.27 3,010.05 3,189.20 2,495.98 2,146.32 

基本的１株当たり当期純利益

(△損失） 
（円） － 240.61 129.81 △795.13 △336.04 

希薄化後１株当たり当期純利

益(△損失） 
（円） － 240.61 120.30 △795.13 △336.04 

自己資本比率 （％） 36.5 50.1 48.4 41.4 38.1 

自己資本利益率 （％） 4.1 9.2 4.2 △28.0 △14.5 

株価収益率 （倍） － 33.25 38.52 － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
（百万円） 124,832 120,321 129,153 49,890 66,731 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
（百万円） △56,553 △91,976 △126,096 △54,673 △78,497 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
（百万円） △1,999 60,470 56,878 △12,530 △15,273 

現金および現金同等物の期末

残高 
（百万円） 78,216 165,460 225,691 211,060 185,372 

従業員数          （人） 23,898 24,450 23,963 23,857 23,982 
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．消費税等の処理は税抜方式によっております。 

２．第１期は、平成14年11月１日（当社の設立日）より平成15年３月31日までの期間に係る数値を表示しており

ます。 

３．第１期の株価収益率については、当社は株式を公開しておりませんので記載しておりません。また、第４期

および第５期の株価収益率および配当性向については、当期純損失であるため記載しておりません。 

４．「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」は、第１期および第２期については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。また、第４期および第５期については、１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

５．従業員数には休職者を含めて表示しております。 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 （百万円） 221,362 563,109 562,840 506,747 596,141 

経常利益(△損失) （百万円） 3,909 11,684 9,917 △66,942 △55,192 

当期純利益(△損失) （百万円） 1,784 7,410 7,182 △95,964 △77,521 

資本金 （百万円） 50,000 85,955 85,955 85,955 85,955 

発行済株式総数 （千株） 100,000 123,500 123,500 123,500 123,500 

純資産額 （百万円） 336,793 440,424 444,332 349,423 266,162 

総資産額 （百万円） 587,892 614,678 691,913 632,648 553,904 

１株当たり純資産額 （円） 3,367.93 3,565.78 3,597.53 2,829.36 2,154.97 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額)

（円） 

（円） 

－ 

(－) 

20 

(－) 

20 

(10) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純利益(△損

失) 
（円） 17.85 63.08 57.84 △777.04 △627.71 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 
（円） － － 53.60 － － 

自己資本比率 （％） 57.3 71.7 64.2 55.2 48.0 

自己資本利益率 （％） 0.5 1.9 1.6 △24.2 △25.2 

株価収益率 （倍） － 126.83 86.45 － － 

配当性向 （％） － 31.7 34.6 － － 

従業員数 （人） 6,014 5,956 4,912 5,184 5,988 
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２【沿革】 

 当社は、旧商法第373条以下の規定（以下「会社分割法制」という。）に基づく新設分割（以下「会社分割」とい

う。）の方法により、平成14年８月30日に開催されたＮＥＣの臨時株主総会において承認された会社分割計画書に基

づき、同社の汎用ＤＲＡＭ事業を除く半導体に関する研究、開発、製造、販売およびサービスに関する事業を承継す

るＮＥＣの100％子会社として平成14年11月１日に設立されました。 

 このため、設立前と設立以後に分けて記載し、設立前については当時のＮＥＣにおける当社の事業に関係する事項

について参考情報として記載しております。また、ＮＥＣグループにおける半導体事業の変遷を参考情報として図示

します。 

(1）当社設立前＜参考情報＞ 

(2）当社設立以後 

年月 事項 

明治32年７月 東京・三田（港区）において岩垂邦彦が米国ウェスタンエレクトリック社と共同で、電話機など

の製造・販売を行う「日本電気㈱」を設立 

昭和18年２月 社名を「住友通信工業㈱」に変更 

昭和20年11月 社名を「日本電気㈱」に復帰 

昭和24年４月 マイクロ波通信用ゲルマニウム・ミキシングダイオードの研究を開始 

昭和25年８月 トランジスタの研究を開始 

昭和36年４月 事業部制採用（電子部品事業部設置） 

昭和41年11月 集積回路事業グループを設置 

平成11年12月 汎用ＤＲＡＭ事業を分社化し、㈱日立製作所と共同出資によりエルピーダメモリ㈱（設立当初は

ＮＥＣ日立メモリ㈱）を設立 

平成12年４月 社内カンパニー制導入 

汎用ＤＲＡＭを除く半導体事業はＮＥＣエレクトロンデバイス（現在はカンパニーではなく「エ

レクトロンデバイス事業」セグメント）に所属 

平成14年５月 汎用ＤＲＡＭを除く半導体事業を会社分割法制に基づき分社化する計画を発表 

平成14年８月 臨時株主総会にて、汎用ＤＲＡＭを除く半導体事業を会社分割する会社分割計画書を承認 

年月 事項

平成14年11月 汎用ＤＲＡＭを除く半導体事業を会社分割により分社化し、神奈川県川崎市に当社を設立（資本

金50,000百万円） 

 平成15年７月  東京証券取引所市場第一部に株式を上場 

 平成16年５月  山形日本電気㈱の高畠工場における後工程部門を、台湾のＡＳＥグループに売却  

 平成16年７月  当社から試作部門を分社化し、試作サービスの提供を主要業務とするＮＥＣファブサーブ㈱を設

立  

 平成16年10月  ＮＥＣセミコンダクターズ九州㈱に山口日本電気㈱の組立および検査工程（後工程）を統合し、

ＮＥＣセミコンパッケージ・ソリューションズ㈱に社名変更 

 平成17年１月  山形日本電気㈱において300mmウエハ生産ラインの量産稼働開始 

 平成17年10月  首鋼日電電子有限公司の半導体開発および販売部門を北京ＮＥＣ集成電路設計有限公司に統合

し、日電電子(中国)有限公司に社名変更  

 平成18年４月  ＮＥＣ化合物デバイス㈱を簡易合併方式により当社に吸収合併  

 平成18年９月  韓国における営業拠点としてNEC Electronics Korea Limitedを設立  

 平成18年９月  NEC Semiconductors Ireland Limitedの組立および検査工程（後工程）ラインを閉鎖  

 平成18年11月  ＮＥＣデバイスポート㈱を簡易合併方式により当社に吸収合併  

 平成19年６月  ＮＥＣファブサーブ㈱のフォトマスク事業を大日本印刷㈱へ譲渡  
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(3）ＮＥＣグループにおける半導体事業の変遷図＜参考情報＞ 

 
（注）１．ＮＥＣ日立メモリ㈱は、平成12年９月に社名をエルピーダメモリ㈱に変更しております。 

２．エルピーダメモリ㈱は、ＮＥＣが同社の保有するエルピーダメモリ㈱の株式を平成17年８月31日に一部売却

したことに伴い、ＮＥＣの持分法適用関連会社から除外されております。 

 

 

 

 

 

 

 

当社グループ

ＮＥＣ 

半導体事業 

汎用ＤＲＡＭ事業 

ＮＥＣ日立メモリ㈱(注1)

（汎用ＤＲＡＭ事業）

㈱日立製作所 

当  社 

平成14年11月 平成11年12月 

営業譲渡
汎用 

ＤＲＡＭ 
事業 

営業譲渡 

汎用ＤＲＡＭを除く半導体事業

ＮＥＣ 

現在 

エルピーダメモリ㈱(注2)

（汎用ＤＲＡＭ事業） 

エルピーダメモリ㈱(注2)

（汎用ＤＲＡＭ事業） 

汎用ＤＲＡＭを除く半導体

事業の関連子会社 

関連子会社 関連子会社

関連子会社 
株式・持分 
を承継  

会社分割

ＮＥＣ 

関連子会社 

 

 

 

 

 

 

当社グループ

当  社 

汎用ＤＲＡＭを除く半導体

事業の関連子会社 
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３【事業の内容】 

 当社の連結子会社は国内10社、海外15社の計25社であります（平成19年３月31日現在）。当社の連結財務諸表は、

米国会計基準に準拠して作成しており、関係会社についても当該基準の定義に基づいて開示しております。「第２ 

事業の状況」および「第３ 設備の状況」においても同様であります。 

 当社および連結子会社25社（以下「当社グループ」という。）の事業は、半導体の中でもシステムＬＳＩを主力と

しており、汎用ＤＲＡＭを除くメモリ、マイコン、ロジックＩＣ、アナログＩＣ等の幅広いシステムＬＳＩに関する

研究、開発、製造、販売およびサービスを行っております。 

 当社グループの研究開発（設計を含む）・生産・販売機能は、当社および当社の子会社が分業しております。研究

開発・設計機能は、当社が主に担当する他、ＮＥＣマイクロシステム㈱、NEC Electronics America, Inc.および

NEC Electronics (Europe) GmbH等の国内外の子会社が担当しております。生産機能は、主に国内外の生産子会社が

担当しておりますが、ファウンダリ等の外部生産委託先を活用する場合もあります。販売機能は、国内においては主

に提携する販売特約店を通じて行っており、海外においては、NEC Electronics America, Inc.、

NEC Electronics (Europe) GmbHおよびNEC Electronics Hong Kong Limited等、海外の販売子会社を通じて行ってお

ります。 

 当社グループの事業の種類別セグメントは、汎用ＤＲＡＭを除く半導体事業のみでありますが、顧客に提供する製

品分野別に、「通信機器分野」「コンピュータおよび周辺機器分野」「民生用電子機器分野」「自動車および産業機

器分野」「多目的・多用途ＩＣ」「ディスクリート・光・マイクロ波」および「その他」に分類しております。 

 「通信機器分野」では、主にルータ、携帯電話基地局等のブロードバンド・ネットワーク機器向け製品や、携帯電

話端末向け製品の研究開発、生産および販売を行っております。 

 「コンピュータおよび周辺機器分野」では、主にサーバおよびワークステーション向け製品や、パソコンおよびパ

ソコン周辺機器向け製品の研究開発、生産および販売を行っております。 

 「民生用電子機器分野」では、主に家電製品向け製品や、ゲーム機向け製品の研究開発、生産および販売を行って

おります。  

 「自動車および産業機器分野」では、主に自動車向け製品や、ＦＡ（ファクトリー・オートメーション）機器等の

産業機器向け製品の研究開発、生産および販売を行っております。  

 「多目的・多用途ＩＣ」では、主に汎用マイコン、ゲートアレイ、多用途のＳＲＡＭ等、汎用半導体製品の研究開

発、生産および販売を行っております。  

 「ディスクリート・光・マイクロ波」では、ダイオード、トランジスタ等の個別半導体や、光通信やＤＶＤ（デジ

タル多用途ディスク）向けの光半導体、携帯電話端末等に使用されるマイクロ波半導体の研究開発、生産および販売

を行っております。  

 なお、「その他」は、主に当社グループの販売子会社が行っているカラー液晶ディスプレー・パネルやプリント配

線板等の販売事業であります。当該事業については、当社が会社分割により設立される以前より当該販売子会社が取

り扱ってきましたが、平成15年４月１日にＮＥＣの連結子会社として設立され営業を開始したＮＥＣ液晶テクノロジ

ー㈱に、当社グループのカラー液晶基板の販売事業を段階的に譲渡し、平成14年10月１日にＮＥＣと凸版印刷㈱の合

弁企業として設立され営業を開始した㈱トッパンＮＥＣサーキットソリューションズに、プリント配線板の販売事業

を譲渡したことなど、当社グループにおける主力事業としては位置付けておらず、「その他」に含めて取り扱ってお

ります。  
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（事業系統図） 

 （注）１．NEC Electronics America, Inc.は生産および販売を担当しております。 

２．NEC Semiconductors Ireland Limitedは、平成18年９月をもって生産および出荷活動を終了しました。 

３．日電電子（中国）有限公司は、販売および設計を担当しております。 

４．NEC Electronics (UK) Limitedは、休眠会社です。 

５．NEC Electronics Korea Limitedは、平成18年９月１日付で当社の100％子会社として設立され、      

平成18年11月１日から営業活動を開始しております。 

６．NEC Compound Semiconductor Devices Hong Kong Limitedは、平成18年11月１日付で        

NEC Electronics Hong Kong Limitedに事業統合され、販売活動を終了しました。  

７．日本電子ライト㈱の販売については、関西日本電気㈱を経由した顧客への販売も含まれております。 

 

 
半製品の供給 

設計 
委託 

製品

販売

当社

［ 親会社の関係会社 ］ 

上海華虹ＮＥＣ電子有限公司 

［ 親会社 ］               
 

 ＮＥＣ 

[ 設計子会社 ] 
 
ＮＥＣマイクロシステム㈱ 
日電電子（中国）有限公司（注3） 

［ 生産子会社 ］ 
 
 
山形日本電気㈱ 
 
 
福井日本電気㈱ 
 
 
関西日本電気㈱ 
 
 
山口日本電気㈱ 
 
 
九州日本電気㈱ 
 
 
ＮＥＣｾﾐｺﾝﾊﾟｯｹｰｼﾞ・ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 
 
 
ＮＥＣファブサーブ㈱ 
 
NEC Electronics America, Inc.（注1） 
  
NEC Semiconductors Ireland Limited（注2）
  
NEC Semiconductors Singapore Pte. Ltd. 
  
NEC Semiconductors (Malaysia) Sdn. Bhd. 
  
P.T. NEC Semiconductors Indonesia 
 
 
首鋼日電電子有限公司 

顧客

［ その他子会社 ］  日本電子ライト㈱（注7）   ㈱近畿分析センター 

［ 販売子会社 ］ 
 
NEC Electronics America, Inc.（注1） 
 
NEC Electronics (Europe) GmbH 
 
NEC Electronics (UK) Limited（注4） 
 
NEC Electronics Taiwan Ltd. 
 
NEC Electronics Singapore Pte. Ltd. 
 
日電電子（中国）有限公司（注3） 
 
NEC Electronics Hong Kong Limited 
 
上海恩益禧電子国際貿易有限公司 
 
NEC Electronics Korea Limited（注5） 
 
NEC Compound Semiconductor       

Devices Hong Kong Limited（注6） 
 

販売特約店 

 
製品の
供給 

製品

販売

販売

製品

販売 

販売 

販売
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４【関係会社の状況】 

（平成19年３月31日現在）

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容 

議決権の所有又は

被所有割合（％） 
関係内容 

（親会社）          

日本電気㈱ 

（注１） 
東京都港区 337,822 

コンピュータ、通
信機器、ソフトウ

ェアなどの製造、

販売を含むIT・ネ

ットワーク・ソリ
ューション事業 

（被所有） 
65.02 

     ［5.02］ 

 （注２） 

当社関係会社を通

じて同社製品を販

売 
研究開発を当社が

委託 

不動産を当社が賃

借 
同社の役員が当社

の役員を兼任（２

名） 

（連結子会社） 

  

山形日本電気㈱ 

  

山形県鶴岡市 1,000 

集積回路・個別半

導体の開発・製造

（前工程）・販売 

100.0 

当社が販売する 
一部製品の供給 

貸付金－有 

役員の兼任－無 

関西日本電気㈱ 

（注３） 
滋賀県大津市 1,000 

集積回路・個別半
導体の開発・製造

（前工程）・販売 

100.0 

当社が販売する 
一部製品の供給 

貸付金－有 

役員の兼任－１名 

九州日本電気㈱ 熊本県熊本市 1,000 
集積回路の製造
（前工程）・販売 

100.0 

当社が販売する 

一部製品の供給 
貸付金－有 

役員の兼任－無 

福井日本電気㈱ 

 （注３） 
福井県坂井市 400 

集積回路・個別半

導体の製造（後工

程）・販売 

100.0 

当社が販売する 

一部製品の供給 

貸付金－有 
役員の兼任－無 

ＮＥＣセミコンパッ

ケージ・ソリューシ

ョンズ㈱ 

 （注３） 

福岡県柳川市 400 
集積回路の製造
（後工程）・販売 

100.0 

  

当社が販売する 

一部製品の供給 
貸付金－有 

役員の兼任－１名 

ＮＥＣマイクロシス

テム㈱ 
神奈川県川崎市 400 

集積回路の設計お

よびソフトウェア

開発 

100.0 

当社が販売する一
部製品の開発設計 

貸付金－無 

役員の兼任－無 

山口日本電気㈱ 山口県宇部市 320 
集積回路の製造
（前工程）・販売 

100.0 

当社が販売する 

一部製品の供給 
貸付金－有 

役員の兼任－無 
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名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容 

議決権の所有又は
被所有割合（％） 

関係内容 

ＮＥＣファブサーブ

㈱ 

神奈川県   

相模原市 
310 

集積回路に関する
試作・生産・設備

サービスの提供 

100.0 

当社に対する  
サービスの提供 

貸付金－無 

役員の兼任－無 

日本電子ライト㈱ 滋賀県甲賀市 90 

ＥＬ・蛍光灯等の

点灯用高周波電
源・電子部品の組

立加工 

  

100.0 

(100.0) 

貸付金－無 
役員の兼任－無 

㈱近畿分析センター 滋賀県大津市 10 
材料・部品・環境
測定および分析 

  

100.0 

(100.0) 

貸付金－無 
役員の兼任－無 

NEC Electronics  

America,Inc. 

（注３） 

アメリカ合衆国 
千米ドル

380,800 

集積回路の開発・

製造（前工程）・

販売 

100.0 

当社製品の販売、
当社が販売する 

一部製品の供給お

よび開発設計 

貸付金－有 
役員の兼任－３名 

NEC Semiconductors 

Ireland Limited 

（注３） 

（注５） 

アイルランド 
千ユーロ

65,898 

集積回路の製造

（後工程）・販売 
100.0 

当社が販売する 

一部製品の供給 

貸付金－無 

役員の兼任－無 

NEC Electronics  

(Europe) GmbH 

 （注９） 

ドイツ 
千ユーロ

14,000 
電子部品の販売 100.0 

当社製品の販売お
よび開発設計 

貸付金－無 

役員の兼任－３名 

NEC Semiconductors 
(Malaysia)Sdn.Bhd. 

マレーシア 
 千リンギット

118,237 

集積回路・個別半

導体の製造（後工
程）・販売 

100.0 

当社が販売する 

一部製品の供給 
貸付金－有 

役員の兼任－無 

NEC Semiconductors 

Singapore Pte.Ltd. 
シンガポール 

千シンガポ

ールドル

111,000 

集積回路の製造

（後工程）・販売 
100.0 

当社が販売する 

一部製品の供給 

貸付金－無 
役員の兼任－無 

NEC Electronics  
Singapore Pte.Ltd. 

シンガポール 

千シンガポ

ールドル 

3,000 
電子部品の販売 100.0 

当社製品の販売 

貸付金－無 
役員の兼任－無 

P.T.NEC  
Semiconductors  

Indonesia 

インドネシア 
千米ドル
44,400 

集積回路・個別半
導体の製造（後工

程）・販売 

100.0 

(0.01) 

当社が販売する 

一部製品の供給 
貸付金－無 

役員の兼任－無 

首鋼日電電子有限公
司 

 （注３） 

中国 

北京 

百万円 

20,750 

集積回路の製造

（前・後工程）・
販売 

50.3 

当社が販売する 

一部製品の供給 

貸付金－有 
役員の兼任－１名 

日電電子（中国）有

限公司 

中国 

北京 

千米ドル 

38,540 

集積回路の設計、

ソフトウェア開発

および販売 

100.0 

当社製品の販売お

よび開発設計 

貸付金－無 

役員の兼任－２名 

NEC Electronics  
Hong Kong Limited 

 （注９） 

中国 

香港 

千香港ドル 

2,000 
電子部品の販売 100.0 

当社製品の販売 

貸付金－無 

役員の兼任－無 
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 （注）１．有価証券報告書を提出しております。 

２．「議決権の被所有割合」欄の［5.02］は、退職給付信託契約上、日本電気㈱が日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱（住友信託銀行再信託分・日本電気㈱退職給付信託口）に対し、当該株式に属する議決権の行使に

関する指図権を有する所有割合で、「65.02」の外数であります。 

３．特定子会社に該当しております。 

４．議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

５．NEC Semiconductors Ireland Limitedは、平成18年９月をもって生産および出荷を終了しました。 

６．NEC Compound Semiconductor Devices Hong Kong Limitedは、平成18年11月１日、

NEC Electronics Hong Kong Limitedに事業統合され、営業を終了しました。 

７．NEC Electronics Korea Limitedは、平成18年９月１日設立され、平成18年11月１日から営業を開始しまし

た。 

８．アドコアテック㈱は、平成18年９月28日の出資により、新たに持分法適用関連会社となりました。 

９．NEC Electronics (Europe) GmbHおよびNEC Electronics Hong Kong Limitedについては、売上高(連結会社

相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割合が100分の10を超えておりますが、この内、

NEC Electronics (Europe) GmbHは所在するセグメント(欧州)の売上高に占める当該連結子会社の売上高(セ

グメント間の内部売上高または振替高を含む。)の割合が100分の90を超えているため、主要な損益情報等の

記載を省略しております。 

   NEC Electronics Hong Kong Limitedの主要な損益情報等    (1) 売上高    75,219百万円 

                              (2) 経常利益       2,160百万円 

                                                           (3) 当期純利益     1,777百万円 

                                                       (4) 純資産額       6,560百万円 

                                                           (5) 総資産額     19,142百万円      

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容 

議決権の所有又は
被所有割合（％） 

関係内容 

NEC Compound  
Semiconductor  

Devices Hong Kong  

Limited 

 （注６） 

中国 
香港 

千香港ドル 

2,000 
電子部品の販売 100.0 

貸付金－無 
役員の兼任－無 

上海恩益禧電子国際
貿易有限公司 

中国 
上海 

千米ドル 

200 
電子部品の販売 

  

100.0 

(100.0) 

当社製品の販売 

貸付金－無 
役員の兼任－無 

NEC Electronics  

Taiwan Ltd. 
台湾 

千ニュータ

イワンドル 

100,000 

電子部品の販売 100.0 

当社製品の販売 

貸付金－無 

役員の兼任－無 

NEC Electronics  

Korea Limited 

 （注７） 

韓国 
千ウォン 

2,000,000 
電子部品の販売 100.0 

当社製品の販売 

貸付金－無 

役員の兼任－無 

NEC Electronics  
(UK)Limited 

英国 
千ポンド 

1,000 
休眠会社 

  

100.0 

(100.0) 

貸付金－無 
役員の兼任－無 

（持分法適用関連会

社） 

アドコアテック㈱ 

 （注８） 

神奈川県   

横須賀市 
6,000 

通信機器の開発、

保守、ライセンス

販売 

11.7 

当社が販売する 
一部製品の開発 

および保守 

貸付金－無 

役員の兼任－無 
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５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．当社グループの事業の種類別セグメントは汎用ＤＲＡＭを除く半導体事業のみであるため、事業の種類別セ

グメントごとの記載は省略しております。 

２．従業員数には休職者を含めて表示しております。 

３．従業員数は就業人員を記載しております。なお、臨時雇用者数については、その総数が従業員数の100分の

10未満であるため、記載を省略しております。 

４．上表の従業員数には、親会社であるＮＥＣからの出向受入８名を含んでおります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数には休職者を含めて表示しております。 

２．平均勤続年数は、平成14年11月１日の当社設立後の平均勤続年数を表示しております。 

３．平均年間給与の金額には、時間外給与および賞与を含みます。 

４．従業員数が前事業年度末と比べ804名増加しましたのは、平成18年４月１日に当社がＮＥＣ化合物デバイス

㈱を吸収合併したこと等によるものです。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は、従来は日本電気労働組合ＮＥＣエレクトロニクス支部として活動しておりました。しかし、

平成15年７月の当社の東京証券取引所への株式上場を機に、独立した労使関係の構築を目的として、日本電気労働

組合からの分離・独立の準備を進め、平成17年６月27日、正式にＮＥＣエレクトロニクス労働組合として独立・単

独組織化し、現在に至っております。上部団体については、ＮＥＣグループ各社の労働組合の連合組織であるＮＥ

Ｃ労働組合連合会への加盟を通じて、全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会（電機連合）に所属してお

り、平成19年３月31日現在の組合員数は3,439人です。 

 なお、労使関係は安定しており、特に記載すべき事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

汎用ＤＲＡＭを除く半導体事業 23,982 

  平成19年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

5,988 40.9 4.1 7,359,562 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度の世界経済は、前半は堅調に推移しましたが、年度後半からは後退を示唆する兆候が現れ、減速基

調となりました。米国においては政策金利が高止まりしたことなどから住宅投資が減速し、アジアにおいてはＩＴ関

連機器や液晶パネルなどの在庫調整がおこりました。安定的に内需が拡大した欧州や日本においても、年度後半から

は外需の伸び悩みの影響が現れ、景気が減速しました。 

 半導体市場においても、昨年夏以降は需要の伸びが減速し、特にＤＲＡＭを除いた半導体出荷全体の伸び率は、年

度後半には月次で前年比マイナスを記録しました。シリコンサイクル（半導体業界の景気循環）は、夏季オリンピッ

クの開催年をピークとし、その翌年をボトムとする４年周期の波動といわれており、業界では夏季オリンピックの中

間にあたる当連結会計年度は堅調な成長が見込まれる一年であると予測されていました。ところが実際には、年度後

半から市場成長に急ブレーキがかかったことから、当連結会計年度は、業界全体として前半好調、後半不調の一年と

なりました。 

 このような事業環境のもと、当社グループは、売上の拡大と工場稼働率の引き上げによる当連結会計年度の連結営

業利益での黒字化を目指すとともに、来期以降のさらなる成長に向けて、研究開発活動の強化と生産基盤の拡充に取

り組みました。 

(注）営業利益は、「売上高」から「売上原価」、「研究開発費」および「販売費および一般管理費」を控除したものです。 

 製品開発の面では、平成18年５月に任天堂㈱の新しい家庭用ゲーム機「Ｗｉｉ®」（ウィー）の画像処理用ＬＳＩ

に、当社グループの90ナノメートル世代のＤＲＡＭ混載プロセス技術が採用され、また平成18年８月にはトヨタ自動

車㈱の高級車ブランド「レクサス」の新型車であるＬＳ460に予防安全システム向け画像認識用並列プロセッサー

「ＩＭＡＰＣＡＲ」（アイマップカー）が、平成18年12月には㈱東芝のハイビジョン画質の次世代ＨＤ ＤＶＤプレ

ーヤーに画像処理用システムＬＳＩ「ＥＭＭＡ３」（エマスリー）が搭載されるなど、各社を代表する戦略製品に当

社グループの技術および製品が採用されました。既にお客様への採用が進んでいる「オール・フラッシュ・マイコ

ン」については、当連結会計年度も同シリーズの新製品を多数発売し、製品ラインアップを一層拡充したことにより

採用品種数が増加しました。 

(注）Ｗｉｉは任天堂の登録商標です。 

 先端技術の開発の面では、55ナノメートル世代という 先端の微細化技術と、当社独自の先端プロセスを実用化

し、消費電力を大幅に低減できるＡＳＩＣ(特定用途向け集積回路)製品の受注を平成19年１月より開始しました。ま

た、この55ナノメートルプロセス技術と組み合わせて用いる混載ＤＲＡＭ技術も既に開発済みであり、量産化の準備

に入っています。 

(注）１ナノメートルは10億分の１メートル。 

 販売の面では、中国における販売子会社の人員を大幅に増員し、今後の本格的な売上増のための基盤を構築しまし

た。また、韓国においては、NEC Electronics Hong Kong Limitedの支店を通じて製品を販売していましたが、顧客

サービスの強化や現地でのプレゼンス拡大を図るために、平成18年９月にNEC Electronics Korea Limitedを設立

し、営業移管を行いました。一方、国内においては、平成18年11月に、100％子会社の販売法人であったＮＥＣデバ

イスポート㈱を当社に吸収合併し、組織の簡素化を図るとともに、国内営業部門の人員の再配置を行いました。 

 生産面では、当連結会計年度の前半は、特に組立・検査という後工程の能力拡大に注力し、「オール・フラッシ

ュ・マイコン」や車載用ディスクリート製品など、高い品質を要求される製品の需要増に応えるための生産体制整備

に努めました。同時に、生産効率の向上のために、アイルランドの後工程工場での生産を平成18年９月に終了し、シ

ンガポールその他の地域に集約することで、各生産拠点での生産量増加を図りました。 

 また、当連結会計年度全体を通じて、当社の子会社である山形日本電気㈱の300ミリウエハラインの生産能力増強

に努め、期首に月産６千枚であった能力を１万３千枚まで引き上げました。これにより、システムＬＳＩ専用の300

ミリウエハライン工場として、そのコスト競争力を十分に発揮できる段階に至りました。 
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 後に他社との提携面では、先端技術開発分野における当社グループの経営資源を補うため、㈱東芝およびソニー

㈱との共同開発により、45ナノメートル世代のシステムＬＳＩの量産技術を確立、十分に量産に耐えうる実用技術の

実証を行うことができ、その開発成果については、平成18年12月に半導体の国際学会において３社による共同発表を

行いました。また、製造分野においては、当社の子会社であるＮＥＣファブサーブ㈱のフォトマスク事業を大日本印

刷㈱に譲渡し、当社グループ内でのフォトマスクの製造を終了するとともに、同社グループとフォトマスクの開発お

よび生産に関する協力体制を構築することを平成19年２月に同社と合意しました。 

 このように、当社グループでは、売上の拡大や生産量の増加に対応するための諸施策を積極的に展開しましたが、

年度後半からの市況悪化局面では、これらの布石が直接的には収益の改善につながらず、逆に固定費の増大という形

で、収益を大きく圧迫する結果となりました。その結果、連結売上高は、当連結会計年度前半の売上拡大に牽引され

て前連結会計年度比7.2％の増加となりましたが、連結税引前当期純利益(△損失)および連結当期純利益(△損失)

は、遺憾ながら、前連結会計年度に続き大幅な赤字となりました。 

 当社グループでは、このような結果に至った原因は、半導体市況予測の読み誤りのほか、当社グループの開発テー

マ選択における集中の不足、生産ラインの統廃合の遅れ、営業・開発・生産の各機能の間の連携の不足といった問題

点にあると認識し、平成19年２月22日に、次の３つの課題に対処するための新たな経営方針を策定し、対外発表しま

した。 

 ①開発リソースの集中による開発費効率の改善と売上の拡大 

 ②生産ラインの統廃合による製造原価低減の加速 

 ③製品群毎に 適化された、営業・開発・生産の流れの再構築 

 当社グループは、今後、この経営方針を着実に実行することにより、シリコンサイクルの好・不況に左右されず着

実に利益を生み出すことのできる強靱な事業体質を構築していく所存です。 

  

 当連結会計年度の業績は次のとおりであります。  

 連結売上高は6,923億円と、前連結会計年度と比べ463億円（7.2％）の増加となりました。これは、主に携帯電話

端末向けメモリやパソコン周辺機器向け半導体の売上減により、通信機器分野やコンピュータおよび周辺機器分野の

売上が減少したものの、新規のゲーム機向け半導体の販売開始やデジタルテレビ向け半導体の売上増により、民生機

器分野の売上が大きく増加したことに加えて、「オール・フラッシュ・マイコン」の拡販により多目的・多用途分野

の売上も大きく増加したことによるものです。 

 連結税引前当期純利益(△損失)は354億円の損失で、前連結会計年度と比べ70億円の改善にとどまりました。これ

は、連結売上高は前連結会計年度と比べ増加したものの、研究開発費や生産能力増強のための投資が増加したことに

加えて、製品価格の下落に製造原価低減が追いつかなかったことによるものです。さらに、開発プロジェクトの集約

関係費用など、将来の体質改善に向けた一時費用を当連結会計年度に計上したこともその要因となっています。 

 連結当期純利益(△損失)は415億円の損失で、法人税等の減少により前連結会計年度と比べ567億円の改善となりま

した。これは、主に前連結会計年度に国内会社の繰延税金資産に対し、多額の評価引当金を計上したことによるもの

です。 
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 また、製品分野別売上高の状況は次のとおりであります。 

  

（通信機器分野） 

 通信機器分野の売上高は、前連結会計年度と比べ84億円（7.7％）減少し、996億円となりました。 

 当分野には、ルータ、携帯電話基地局などのブロードバンド・ネットワーク機器向け半導体や携帯電話端末向け半

導体が含まれます。 

 当連結会計年度は、携帯電話端末向け半導体の売上が前連結会計年度と比べ減少しました。これは、高精細ＴＦＴ

－ＬＣＤ（薄膜トランジスタ方式液晶ディスプレー）を搭載した携帯電話端末の普及が進んだことなどにより、ＬＣ

Ｄ（液晶ディスプレー）ドライバＩＣの売上は増加したものの、携帯電話端末向けメモリの売上が大幅に減少したこ

となどによるものです。 

 

（コンピュータおよび周辺機器分野） 

 コンピュータおよび周辺機器分野の売上高は、前連結会計年度と比べ29億円（2.3％）減少し、1,237億円となりま

した。 

 当分野には、サーバおよびワークステーション向け半導体やパソコンおよびパソコン周辺機器向け半導体が含まれ

ます。 

 当連結会計年度は、パソコン周辺機器向け半導体の売上が前連結会計年度と比べ減少しました。これは、液晶テレ

ビやパソコン用モニタ向けＬＣＤドライバＩＣは市場シェア拡大により売上が増加したものの、プリンタ向け半導体

や、記録型ＤＶＤ（デジタル多用途ディスク）ドライブ向け半導体の売上が減少したことなどによるものです。 

 

（民生用電子機器分野） 

 民生用電子機器分野の売上高は、前連結会計年度と比べ181億円（17.7％）増加し、1,208億円となりました。 

 当分野には、家電製品向け半導体やゲーム機向け半導体が含まれます。 

 当連結会計年度は、ゲーム機向け半導体の売上が前連結会計年度と比べ大きく増加しました。これは、新規のゲー

ム機向け製品の販売が開始されたことによるものです。加えて、ゲーム機向け以外においても、デジタル家電製品の

幅広い普及により、デジタルカメラやデジタルテレビ向け半導体の売上も増加しました。 

 

（自動車および産業機器分野） 

 自動車および産業機器分野の売上高は、前連結会計年度と比べ23億円（2.2％）増加し、1,061億円となりました。

 当分野には、自動車向け半導体、ＦＡ（ファクトリー・オートメーション）機器などの産業機器向け半導体が含ま

れます。 

 当連結会計年度は、自動車の電子化の進展により自動車に搭載される半導体の数量が増加したことなどに伴い、自

動車向け半導体の売上が前連結会計年度と比べ増加しました。 

  

（多目的・多用途ＩＣ） 

 多目的・多用途ＩＣの売上高は、前連結会計年度と比べ195億円（28.1％）増加し、890億円となりました。 

 当分野には汎用マイクロコントローラ、ゲートアレイ、多用途のＳＲＡＭなどが含まれます。 

 当連結会計年度は、汎用マイクロコントローラの売上が前連結会計年度と比べ大幅に増加しました。これは、汎用

マイクロコントローラ市場の回復に加え、「オール・フラッシュ・マイコン」の売上が増加したことなどによるもの

です。 

 

（ディスクリート・光・マイクロ波） 

 ディスクリート・光・マイクロ波の売上高は、前連結会計年度と比べ119億円（10.9%）増加し、1,206億円となり

ました。 

 当分野には、ダイオード、トランジスタなどの個別半導体、光通信やＤＶＤ向けの光半導体、携帯電話端末などに

使用されるマイクロ波半導体が含まれます。 

 当連結会計年度は、ディスクリート半導体の売上が市場の回復等に伴い前連結会計年度と比べ増加しました。 

（その他） 

 その他の売上高は、前連結会計年度と比べ57億円（21.4％）増加し、325億円となりました。 

 当分野には、主に当社の販売子会社が行っているＬＣＤパネルの再販など、半導体以外の製品の販売事業が含まれ

ます。 

 同事業は、当社グループの主力事業ではなく、当社グループ全体の業績に対する影響は殆どありません。 
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 また、所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

（日 本） 

 日本は、プリンタ向け半導体やＰＤＰ（プラズマディスプレー）向けドライバＩＣなどの売上が減少したものの、

ゲーム機向け半導体の売上が大幅に増加しました。この結果、売上高は前連結会計年度と比べ244億円（6.9％）増加

し、3,773億円となりました。地域別損益は前連結会計年度と比べ122億円改善し、389億円の損失となりました。 

 

（米 国） 

 米国は、携帯電話端末向けメモリの売上が減少しました。この結果、売上高は前連結会計年度と比べ94億円

（12.2％）減少し、675億円となりました。地域別損益は前連結会計年度と比べ90億円悪化し、10億円の損失となり

ました。   

 

（欧 州） 

 欧州は、ＳＴＢ（セット・トップ・ボックス）向け画像処理ＬＳＩや、自動車向け半導体、汎用マイクロコントロ

ーラの売上が増加しました。この結果、売上高は前連結会計年度と比べ159億円（21.9％）増加し、889億円となりま

した。地域別損益は前連結会計年度と比べ１億円改善し、１億円の利益となりました。 

 

（アジア） 

 アジアは、液晶テレビやパソコン用モニタ向けＬＣＤドライバＩＣや、汎用マイクロコントローラ、ディスクリー

ト半導体の売上が増加しました。この結果、売上高は前連結会計年度と比べ153億円（10.7％）増加し、1,586億円と

なりました。地域別損益は前連結会計年度と比べ39億円改善し、112億円の利益となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末の現金および現金同等物純増加(△減少)額は、254億円の減少となり、海外子会社の決算期変更

による減少もあわせると、現金および現金同等物期末残高は1,854億円となり、前連結会計年度末と比べ257億円の減

少となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において、営業活動により増加したキャッシュ(純額)は、667億円となりました。これは、売掛金

の減少や買掛金の増加による運転資金の改善などによるものであり、前連結会計年度の499億円と比べ168億円の増加

となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において、投資活動により減少したキャッシュ(純額)は、785億円となりました。これは、所有設

備の売却による収入が減少したことや、有形固定資産の購入による支払が増加したことなどによるものであり、前連

結会計年度の547億円と比べ238億円の増加となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において、財務活動により減少したキャッシュ(純額)は、153億円となりました。これは、借入金

の返済などによるものであり、前連結会計年度の125億円の支出と比べ27億円の増加となりました。 
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２【生産、受注および販売の状況】 

 当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品群であっても、その性能、構造、形式等は

必ずしも一様ではないこと、受注生産形態をとらない製品も多いことなどから、品目ごとに生産規模、受注規模を金額

あるいは数量で示すことはしておりません。 

 このため、生産、受注および販売の状況については「１ 業績等の概要」における製品分野別売上高に関連付けて示

しております。 

 なお、主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 (注）上記金額には海外子会社に対する売上は含んでおりません。 

３【対処すべき課題】 

(1）開発リソースの集中による開発費効率の改善と売上の拡大 

 当社グループは、これまで、売上拡大を通じた収益の改善を目指して、積極的に研究開発費を増額してまいりまし

た。しかし、開発する品目が多岐にわたり、開発費や開発人員といった開発リソースが分散した結果、特定の製品に

開発リソースを集中する専業メーカーとの競争において不利となり、収益の低迷を招く結果となりました。 

  この反省にもとづき、今後は、製品開発におけるフォーカス（集中化）をより強め、競争劣位に陥った製品の開発

中止と、戦略製品にかける開発費の増額の組み合わせにより、開発費総額を抑制しつつ、売上成長の確度を高める方

針へと転換します。 

  この方針の変更により、売上高比の研究開発費比率の引き下げを実現するとともに、開発の重点化による強い製品

の創出を通じて、中期的な売上の拡大と、粗利益率の向上を実現すべく努力してまいります。 

(2）生産ラインの統廃合による製造原価低減の加速 

 開発リソースの分散により、当社グループの製品競争力が相対的に落ちた結果、市場での価格引下げ圧力が強ま

り、当社グループの売上原価率が中期的に悪化する傾向が続いています。このような状況を打破するために、開発リ

ソースの集中化による製品ラインの強化を行うとともに、コスト競争力を重視した生産体制への見直しを行い、上昇

した売上原価率を引き下げるために、当社グループ全体の生産ラインの統廃合等の構造改革の推進により製造原価低

減に取り組んでまいります。 

  具体的には、ウエハ加工を行う前工程の小規模なラインや旧式なラインについては、既存製品の事業継続に配慮し

つつも、可能な限り早急に縮小または閉鎖し、生産数量がより大きなラインや、より大口径のラインへの集約を図

り、個々のラインでの生産量を拡大します。また、組立と検査を中心とした後工程については、人件費率の高い製品

や生産数量の多い製品を中心に、国内の生産工場から人件費の安いアジアの生産工場へと生産を移管し、マレーシ

ア・中国等、海外の当社グループ会社での増産により、コスト競争力を強化します。これらの施策の実行には、生産

技術の移転、生産移管の前後における品質レベルの維持や、移管についての製品毎の顧客からの同意取得など、様々

な課題がありますが、中期的な製造原価低減には必須の施策として、これらの早期の実行に全力を挙げてまいりま

す。 

(3）製品群毎に 適化された、営業・開発・生産の流れの再構築 

 当社グループの製品群は、ＳｏＣ（システム・オン・チップ）、マイクロコンピュータ、個別半導体と、大きく３

つに分類できますが、従来の当社の組織構造は、営業・開発・生産という機能別分業体制を採用してきました。この

機能別の分業構造は、機能毎の効率化・ 適化には適しているものの、営業から生産までの流れを３つの製品群毎に

適化することは難しく、３つの事業の特徴にあった個別の売上拡大施策の実行と原価低減の推進には、必ずしも

適とはいえない点がありました。 

  そこで、当社は、平成19年５月７日に組織変更を行い、ＳｏＣ、マイクロコンピュータ、個別半導体という３つの

事業を、各事業の特徴を踏まえたうえで、そこでの当社グループの強みを生かして、各々の事業を拡大していくため

に 適な組織構造へと変更しました。その組織変更の骨子は下記のとおりです。 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

  金額（百万円） 比率（％） 金額（百万円） 比率（％） 

 ㈱リョーサン 68,412   10.59   70,455   10.18  

 三信電気㈱ 59,647   9.23   91,711   13.25  
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  ①当社グループの事業を、ＳｏＣ、マイクロコンピュータ、個別半導体の３つの製品軸による事業に再編し、 

  それぞれに対応する当社の組織をビジネスユニット（ＢＵ）と称する。 

  ②各ビジネスユニットには、生産対応機能の一部を移管し、事業遂行の責任と権限を強化する。 

 ③営業部門においては、顧客別営業体制を維持しつつ、各ビジネスユニットに対応した販売促進部門を増強し、 

  製品マーケティング機能を強化する。 

 ④全社的に細分化されていた小規模な部門を統廃合することにより、人材の流動性を高め、業務運営を効率化  

  する。 

 この組織変更により、当社グループ全体の営業から開発、生産までの流れを製品群毎に一貫したものとし、市場の

変化に即応できる体制を構築することで、各製品群の売上拡大と製造原価低減を実現し、収益の拡大を図ってまいり

ます。  

2007/06/26 17:02:01ＮＥＣエレクトロニクス株式会社/有価証券報告書/2007-03-31



４【事業等のリスク】 

 当社グループの事業その他に関するリスクとして、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下

のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成19年３月31日）において

当社グループが判断したものであります。 

(1）当社グループの事業に関するリスクについて 

①市況変動（シリコンサイクル）による影響 

 半導体市場は、シリコンサイクルと呼ばれる循環的な市況変動で知られております。当社グループは、常に市況の

動向を見極めながら事業活動を遂行しておりますが、世界各国の景気循環や 終製品の需要の変化などに起因する市

況変動の影響を完全に回避することは困難であるため、市況が下降した局面においては、当社グループの売上の減少

や、工場稼働率の低下による原価率の悪化により、大幅に収益が悪化する可能性があります。 

②世界の経済動向による影響 

 上述①の市況変動（シリコンサイクル）の発生原因については諸説がありますが、米国を中心とした世界経済の好

不況の波が増幅されてシリコンサイクルを生み出すという説が有力であります。その意味で、米国、欧州連合、中国

などの各地域の経済動向および足元の日本経済の動向は、当社グループの業績に大きな影響を与える可能性がありま

す。また、テロ行為の発生など、突発的な事象により世界経済が悪影響を受ける場合にも、当社グループの業績が悪

化する可能性があります。 

③為替の変動による影響 

 当社グループの経営成績および財政状態は、為替相場の変動によって影響を受けます。当社グループは、こうした

為替相場の変動による影響を回避または軽減するため、先物為替予約をはじめとして様々な対策を講じております

が、為替相場が大きく変動した場合、外貨建製品の売上高、外貨建の資材コスト、海外工場の生産コスト等が影響を

受ける可能性があります。また、当社の外貨建の資産・負債を日本円に換算表示すること、さらに、海外子会社にお

ける外貨表示の財務諸表を日本円に換算表示することによっても、当社グループの資産・負債および収益・費用は変

動します。 

④各国の法制度およびその運用等による影響 

 当社グループは、世界各国で開発、生産、販売活動を行っておりますが、その国や地域において、政情や治安が不

安定になったり、貿易、雇用、環境等現地での事業展開に影響する法令や政府の方針が変更されたり、経済情勢や経

済基盤が悪化する等のリスクに直面する可能性があります。 

⑤自然災害等のリスク 

 地震、台風、洪水等の自然災害、事故、テロをはじめとした当社グループがコントロールできない事由によって、

所有する半導体工場等の設備が壊滅的な損害を被り、その操業を停止せざるを得なくなる可能性があります。特に、

当社グループは、地震が発生する確率が世界の平均より高いと考えられる地域に重要な設備を保有しており、地震の

発生時には、その影響により工場等の操業を停止せざるを得ない可能性があります。当社グループでは、地震による

損害発生に備えて地震保険に加入しておりますが、それにより全ての損害を補填できるという保証はありません。 

⑥競争による影響 

 半導体事業は熾烈な競合状態にあり、当社グループは、製品の性能、構成、価格、品質等の様々な点で、国内外の

多くの同業他社との激しい競争にさらされております。当社グループでは、競争力の維持強化に向けて、先端技術の

開発、設計のプラットフォーム化、原価低減の推進等の様々な施策に取り組んでおりますが、競争力を維持すること

ができなかった場合、製品のマーケットシェアが低下し、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、熾烈な市場競争により、製品の販売価格が急激に低下し、原価低減では補い切れずに、粗利益率の悪化に見舞

われる可能性があります。 
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⑦製品の受注獲得から出荷終了までのリスク 

 当社グループが特定顧客から半導体製品の開発を受注し、その顧客固有の仕様に基づいた製品設計を開始した後

に、発注元の顧客がその製品を搭載する予定であった 終製品の市場への投入を延期または中止する場合があること

に加え、その製品の機能・性能が顧客の要求に満たない場合には、その製品の購入を中止する可能性があります。ま

た、その顧客は、その製品を組み込んだ 終製品の売れ行きが芳しくない場合、その製品の発注数量を減少させ、ま

たは納入期日を延期することがあります。 

 こうした特定顧客向け製品に係る顧客からの製品計画の変更、発注の減少や延期等は、当社グループの売上や収益

性を低下させる可能性があります。 

⑧設備および研究開発に対する誤った投資判断のリスク 

 当社グループは、ＩＤＭ（Integrated Device Manufacturer：垂直統合型デバイスメーカー）として、販売する半

導体製品の多くをグループ内で開発・生産しており、技術革新や増産に対応するため、毎年多額の設備投資を行って

おります。当社グループでは、常に適切な設備投資を行うことを目指しておりますが、投資のタイミングや規模等の

判断を誤った場合、機会損失や稼働損が発生する可能性があります。 

 また、当社グループは、先端技術の研究開発に多額の投資を行っておりますが、開発テーマの選定の誤りや開発の

遅れ等により、売上や収益への貢献が得られず、投じた研究開発投資が無駄になる可能性があります。 

⑨製品の生産に関するリスク 

(ⅰ) 生産工程のリスク 

 半導体製品は、非常に複雑な生産工程を経て生産されております。当社グループは、材料当たりの出来高で

ある歩留りを改善すべく、生産工程の適切な管理および改良に継続して取り組んでおりますが、この生産工程

に何らかの問題が発生した場合は、歩留りの悪化による製品出荷の遅延や出荷数量の減少、 悪の場合は出荷

停止の結果を招く可能性があります。 

(ⅱ) 原材料、部品、生産設備等の調達 

 半導体製品の生産にあたっては、その生産に必要となる原材料、部品、生産設備等をタイムリーに調達する

必要があります。当社グループは、こうした原材料、部品、生産設備等について、供給に関連する問題の発生

を回避するため、複数の供給者と緊密な関係を構築すべく努めておりますが、原材料等の中には特定の供給元

からしか入手できないものも含まれているため、需給が逼迫した場合は供給能力不足により、これらをタイム

リーに調達できず、また調達できる場合でも調達価格が大幅に上昇する可能性があります。 

(ⅲ) 製品の欠陥、異常または故障に関するリスク 

 当社グループでは、様々な施策を通じて、ソフトウェアを含む製品の品質向上に取り組んでおりますが、こ

れらの製品に用いられる技術の高度化、顧客における製品の使用方法の多様化等により、出荷時に発見できな

い欠陥、異常または故障が製品に存在する場合があり、顧客の 終製品に組み込まれた後に当該欠陥、異常ま

たは故障が発見される可能性があります。この場合、製品の返品や交換、損失の補償、製品の採用打ち切りな

どの結果につながり、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。こうした事態に備えて、当社

グループでは、生産物賠償責任保険、生産物回収費用保険等の保険に加入しておりますが、それにより損失を

全額補填できるという保証はありません。 

(ⅳ) 外部への生産委託に関するリスク 

 当社グループは、半導体製品の生産の一部を外部のファウンダリ等に委託しております。これら外注先の選

定にあたっては、技術力や供給能力等につき、あらかじめ厳しく審査を行い、信頼できる会社を選定しており

ますが、外注先の要因による納入の遅延や製品の欠陥をはじめとした、生産面でのリスクが生じる可能性を否

定できず、特に外注先の生産能力不足により、製品需要の高い時期に当社グループが十分な製品供給を行えな

い可能性があります。 
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⑩製品の販売に関するリスク 

(ⅰ) 主要販売先への依存 

 当社グループは、製品の 終顧客向け売上高の多くを特定の主要顧客に依存しております。当連結会計年度

において、当社グループの 終顧客上位10社（ＮＥＣグループを含む）に対する売上高は、連結売上高の約

40.9％を占め、また、その中でも当社グループの 大顧客であるＮＥＣグループに対する売上高は、連結売上

高の約7.2％を占めております。 

 これらの主要顧客が当社グループ製品の採用を中止し、または著しくその発注数量を減らした場合、当社グ

ループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

(ⅱ) 販売特約店等への依存 

 当社グループは、日本国内およびアジア地域では、製品の大部分を独立系の販売特約店を通じて販売してお

り、その多くを特定の主要な販売特約店に依存しております。当社グループがこれらの販売特約店に対して、

競争力ある販売報奨金やマージンを提供できない場合または販売特約店にとって適切な売上数量を確保できな

い場合、販売特約店はその取扱製品を当社グループ製品から競合他社の製品に切り替え、その結果、当社グル

ープの売上が減少する可能性があります。 

⑪人材の確保 

 半導体業界においては、優秀な経営者や技術・研究・開発に携わる人材を求める競争が熾烈であります。そのた

め、当社グループが優秀な人材、特にＬＳＩの設計および半導体製造プロセス技術の分野における科学的、技術的ま

たは工学的な経歴を有する人材を確保し続けることができない可能性があります。 

⑫年金の積立不足 

 平成19年３月31日現在、米国会計基準に従って計算した当社グループの予測給付債務残高の合計は、1,444億円で

あります。また、平成19年３月31日現在の年金資産の公正価値は730億円であり、当社グループの同日における年金

制度に係る積立不足額は714億円であります。年金資産の運用については、株式・債券など、市場リスクを伴うもの

が含まれることから、資産の市場価値が下落すれば、積立不足の金額が拡大する可能性があります。 

 当社グループは、現行の市場金利の分析に基づき、平成19年３月31日現在において、給付債務の算定に用いられる

割引率には2.5％を適用しております。その割引率を引き下げる決定を行った場合、退職給付債務は増加することに

なります。また、当連結会計年度の退職および年金費用（純額）の算出に用いる長期期待収益率については、2.5％

を適用しております。もし、当社グループの長期期待収益率を引き下げる決定を行った場合、退職および年金費用

（純額）は増加することになります。 

⑬長期性資産の減損のリスク 

 当社グループは、有形固定資産など多くの長期性資産を保有していますが、長期性資産の連結貸借対照表計上額に

ついて、当該資産から得られる将来のキャッシュ・フローによって、資産の残存価額を回収することができるかどう

かを定期的に検討しています。当該資産が十分なキャッシュ・フローを生み出さない場合は、当社および当社グルー

プは長期性資産につき減損を認識しなければならない可能性があります。 
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 ⑭法的事項等 

 当社グループ製品は、広範囲にわたる技術を使用しておりますが、こうした技術が第三者の保有する知的財産権を

侵害しているとの主張が当社グループに対してなされる可能性があります。このような主張を受けた場合、当社グル

ープおよび顧客を防御するため、訴訟対応費用を含む多額の費用が発生する可能性があります。それに加えて、 終

的には巨額の損害賠償を命じられたり、経済合理性を超えた技術使用料の請求により、その技術を利用できなくなっ

たりする可能性があります。 

 また、当社グループの事業は、環境、安全、公正取引等に関する日本国および諸外国の様々な法令や政府の規制の

適用を受けております。当社グループは、こうした法令・規制を遵守すべく対応しておりますが、万一法令・規制の

違反を理由とする訴訟や法的手続において、当社グループに不利な判断がなされた場合、当社グループの業績に悪影

響を及ぼす可能性があります。 

 当社の米国子会社であるNEC Electronics America, Inc.は、米国ＤＲＡＭ業界における独占禁止法（反トラスト

法）違反行為による損害賠償を求める直接購入者（過去において当社グループから直接ＤＲＡＭを購入した顧客）か

らの複数の民事訴訟（集団訴訟）の被告になっております。これらの集団訴訟は和解により終了する見込みでありま

すが、集団訴訟から離脱した一部の顧客と係争中またはＮＥＣとともに和解交渉中です。また、

NEC Electronics America, Inc.は、独占禁止法違反行為による損害賠償を求める、間接購入者（ＤＲＡＭが含まれ

た製品の購入者）からの複数の集団訴訟および米国の複数の州の司法長官による訴訟の被告にもなっております。 

 当社グループは、欧州においてもＤＲＡＭ業界における競争法違反行為の可能性について欧州委員会が行う調査に

協力して、ＮＥＣとともに情報提供を行っております。 

 さらに、当社グループはこれらに加え（ⅰ）ＳＲＡＭ業界における独占禁止法違反の可能性に関する米国司法省お

よび欧州委員会の調査、（ⅱ）半導体業界における韓国独占禁止法違反の可能性に関する韓国公正取引委員会の調

査、ならびに（ⅲ）ＴＦＴ液晶ディスプレー業界における独占禁止法違反の可能性に関する米国司法省、欧州委員

会、韓国公正取引委員会およびカナダ競争当局の調査の対象となっています。 

 また、ＳＲＡＭ業界およびＴＦＴ液晶ディスプレー業界における独占禁止法違反の可能性に関する米国司法省の調

査開始後、NEC Electronics America, Inc.に対し、独占禁止法違反行為による損害賠償を求める複数の民事訴訟が

米国等で提起されております。 

 これらの独占禁止法違反を理由とする民事訴訟、和解交渉および当局による種々の調査については、現時点では結

論は出ておりませんが、米国でのＤＲＡＭに係る民事訴訟および和解交渉に関し今後発生する可能性のある諸費用の

見積額約32億円を未払金および未払費用に計上しております。 

(2）親会社等との関係について 

①ＮＥＣとの関係の概要 

 当社は、ＮＥＣ（本書提出日現在、退職給付信託に拠出している分を含め、当社株式の約70％を実質的に保有す 

る株主）の子会社であります。ＮＥＣが保有する議決権は、当社の総株主の議決権の３分の２以上であるため、ＮＥ

Ｃは当社の株主総会の決議事項の全てを決定しうる地位を有しております。 

②当社グループの事業と知的財産権 

 当社は、会社分割の際に半導体事業に係る特許をＮＥＣから承継しておりますが、ＮＥＣが締結した特許クロスラ

イセンス契約の一部を承継しておりません。当社は、ＮＥＣの子会社として、これらの契約の間接的な受益者として

の地位にあり、ＮＥＣによる当社議決権の直接または間接の保有割合が50％以下となった場合、受益者としての地位

を喪失する可能性があります。当社では、こうした事態に備え、特許クロスライセンス契約の更改時に、当社を直接

の当事者とする契約形態に切り替える交渉を進めておりますが、契約の切り替えが未了の相手先に関しては、このリ

スクが継続することになります。 

③「ＮＥＣ」標章の使用許諾 

 当社は、ＮＥＣとの「ＮＥＣ」標章等使用許諾契約に基づき、「ＮＥＣ」標章を使用しております。当社が提供す

る製品・役務の品質が不十分であった場合、当社による「ＮＥＣ」標章の使用がＮＥＣの事業運営に悪影響を及ぼす

ものと認められた場合またはＮＥＣによる当社議決権の保有割合が50％以下となった場合、ＮＥＣはその契約を解除

する可能性があり、この場合、当社は多大な経営資源を投じて新しいブランドを開発・育成することになります。 
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５【経営上の重要な契約等】 

当社グループの事業遂行上、重要な契約とその内容は、次のとおりであります。 

(1)技術援助契約およびこれに類する契約 

（注）１．ＮＥＣの子会社とは、ＮＥＣが取締役選任に関する議決権の過半数を直接または間接に保有または支配する会

社をいいます。 

   ２．平成19年４月１日付で契約を更新し、契約期間を平成20年３月31日まで延長しております。 

(2)共同開発契約 

 （注）本共同開発は平成19年４月をもって終了し、当社は現在、㈱東芝との間で、45ナノメートル世代システムＬＳＩ

向けプロセス技術および量産技術（低消費電力化対応版）に関する共同開発を行っています。   

(3)合弁契約 

  

契約および相手方の名称 契約期間 契約の概要 

 ①ＮＥＣとの研究委託基本契約 

 自 平成14年11月１日 

 至 平成19年３月31日または

当社がＮＥＣの子会社で

なくなった時点（注１）

（注２） 

 ＮＥＣに対する研究の委託 

研究において生じた知的財産の帰属 

研究の成果に関する知的財産の譲受け 

 ②ＮＥＣとの知的財産に関する基本

覚書 

 自 平成14年11月１日 

 至 当社がＮＥＣの子会社で

なくなった時点（注１）

 会社分割により当社に承継された半導体事業に係

る知的財産権のクロスライセンス（子会社を含

む。） 

 ③ＮＥＣとの「ＮＥＣ」標章等使用

許諾契約 

 自 平成17年４月１日 

 至 平成19年３月31日(注２)

 「ＮＥＣ」表示および標章の商号・社標・商標に

おける使用許諾 

 ④Freescale Semiconductor, Inc.

との特許クロスライセンス契約 

 自 平成17年７月18日 

 至 平成22年７月17日  

 半導体に係る特許権のクロスライセンス（子会社

を含む。） 

 ⑤Texas Instruments Incorporated

との特許クロスライセンス契約 

 自 平成18年４月１日 

 至 平成27年12月31日  

 半導体に係る特許権のクロスライセンス（子会社

を含む。）  

契約および相手方の名称  契約期間 契約の概要 

 ㈱東芝およびソニー㈱との共同開発

契約 

 自 平成18年２月１日  

 至 平成19年９月30日また

は共同開発が完了する

日のいずれか早い方ま

で（注）  

 45ナノメートル世代システムＬＳＩ向けプロセ

ス技術および量産技術（高性能化対応版および

低消費電力化対応版）に関する共同開発 

契約および相手方の名称 契約期間 契約の概要 

 ＮＥＣ、松下電器産業㈱、パナソニ

ック モバイルコミュニケーション

ズ㈱および

Texas Instruments Incorporatedと

の合弁契約 

 自 平成18年７月27日 

 至 （終了時期の定めはあ

りません）   

 第３世代以降の携帯電話用通信プラットフォー

ムの共同開発および技術ライセンスに関する合

弁事業 
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(4)合併契約 

   ①ＮＥＣ化合物デバイス㈱の吸収合併 

 (ⅰ)合併の目的 

 当社は、光およびマイクロ波半導体の開発、製造および販売を行っていた当社全額出資子会社のＮＥＣ化合

物デバイス㈱を、当社グループ全体としての経営資源の統合と事業運営の効率化による事業拡大を図るため、

平成18年４月１日に当社に吸収合併しました。  

 (ⅱ)合併の方式 

   当社を存続会社とする吸収合併方式（簡易合併による）で、ＮＥＣ化合物デバイス㈱は解散しました。 

 (ⅲ)合併比率 

    ＮＥＣ化合物デバイス㈱は当社の完全子会社であるため、合併による新株式の発行および資本金の増加はあ

りません。 

 (ⅳ)承継資産・負債の状況 

   当社が承継した資産の額は25,604百万円、負債の額は11,774百万円であります。 

   (ⅴ)吸収合併後の存続会社となる会社の概要 

    当社の資本金・事業の内容については、「第１ 企業の概況  １ 主要な経営指標等の推移」および「第１ 

企業の概況 ３ 事業の内容」に記載のとおりであります。 

   ②ＮＥＣデバイスポート㈱の吸収合併 

   (ⅰ)合併の目的 

     当社は、主にＮＥＣグループ向けの半導体販売を行っていた当社全額出資子会社のＮＥＣデバイスポート㈱

を、当社グループ全体としての経営資源の統合と事業運営の効率化による事業拡大を図るため、平成18年11月１

日に当社に吸収合併しました。 

   (ⅱ)合併の方式 

     当社を存続会社とする吸収合併方式（簡易合併による）で、ＮＥＣデバイスポート㈱は解散しました。 

   (ⅲ)合併比率 

     ＮＥＣデバイスポート㈱は当社の完全子会社であるため、合併による新株式の発行および資本金の増加はあり

ません。 

   (ⅳ)承継資産・負債の状況 

     当社が承継した資産の額は12,737百万円、負債の額は10,751百万円であります。 

   (ⅴ)吸収合併後の存続会社となる会社の概要 

    当社の資本金・事業の内容については、「第１ 企業の概況  １ 主要な経営指標等の推移」および「第

１ 企業の概況 ３ 事業の内容」に記載のとおりであります。 

(5)その他の契約  

    当社は、平成19年２月27日、大日本印刷㈱および当社全額出資子会社であるＮＥＣファブサーブ㈱との間で、Ｎ

ＥＣファブサーブ㈱のフォトマスク製造および販売事業を大日本印刷㈱に譲渡することで合意し、平成19年６月１

日に譲渡しました。 

  

2007/06/26 17:02:01ＮＥＣエレクトロニクス株式会社/有価証券報告書/2007-03-31



６【研究開発活動】 

(1）研究開発活動の方針 

 半導体専業企業である当社は、研究開発を成功の鍵と考え、人員・費用の両面ともに重視しております。特に、

競合他社と差異化した先端システムＬＳＩを実現するための要素技術の研究開発に重点を置いております。 

 競争力のある製品を生み出すためには、要素技術が常に先行して開発されていることが必要です。要素技術開発

においては、競合他社との差異化が困難な技術と当社の強みを活かせる技術に分け、差異化が困難な技術について

は他社とのアライアンスを含めた効率的な開発を行い、当社の強みを活かせる技術の開発にリソースを集中するこ

とにより、顧客への 適なソリューションをより低コストで効果的に提供することを基本方針としております。ま

た、近年ＳｏＣ（システム・オン・チップ）においてソフトウェアの重要度が高まってきており、ソフトウェアの

効率的な開発、ハードウェアとの同時進行的な開発を進める先進的なソフトウェア開発技術への研究活動も重視し

ております。 

 また、当社の製品開発体制の特徴のひとつは、 先端技術を必要とするプロジェクトにおいて開発された技術が

他の製品または分野を超えたテクノロジードライバーとして、より競争力のある製品を生み出す源泉となっている

ことです。 

(2）研究開発活動の体制 

 当社の研究開発活動は、現在必要な、または近い将来に必要となるであろう製品設計およびシステム開発などを

それぞれの分野を管掌するビジネスユニットが担当し、デバイス・プロセス技術、新規実装技術、設計手法などの

部門横断的な共通技術については基盤技術開発本部と生産本部とが協力しながら担当するという体制で取り組んで

おります。また、基礎研究の一部には、ＮＥＣの研究部門、コンソーシアムや大学などを含む外部研究機関、設

備・材料の供給会社および同業他社との提携等も活用しております。さらに、ソフトウェアの開発、整備に関して

は、ソフトウェア推進室を設置し、ビジネスユニットおよび関連するＮＥＣの研究部門、ＮＥＣグループ内外のソ

フトウェア開発関連会社との協業を進めております。 

(3）主な研究開発の成果 

①自動車向け画像認識ＬＳＩ「ＩＭＡＰＣＡＲ」 

 当社およびＮＥＣは、トヨタ自動車㈱および㈱デンソーの協力を得て、車載向け画像認識ＬＳＩ「ＩＭＡＰＣ

ＡＲ」を開発、量産出荷を開始しました。 

 「ＩＭＡＰＣＡＲ」は、並列演算処理技術を採用することにより、１秒間に1,000億回の演算を実行できる世

界屈指の高速性能を持ち、走行中に視野に入る白線や先行車、歩行者などをリアルタイムに認識することができ

ます。このため、自動車メーカーは、「ＩＭＡＰＣＡＲ」と自動ブレーキなど衝突回避を支援するシステムとを

組み合わせることにより、予防安全システムを容易に実現できるようになります。 

 この「ＩＭＡＰＣＡＲ」は、㈱日刊工業新聞社主催の「第４回モノづくり部品大賞」を受賞しました。自動車

のより高い安全性が求められる中、「ＩＭＡＰＣＡＲ」は、自動車の安全・安心のための認知頭脳ＬＳＩへの道

を開き、プリクラッシュセーフティ（衝突被害軽減性能）の高質化につながるものとして高く評価されました。

当社は、前回のＤＶＤレコーダー用システムＬＳＩ「ＥＭＭＡ」シリーズによる「電気・電子部品賞」受賞に続

き「ＩＭＡＰＣＡＲ」での２年連続受賞となったことは、当社グループの高い技術力が評価されたことによるも

のと考えています。 

②次世代ＤＶＤ規格向けシステムＬＳＩの開発 

 当社グループは、デジタルテレビや次世代ＤＶＤプレーヤーおよびレコーダーをはじめとするデジタルコンシ

ューマ機器向け半導体事業を戦略分野と位置づけ、積極的に開発を行っています。 

 次世代ＤＶＤ規格向けシステムＬＳＩに関しましては、「ＨＤ ＤＶＤ」および「ブルーレイ・ディスク」の

両規格での記録と再生に対応した記録型ＤＶＤドライブ駆動用システムＬＳＩを世界で初めて開発、量産すると

ともに、「ＨＤ ＤＶＤ」プレーヤーおよびレコーダー向け画像処理用システムＬＳＩ「ＥＭＭＡ３」を開発、

世界で初めて販売を開始するなど、他社に先駆けた開発を行っています。今後、ブロードバンド通信の伸展や、

放送サービスの多様化などにより、データ容量の増加や高画質、高音質に対応できる製品がますます求められる

ことから、当社グループは、今後とも次世代ＤＶＤシステムを構築するために 適な製品の開発に取り組んでま

いります。 

2007/06/26 17:02:01ＮＥＣエレクトロニクス株式会社/有価証券報告書/2007-03-31



③任天堂㈱の新しい家庭用ゲーム機「Ｗｉｉ®」の画像処理用ＬＳＩへのＤＲＡＭ混載プロセス技術の採用 

 ＤＲＡＭ混載のシステムＬＳＩを実現するためには、ロジックのプロセスにＤＲＡＭのプロセスを融合するこ

とが必要となり、その製品化には高い技術が要求されます。大容量メモリと大規模ロジックを混載したシステム

ＬＳＩは、 終製品の性能を飛躍的に向上させる技術として、デジタルコンシューマ機器、通信機器など多くの

アプリケーション分野から、その実現に大きな期待が寄せられており、当社グループは、既に180ナノメートル

から90ナノメートルまでの４世代にわたり、ＣＭＯＳ基幹ロジックと組み合わせが可能なＤＲＡＭ混載技術の実

用化を成功させ、 先端といわれる90ナノメートル製品においても大規模量産を続けています。 

 今般、任天堂㈱の新しい家庭用ゲーム機「Ｗｉｉ」に当社グループのＤＲＡＭ混載プロセス技術が採用された

ことは、「Ｗｉｉ」の高度な画像処理を担うＬＳＩを実現するうえで、当社グループのＤＲＡＭ混載技術が高く

評価されたものと考えております。 

 さらに、当社グループは、業界で初めて設計ルール55ナノメートルのシステムＬＳＩに大容量のＤＲＡＭを搭

載できるようにするＤＲＡＭ混載プロセス技術を開発済みであり、平成19年度後半を目処に製品化し、量産を開

始する計画となっています。 

(注)１．Ｗｉｉは任天堂の登録商標です。 

  ２．１ナノメートルは10億分の１メートル。 

(4）研究開発の主な施策 

 微細化技術の進展や、低電力化技術、並列化技術の急速な進歩とともに、顧客のシステムＬＳＩに対する機能・

性能の要求は年々高度になり、これを実現するシステムＬＳＩはますます大規模化・複雑化しています。これらの

顧客要求を適切なコストでタイムリーに実現するためには、ハードウェア、ソフトウェア、ソリューションサービ

スを含めた技術を共通にすることでプラットフォーム化を推進することが極めて重要となってきています。当社

は、数年来、事業分野および製品分野毎に 適なプラットフォームを構築してまいりました。その結果、現在では

多くのデジタル家電製品向けや携帯電話端末向けのシステムＬＳＩ開発をプラットフォームベースで行っておりま

す。また、ＡＳＩＣ製品やマイコン製品でも、それぞれの事業特性にあったプラットフォームを構築して事業展開

を行っており、今後も継続的にプラットフォーム化を推進していきます。 

(5）研究開発費 

 当連結会計年度の研究開発費の実績は、1,318億円であり、主に製品設計、システム開発、デバイス開発、プロ

セス技術開発、実装技術開発に使用しました。 

 なお、当社グループの事業の種類別セグメントは汎用ＤＲＡＭを除く半導体事業のみであるため、事業の種類別

セグメントごとの記載は省略しております。 
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７【財政状態および経営成績の分析】 

 財政状態および経営成績の分析は、米国会計基準に準拠して作成した連結財務諸表について述べております。また、

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成19年３月31日）において当社が判断したものであります。

 当社グループは、通信機器、コンピュータおよび周辺機器、民生用電子機器、自動車および産業機器などの製品分野

にわたり、電子機器やシステムに対して、システムレベルの半導体ソリューションを統合的に提供するリーディングカ

ンパニーであります。昭和31年のＮＥＣグループにおける半導体事業開始以来、蓄積してきた業界における経験と技術

力によって、カスタム半導体から汎用半導体までの幅広いソリューションを顧客に提供しております。 

 当社は、日本の旧商法における会社分割の分社型新設分割により、平成14年11月１日にＮＥＣの100％子会社として

設立されました。ＮＥＣが作成した分割計画書に基づき、汎用ＤＲＡＭを除くＮＥＣの半導体事業および事業に関連す

る資産・負債のほぼすべてが帳簿価額で当社に移転され、その対価として当社の普通株式100,000,000株がＮＥＣに対

して発行されました。平成15年７月24日の当社の新規株式公開時には、当社は、普通株式23,500,000株を新規発行し、

ＮＥＣは、当社普通株式10,500,000株を売出しました。また、ＮＥＣは、当社の新規株式公開に関連して、当社普通株

式3,000,000株を追加で売出しました。その結果、平成19年３月31日現在、ＮＥＣは、退職給付信託に拠出している分

を含め、当社の発行済株式の70.0％を実質的に保有しております。 

(1）重要な会計方針および見積  

 米国会計基準に準拠した財務諸表の作成にあたっては、期末日における資産、負債、偶発資産および偶発債務なら

びに会計期間における収益および費用に影響を与えるような見積や仮定が必要となりますが、当社グループは、継続

的にそれらの見積や仮定を評価しております。また、過去の経験や様々な情報をもとに見積や仮定を作成しており、

これらの見積や仮定は、作成時点においては合理的であると信じておりますが、結果として、このような見積と実績

が異なる場合があります。 

 次の重要な会計方針の適用において、見積や仮定は連結財務諸表に重要な影響を与えると考えております。 

 

①貸倒引当金 

 当社グループは、受取手形および売掛金に対し貸倒引当金を計上しております。貸倒引当金は、過去の貸倒損失の

実績および回収可能性に疑義のある特定の受取手形および売掛金の評価に基づいて計上しております。入手可能な情

報に基づき貸倒引当金は充分であると考えておりますが、将来、債権先の財政状態が悪化し、支払能力が低下した場

合、追加の引当が必要となる可能性があります。 

 

②たな卸資産 

  当社グループは、滞留および陳腐化したたな卸資産を分析し、将来の需要や市場の状況に基づいて市場価値の見積

額まで評価損を計上しております。 

 将来の需要や市場の状況が悪化した場合、追加の評価減が必要となる可能性があります。 

 

③投資 

 当社グループは、販売体制、共同開発および技術提携といった施策におけるパートナーシップの強化のために、長

期保有を前提とした投資を行っております。これらの投資には市場性のある持分有価証券と時価の算定が困難な非公

開会社の持分有価証券が含まれ、それぞれ市場性ある有価証券とその他の投資に計上し、市場性ある有価証券は公正

価値により、その他の投資有価証券は取得価額で、評価しております。 

 投資の減損については、価値の下落が一時的ではないと判断した場合、下落した額を減損として認識しておりま

す。価値の下落が一時的であるかどうかを決定する際には、市場の状況、損益動向、価値の下落の程度、下落の期間

およびその他の重要な指標を評価しております。なお、平成19年３月31日現在、市場性ある有価証券に係る重要な未

実現損失はありません。また、その他の投資有価証券で減損の必要のあるものはないと認識しております。 

 将来の市況悪化あるいは投資先の業績不振等により、現在の帳簿価額に反映されていない損失または帳簿価額の回

収不能が生じた場合、減損を認識する可能性があります。 

 

④長期性資産の減損 

 ライセンス料およびその他の無形固定資産を含む使用予定の長期性資産は、その帳簿価額が回収不可能となるおそ

れを示唆する事象や状況の変化がある場合に、割引前将来キャッシュ・フローを用いて減損の有無を評価しておりま

す。割引前将来キャッシュ・フローがその資産の帳簿価額よりも低い場合は、その資産の公正価値に基づいて減損を

計上しております。 
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 売却予定の長期性資産については、帳簿価額または公正価値から売却費用を差し引いた額のいずれか低い価額で計

上しております。 

 平成19年３月31日現在、減損の必要のある長期性資産はないと考えておりますが、将来の技術動向や方針の変更に

より、減損の計上が必要となる可能性があります。 

 

⑤繰延税金資産 

 将来減算一時差異および繰越欠損金が持つ将来の課税所得を減額する効果に関して、繰延税金資産を計上しており

ます。また、実現可能性が低いと考えられるものに対して、評価引当金を計上し、繰延税金資産を減額しておりま

す。 

 評価引当金の必要性を評価するにあたっては、個々の会社毎に、過去の損益状況を始め、将来の課税所得の見積や

一時差異の解消時期等の入手可能なあらゆる情報を考慮しており、当社および国内の連結子会社について回収可能性

を見積もった結果、平成19年３月31日現在、評価引当金を955億円計上しております。 

 

⑥年金および退職金 

 当社グループは、年金数理計算に基づいて年金および退職金に関する費用および負債を計上しております。年金お

よび退職金に関する費用および負債は、将来の従業員数の変動によるものに加えて、年金数理計算において使用する

割引率、将来の昇給率、年金資産の長期期待収益率などの仮定の変更により変動します。これらの仮定は、毎年見直

しを行い、状況が変化した場合に変更します。当社グループでは、これらの仮定を変更した場合ないし仮定と実際の

結果が異なる場合には、その差異を従業員の平均残存勤務期間にわたって償却します。 

 年金資産の長期期待収益率は、当連結会計年度では前連結会計年度同様2.5％を適用しております。長期期待収益

率の適用に当たっては、現在および将来の年金資産の配分および年金資産の種類ごとの過去および将来の期待される

長期の収益を考慮して決定しております。 

 割引率については、平成19年３月31日現在において2.5％を適用しております。 

 

⑦偶発債務 

 当社グループは、いくつかの訴訟や損害賠償請求案件を抱えておりますが、現時点で合理的にその偶発損失を見積

ることが出来る場合には、見積損失を計上しております。また、現時点で合理的な見積が出来ない場合には、見積損

失は計上しておりません。  

(2）業績概況  

＜売上高＞  

 売上高は、前連結会計年度の6,460億円と比べ463億円（7.2％）増加し、6,923億円となりました。これは、主力事

業である半導体の売上高が6,597億円と、前連結会計年度と比べ406億円（6.6％）増加したことによるものでありま

す。 

製品分野別の売上高は、次のとおりであります。  

（通信機器分野）  

 通信機器分野の売上高は、前連結会計年度の1,080億円と比べ84億円（7.7％）減少し、996億円となりました。

これは、主としてＬＣＤ（液晶ディスプレー）ドライバＩＣの売上は増加したものの、携帯電話端末向けメモリの

売上が大幅に減少したことなどによるものであります。 

（コンピュータおよび周辺機器分野）  

 コンピュータおよび周辺機器分野の売上高は、前連結会計年度の1,266億円と比べ29億円（2.3％）減少し、

1,237億円となりました。これは、主としてプリンタ向け半導体や、記録型ＤＶＤ（デジタル多用途ディスク）ド

ライブ向け半導体の売上が減少したことにより、パソコン周辺機器向け半導体の売上が大きく減少したことによる

ものであります。 

（民生用電子機器分野） 

 民生用電子機器分野の売上高は、前連結会計年度の1,026億円と比べ181億円（17.7％）増加し、1,208億円とな

りました。これは、主としてゲーム機向け半導体の売上が前連結会計年度と比べ大きく増加したことによるもので

あります。 
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（自動車および産業機器分野） 

 自動車および産業機器分野の売上高は、前連結会計年度の1,038億円と比べ23億円（2.2％）増加し、1,061億円

となりました。これは、主として自動車の電子化の進展により自動車に搭載される半導体の数量が増加したことな

どに伴い、自動車向け半導体の売上が前連結会計年度と比べ増加したことによるものであります。 

（多目的・多用途ＩＣ）  

 多目的・多用途ＩＣの売上高は、前連結会計年度の694億円と比べ195億円（28.1％）増加し、890億円となりま

した。これは、主として汎用マイクロコントローラの売上が前連結会計年度と比べ大幅に増加したことによるもの

であります。  

（ディスクリート・光・マイクロ波） 

 ディスクリート・光・マイクロ波の売上高は、前連結会計年度の1,087億円と比べ119億円（10.9％）増加し、

1,206億円となりました。これは、主としてディスクリート半導体の売上が市場の回復等に伴い増加したことによ

るものであります。 

（その他）  

 その他の売上高は、カラー液晶ディスプレー・パネル、プリント配線板、および他の半導体以外の製品・サービ

スの売上から構成されております。当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度の268億円と比べ57億円

（21.4％）増加し、325億円となりました。この事業は主力事業ではなく、当社グループ全体の損益に対する影響

は殆どありません。  

＜売上原価＞  

 売上原価は、前連結会計年度の4,775億円と比べ246億円（5.2％）増加し、5,021億円となりました。生産性改善や

費用効率化などの施策を実施した結果、売上高に対する比率は、前連結会計年度の73.9％から72.5％へと低下してお

ります。 

＜研究開発費＞  

 研究開発費は、前連結会計年度の1,209億円と比べ109億円（9.0％）増加し、1,318億円となりました。これは、主

として先端技術への研究開発費が増加したことによるものであります。売上高に対する比率は、前連結会計年度の

18.7％から19.0％へと上昇しました。研究開発費には、ＮＥＣの基礎研究の成果に対する支払として、前連結会計年

度および当連結会計年度でそれぞれ63億円および56億円が含まれております。  

＜販売費および一般管理費＞  

 販売費および一般管理費は、前連結会計年度の833億円と比べ37億円（4.4％）増加し、870億円となりました。売

上高に対する比率は、前連結会計年度の12.9％から12.6％へと低下しました。 

＜法人税等＞ 

 前連結会計年度および当連結会計年度の税引前当期純利益(△損失）、法人税等および実効税率は、次のとおりで

あります。 

  

    前連結会計年度 当連結会計年度 

税引前当期純利益(△損失) △424億円 △354億円 

法人税等    

当年度分 95億円 21億円 

繰延分 466億円 30億円 

実効税率（％） － － 
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＜少数株主損益＞  

 少数株主損益は、主として中国の子会社の少数株主に帰属する損益からなり、前連結会計年度の４億円の損失に対

し当連結会計年度は６億円の利益となりました。 

＜当期純利益(△損失)＞ 

 当期純利益(△損失)は、前連結会計年度の982億円の損失に対し、当連結会計年度は415億円の損失となり、売上高

に対する比率はマイナス6.0％となりました。  

(3）所在地別セグメント業績概況  

 当社グループの所在地別に分類した外部顧客への売上高は、次のとおりであります。 

＜日本＞  

 日本における売上高は、前連結会計年度の3,529億円に比べ244億円（6.9％）増加し、3,773億円となりました。こ

れは、主としてプリンタ向け半導体やＰＤＰ（プラズマディスプレー）向けドライバＩＣなどの売上が減少したもの

の、ゲーム機向け半導体の売上が大幅に増加したことなどによるものであります。 

＜米国＞  

 米国における売上高は、前連結会計年度の769億円に比べ94億円（12.2％）減少し、675億円となりました。これ

は、主として携帯電話端末向けメモリの売上が減少したことによるものであります。 

＜欧州＞  

 欧州における売上高は、前連結会計年度の730億円に比べ159億円（21.9％）増加し、889億円となりました。これ

は、主としてＳＴＢ（セット・トップ・ボックス）向け画像処理ＬＳＩや、自動車向け半導体、汎用マイクロコント

ローラの売上が増加したことなどによるものであります。 

＜アジア＞  

 日本を除くアジアにおける売上高は、前連結会計年度の1,433億円に比べ153億円（10.7％）増加し、1,586億円と

なりました。これは、主として液晶テレビやパソコン用モニタ向けＬＣＤドライバＩＣや、汎用マイクロコントロー

ラ、ディスクリート半導体の売上が増加したことなどによるものであります。 

(4）季節変動性  

 半導体製品の主要なユーザーは、電子機器メーカー各社であります。 

 電子機器全般の需要が年末商戦に向けて増加することから、電子機器メーカーの生産量が増加する７月から12月に

かけての期間における当社グループの売上高は、１月から６月にかけての期間に比べて高い傾向にあります。  

(5）外国為替相場変動による影響 

 当連結会計年度においては、前連結会計年度と比べ、年間の為替平均レートが約５円、円安ドル高となったことに

より、米ドル建の売上を円換算した金額が増加し、収益の改善に寄与しました。当社は、為替の変動による影響を軽

減するために先物為替予約を適宜行っておりますが、当連結会計年度においては12億円の為替差損を計上しておりま

す。なお、海外子会社の資産および負債は貸借対照表日の為替相場で、収益および費用は期中の平均為替相場で換算

されております。換算による調整額は累積し、連結貸借対照表の「その他の包括損益累計額」に計上されておりま

す。詳細に関しては、連結財務諸表の注記３をご参照ください。 

(6）流動性および資金の源泉 

 当社グループは、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保すること、および健全なバランスシートを

維持することを基本方針としております。資金の源泉の安定的な確保のため、長期資金調達については、平成16年５

月27日に総額1,100億円の転換社債型新株予約権付社債（期間７年、ゼロ・クーポン）を発行いたしました。当該社

債には、ある一定期間中、株価が転換価額（平成19年３月31日現在9,860円）を110％以上上回った場合のみ株式に転

換できる転換制限条項が付帯されております。また、平成20年５月27日以降、株価が30連続取引日にわたり、転換価

額を130％以上上回った場合に当社が額面で繰上償還できる、コールオプション条項も付加されております。平成19
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年３月31日現在、長期借入金の残高は165億円、社債の残高は1,100億円となっております。一方、短期資金調達につ

いては、不測の短期資金需要への備えとして、総額200億円の短期コミットメントライン枠を有しております。 

 平成19年３月31日現在、社債、借入金、およびリース債務を含む有利子負債残高は1,360億円となっております。

また、平成19年３月31日現在、現金および現金同等物は1,854億円となっております。既述の現金および現金同等

物、短期コミットメントライン、および営業活動によるキャッシュ・フローにより、設備投資資金、借入金の返済を

含む当面の資金ニーズを十分満たすことができると考えております。また、グローバル資本市場からの資金調達を容

易にするため、日本の代表的な格付機関である格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）より格付を取得しております。平成

19年３月31日現在、当社の長期格付はBBB+(Ｒ＆Ｉ)、短期格付はa-2(Ｒ＆Ｉ)となっております。 

(7）財政状態 

＜総資産および株主資本＞  

 総資産残高は、6,959億円で、前連結会計年度末の7,453億円と比べ494億円の減少となりました。これは、主とし

て前連結会計年度において取得した生産設備等の支払などにより、現金および現金同等物が257億円減少したことな

どによるものであります。 

 株主資本は、2,651億円で、前連結会計年度末の3,083億円と比べ432億円の減少となりました。これは、主として

当期純損失を415億円計上したことによるものであります。 

＜キャッシュ・フロー＞ 

 営業活動により増加したキャッシュ(純額)は、667億円となりました。これは、主として売掛金の減少や買掛金の

増加による運転資金の改善などによるものであり、前連結会計年度の499億円と比べ168億円の増加となりました。 

 投資活動により減少したキャッシュ(純額)は、785億円となりました。これは、主として所有設備の売却による収

入が減少したことや、有形固定資産の購入による支払が増加したことなどによるものであり、前連結会計年度の547

億円と比べ238億円の増加となりました。 

 財務活動により減少したキャッシュ(純額)は、153億円となりました。これは、借入金の返済などによるものであ

り、前連結会計年度の125億円の支出と比べ27億円の増加となりました。 

(8）設備投資額  

 前連結会計年度および当連結会計年度における設備投資額は、それぞれ830億円および1,059億円であります。平成

19年度の設備投資額については、700億円を見込んでおります。当連結会計年度の設備投資額は、300ミリウエハライ

ンや後工程生産ラインの更新および増強などに充てられました。平成19年度の設備投資額についても、300ミリウエ

ハラインを含めた既存設備の更新や後工程生産ラインの更新および増強などに充当する計画であります。 

(9）オフバランス取引 

 資産効率を高めるために、特定の売上債権を遡及義務なく特別目的会社等に売却する証券化を適宜行っており、ま

た、特別目的会社等に代わり、証券化した売上債権の保全、管理および回収を行っております。この証券化に伴い前

連結会計年度に460億円の入金がありました。当連結会計年度においては、この証券化に伴う入金はありません。 

 また、陳腐化した製造設備の価値下落によるリスクの回避および収支の平準化を目的として、機械装置および備品

の一部をリース会社や特定の特別目的会社に売却し、５年以内の期間でリースバックしております。これらの取引

は、会計上オペレーティング・リースとして処理されております。前連結会計年度および当連結会計年度におけるリ

ースバックを目的とした機械装置および備品の一部の売却額は、それぞれ522億円および386億円であります。 
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第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループで当連結会計年度に実施した設備投資の金額は、1,059億円であります。その主な内容は、半導体の研

究開発設備および生産設備の拡充であります。 

 なお、当社グループの事業の種類別セグメントは汎用ＤＲＡＭを除く半導体事業のみであるため、事業の種類別セグ

メントごとの記載は省略しております。 

２【主要な設備の状況】 

 当連結会計年度末における当社グループの主要な設備は、次のとおりであります。 

 なお、当社グループの事業の種類別セグメントは汎用ＤＲＡＭを除く半導体事業のみであるため、事業の種類別セグ

メントごとの記載は省略しております。 

(1）提出会社 

 （注）１．上表のほか、建設仮勘定が合計754百万円あります。 

２．上表中、［ ］内は本社の事務所の賃借にかかる賃借料で、外数であります。 

３．上表金額には消費税等を含んでおりません。 

(2）国内子会社 

 （注）１．上表のほか、半導体生産設備をＮＥＣリース㈱他から賃借しております。 

２．上表金額には消費税等を含んでおりません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員
数
（人） 

建物および
構築物 

機械装置、
車両運搬具
および備品 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

本社、玉川事業場 

（神奈川県川崎市中原区他） 

事務所および集積回

路・個別半導体の研究

開発設備 

2,635 

[1,189] 
11,244 

－ 

(－) 
－ 13,879 4,959 

相模原事業場 

（神奈川県相模原市下九沢他） 

集積回路・個別半導体

の研究開発設備 
3,993 14,043 

－ 

(－) 
－ 18,037 1,029 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員
数
（人） 

建物および
構築物 

機械装置、
車両運搬具
および備品 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

山形日本電気㈱ 

（山形県鶴岡市他） 

集積回路・個別半導体

の生産設備 
18,875 28,417 

1,601 

(126,423) 
1,179 50,072 1,499 

関西日本電気㈱ 

（滋賀県大津市他） 

集積回路・個別半導体

の生産設備 
13,040 15,567 

4,847 

(222,177) 
456 33,910 2,290 

九州日本電気㈱ 

（熊本県熊本市） 
集積回路の生産設備 20,980 24,315 

3,583 

(160,390) 
144 49,022 2,291 
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(3）在外子会社 

 （注）上表金額には消費税等を含んでおりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループは、ＩＤＭ（Integrated Device Manufacturer：垂直統合型デバイスメーカー）としての競争力を維

持するために継続的な設備投資が不可欠であると考え、中期的には自前キャッシュ・フロー（当期純利益＋減価償却

費）の範囲内で設備投資を行うことを原則としております。その一方で、過剰な生産能力増強のリスクを軽減するた

め、常時、既存生産設備の能力向上を目指した生産性改善活動を行い、既存設備では生産ができない新製品の生産設

備を中心に、顧客の将来需要を積上げながら段階的に能力を増強しております。 

 具体的な設備の新設計画としては、平成19年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）において、300ミ

リウエハラインを含めた既存設備の更新や後工程生産ラインの更新および増強などに700億円の投資を計画しており

ます。その所要資金は主に自己資金を充当するとともに、一部の設備にはオペレーティング・リースも活用します。

 設備の除却および売却等の計画につきましては、経常的な設備更新のための除却・売却を除き、重要なものはあり

ません。 

 なお、当社グループの事業の種類別セグメントは汎用ＤＲＡＭを除く半導体事業のみであるため、事業の種類別セ

グメントごとの記載は省略しております。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員
数
（人） 

建物および
構築物 

機械装置、
車両運搬具
および備品 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

NEC Electronics America,Inc. 

（米国カリフォルニア州ローズビ

ル） 

集積回路の生産設備 218 2,190 
968 

(622,852) 
9,653 13,029 1,166 

NEC Semiconductors (Malaysia) 

Sdn.Bhd 

（マレーシア クアラランガット） 

集積回路・個別半導体

の生産設備 
1,741 6,680 

－ 

(－) 
－ 8,421 1,994 

首鋼日電電子有限公司 

（中国 北京） 

集積回路・個別半導体

の生産設備 
1,944 10,037 

－ 

(－) 
1,066 13,047 934 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」には、平成19年６月１日以降提出日までの新株予約権および新株予約権付社債の権利行使

により発行されたものは含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

①当社は、旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定ならびに会社法第236条、第238条および239条に基づく

ストックオプションとしての新株予約権を発行しております。 

          (ⅰ) 平成15年６月13日定時株主総会決議 

（注）１．当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合は、新株予約権のうち、当該株式の分割または併合の時点で

行使されていない新株予約権について、次の算式によりその目的となる株式の数を調整します。ただし、調整

の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

また、当社が合併する場合、会社分割をする場合、資本減少をする場合、その他これらの場合に準じて株式数

を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で株式数は調整されるものとします。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成19年３月31日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月27日） 

上場証券取引所名または
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 123,500,000 123,500,000 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 123,500,000 123,500,000 － － 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 3,135 同左  

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － 同左  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） (注１)      313,500 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注２)            8,990 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年10月17日～ 

平成19年10月16日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額（円） 

発行価格      8,990 

資本組入額     4,495 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注３) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには、当

社取締役会の承認を要するもの

とします。 

同左 

代用払込みに関する事項        －        － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
       －       － 
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２．当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合は、次の算式により行使時の払込金額（以下「行使価額」と

いう。）を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。 

また、当社が合併する場合、会社分割をする場合、資本減少をする場合、その他これらの場合に準じて行使価

額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で行使価額は調整されるものとします。 

３．(1)各新株予約権の一部行使はできないものとします。 

(2)当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたときは、それ以降新株予約権を行使することは 

できないものとします。 

(3)当社が他社の完全子会社となる株式交換契約書または株式移転に関する事項が株主総会で承認されたとき

は、それ以降新株予約権を行使することはできないものとします。 

(4)新株予約権者が、新株予約権の行使時まで継続して当社または当社の子会社の取締役、執行役員または従

業員の地位にあることとします。ただし、新株予約権者が権利行使期間中に懲戒解雇処分または解任以外

の事由で上述の地位を喪失した場合、喪失後１年間に限り当該権利行使期間内に新株予約権を行使するこ

とができるものとします。なお、新株予約権者が死亡によりかかる地位を喪失した場合、喪失日に応じて

上述の期間と同じ期間において相続人が相続した新株予約権を行使することを認めます。 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割または併合の比率 
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             （ⅱ) 平成18年６月27日定時株主総会決議 

（注）１．当社が当社普通株式の分割（株式の無償割当を含む。以下同じ。）または併合を行う場合は、新株予約権のう

ち、当該株式の分割または併合の時点で行使されていない新株予約権について、次の算式によりその目的とな

る株式の数を調整します。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとします。 

              調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

      また、当社が合併する場合、会社分割をする場合、資本金の額の減少をする場合、その他これらの場合に準じ

て株式数を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で株式数は調整されるものとします。 

    ２．当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合は、次の算式により行使時の払込金額（以下「行使価額」と

いう。）を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。 

  

     また、当社が合併する場合、会社分割をする場合、資本金の額の減少をする場合、その他これらの場合に準じ

て株式数を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で行使価額は調整されるものとします。 

   ３．(1)各新株予約権の一部行使はできないものとします。 

     (2)次のいずれかに該当する事由が生じた場合、新株予約権者は、新株予約権を行使できないものとします。 

      （ⅰ）当社が消滅会社となる合併契約が当社の株主総会で承認された場合 

      （ⅱ）当社が他の会社の完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画が当社の株主総会で承認された

場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会で承認された場合） 

     (3)新株予約権者が、新株予約権の行使時まで継続して当社または当社の子会社の取締役、執行役員または従業

員の地位にあることとします。ただし、新株予約権者が権利行使期間中に懲戒解雇処分または解任以外の事

由で上述の地位を喪失した場合、喪失後１年間に限り当該権利行使期間内に新株予約権を行使することがで

きるものとします。また、平成18年７月13日から平成20年７月12日までの間に新株予約権者が懲戒解雇処

分、解任または自己都合以外の事由でかかる地位を喪失した場合、平成20年７月13日から１年間に限り新株

予約権を行使することができるものとします。なお、新株予約権者が死亡によりかかる地位を喪失した場

合、喪失日に応じて上述の期間と同じ期間において相続人の１人（ただし、配偶者（事実上婚姻関係と同様

の事情にあった者を含む。）および一親等の親族に限る。）が相続した新株予約権を行使することを認めま

す。 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 750 同左  

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － 同左  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） (注１)      75,000 同左  

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注２)            3,927 同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年７月13日～ 

平成24年７月12日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額（円） 

発行価格      3,927 

資本組入額     1,964 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注３) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには、当

社取締役会の承認を要するもの

とします。 

同左 

代用払込みに関する事項             －       － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
      －       － 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割または併合の比率 
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②当社は、旧商法第341条ノ２の規定に基づき新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債）を発行してお

ります。 

          平成16年５月10日取締役会決議 

（注）１．行使請求にかかる本社債（新株予約権付社債のうち社債のみを「本社債」という。）の発行価額の発行総額

を、新株予約権の行使に際して払い込みをすべき１株当たりの額（当初9,860円。以下、「転換価額」とい

う。）で除した数。ただし、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行いません。 

また、単元未満株式が発生する場合、単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算しま

す。 

２．(1)各新株予約権の一部行使はできないものとします。 

(2)新株予約権付社債所持人は、平成22年５月26日までは、ある四半期の初日から 終日の期間（ただし、平

成22年４月１日に開始する四半期については、平成22年５月26日までの期間とします。）において、当社普

通株式の終値が、当該四半期の直前の四半期の 後の取引日（以下に定義します。）に終了する30連続取引

日のうちいずれかの20取引日において、当該 後の取引日における転換価額の110%を超える場合に限って、

新株予約権を行使することができます。平成22年５月27日以降の期間においては、新株予約権付社債所持人

は、当社普通株式の終値が少なくとも１取引日においてその時に適用のある転換価額の110%を超える場合

は、以後いつでも、新株予約権を行使することができます。ただし、本(２)記載の新株予約権の行使の条件

は、以下①ないし④の期間中は適用されません。なお、「取引日」とは、東京証券取引所が開設されている

日をいい、当社普通株式の終値が発表されない日を含みません。 

①(ⅰ)株式会社格付投資情報センターもしくはその承継格付機関（以下「Ｒ＆Ｉ」という。）による当社の

長期債務の格付がＢＢＢ-以下である期間、(ⅱ)当社の長期債務に関しＲ＆Ｉによる格付がなされなくな

った期間、(ⅲ)Ｒ＆Ｉ以外の格付機関による当社の長期債務の格付が当該格付機関による当初の格付から

３段階以上低い格付である期間、または(ⅳ)Ｒ＆Ｉまたはその他の格付機関による当社の格付が停止もし

くは撤回されている期間 

②当社が、新株予約権付社債所持人に対し、以下(ⅰ)、(ⅱ)または(ⅲ)記載の本社債の繰上償還にかかる通

知を行った後の期間 

(ⅰ)130%コールオプション条項による繰上償還 

平成20年５月27日以降、当社普通株式の終値が、30連続取引日にわたり、当該各取引日に適用のある転

換価額の130%以上であった場合、当社は、その選択により、新株予約権付社債所持人に対して、当該30

連続取引日の末日から30日以内に、償還日から30日以上60日以内の事前通知（かかる通知は取り消すこ

とができません。）を行った上で、残存する本社債の全部（一部は不可。）を本社債額面金額の100%で

償還することができます。 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年５月31日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 110,000 同左 

新株予約権の数（個） 11,000 同左  

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  (注１) 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 9,860 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年６月10日～ 

平成23年５月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額（円） 

発行価格      9,860 

資本組入額     4,930 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注２) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 なし 同左 

代用払込みに関する事項        －        － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
       －        － 
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(ⅱ)税制変更等による繰上償還 

日本国もしくは日本のその他の課税権者の法令もしくは規則の変更またはかかる法令もしくは規則の適

用もしくは公的解釈の変更により、本社債に関する支払に関し、新株予約権付社債の要項に定める追加

金の支払の義務があることを当社が受託会社に了解させ、かつ当社が利用できる合理的な手段によって

もかかる義務を回避し得ない場合、当社は、その選択により、いつでも、新株予約権付社債所持人に対

して、償還日から30日以上60日以内の事前通知（かかる通知は取り消すことができません。）を行った

上で、残存する本社債の全部（一部は不可。）を本社債額面金額の100%で繰上償還することができま

す。 

(ⅲ)当社が他の会社の完全子会社となる場合の繰上償還 

当社が株式交換または株式移転により他の会社の完全子会社となることを当社の株主総会で決議した場

合、一定の条件の下、当社は、その選択により、新株予約権付社債所持人に対して、償還日から30日以

上60日以内の事前通知（かかる通知は取り消すことができません。）を行った上で、当該株式交換また

は株式移転の効力発生の日より前に、残存する本社債の全部（一部は不可。）を本社債額面金額に対す

る以下の割合の償還金額で繰上償還することができます。 

償還日が平成16年５月28日から平成17年５月26日までの場合 106% 

償還日が平成17年５月27日から平成18年５月26日までの場合 105% 

償還日が平成18年５月27日から平成19年５月26日までの場合 104% 

償還日が平成19年５月27日から平成20年５月26日までの場合 103% 

償還日が平成20年５月27日から平成21年５月26日までの場合 102% 

償還日が平成21年５月27日から平成22年５月26日までの場合 101% 

償還日が平成22年５月27日から平成23年５月26日までの場合 100% 

③当社が存続会社とならない合併、当社の資産の全部もしくは実質上全部の譲渡、当社の会社分割（新株予

約権付社債に基づく当社の義務が分割先の会社に引受けられる場合に限ります。）または当社が他の会社

の完全子会社となる株式交換もしくは株式移転が行われる場合、その効力発生予定日の直前30日前の日よ

り当該効力発生予定日の前日までの期間 

④当社が新株予約権付社債所持人に対し、証券取引法に基づく公開買付にかかる通知を行った日から、当社

が新株予約権付社債所持人に対し、(ⅰ)当該公開買付の公開買付期間の終了にかかる通知を行った日、ま

たは(ⅱ)当該公開買付に関する申込の撤回もしくは契約の解除にかかる通知を行った日のいずれかの日の

15日後の日までの期間 
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(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．設立 

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

３．資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。 

４．旧商法第289条第２項の規定に基づき資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式1,445株は、「個人その他」に14単元および「単元未満株式の状況」に45株を含めて記載しておりま

す。 

    ２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が４単元含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成14年11月１日 

(注１) 
100,000 100,000 50,000 50,000 284,535 284,535 

平成15年７月24日 

(注２) 
23,500 123,500 35,955 85,955 57,810 342,346 

平成18年６月27日 

(注３) 
－ 123,500 － 85,955 △84,618 257,728 

平成18年８月６日 

(注４) 
－ 123,500 － 85,955 △236,239 21,489 

発行株数 23,500千株 

引受価額 3,990円 

発行価額 3,060円 

資本組入額 1,530円 

払込金総額 93,765百万円 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府および
地方公共団
体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 48 30 139 230 10 14,109 14,566 － 

所有株式数

（単元） 
－ 93,877 22,751 805,711 263,961 16 48,646 1,234,962 3,800 

所有株式数の

割合（％） 
－ 7.60 1.84 65.24 21.38 0.00 3.94 100 － 
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(6）【大株主の状況】 

  平成19年３月31日現在

氏名または名称 住  所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株
式総数に
対する所
有株式数
の割合
（％） 

日本電気株式会社  東京都港区芝五丁目７番１号  80,300 65.02 

ドイチェ バンク トラス

ト カンパニー アメリカ

ズ  

（常任代理人 株式会社

三井住友銀行 資金証券

サービス部） 

60 WALL STREET, 27TH FLOOR, MAIL STOP NYC60-

2727, NEW YORK, N.Y. 10005, U.S.A. 

（東京都千代田区丸の内一丁目３番２号） 

6,625 5.36 

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社 

（住友信託銀行再信託

分・日本電気株式会社退

職給付信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 6,200 5.02 

ペリー・ジャパン・イン

ベストメンツ・エルエル

シー 

（常任代理人 ゴールド

マン・サックス証券株式

会社） 

C/O CORPORATION SERVICES CO.2711 CENTERVILLE ROAD, 

SUITE 400, WILMINGTON, NEW CASTLE COUNTY DELAWARE 

19808 U.S.A. 

（東京都港区六本木六丁目10番１号） 

5,883 4.76 

モクスレイ・アンド・カ

ンパニー  

（常任代理人 株式会社

三菱東京UFJ銀行 決済事

業部） 

4 NEW YORK PLAZA, 13TH FLOOR, NEW YORK, N.Y. 10004, U.S.A. 

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 
3,094 2.51 

クレディ・スイス証券株

式会社 
東京都港区六本木一丁目６番１号  1,796 1.45 

アールービーシー デクシ

ア インベスター サービ

シーズ トラスト、ロンド

ン クライアント アカウ

ント  

（常任代理人 スタンダ

ード チャータード銀

行） 

71 QUEEN VICTORIA STREET, LONDON, EC4V 4DE, ENGLAND 

（東京都千代田区永田町二丁目11番１号） 
1,487 1.20 

日本マスタートラスト信

託銀行株式会社（信託

口）  

東京都港区浜松町二丁目11番３号  999 0.81 

ステート ストリート バ

ンク アンド トラスト ク

ライアント オムニバ

ス アカウント オーエム

ゼロツー   

（常任代理人 株式会社

みずほコーポレート銀行 

兜町証券決済業務室） 

100 KING STREET WEST, SUITE 3500, PO BOX 23 TORONTO, 

ONTARIO M5X 1A9 CANADA 

 （東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

952 0.77 
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 （注）１．所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 

２．平成19年３月23日付で、トレードウィンズ・グローバル・インベスターズ・エルエルシー

(Tradewinds Global Investors, LLC）から大量保有報告書に関する変更報告書の写しが当社に送付され、平

成19年３月１日現在、11,793千株（株式所有割合9.55%）の当社株券等を保有している旨の報告がありました

が、当社として当事業年度末現在における所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めて

いません。 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式400株（議決権４個）が含まれております。 

②【自己株式等】 

氏名または名称 住  所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

ゴールドマン・サックス・アンド・カンパ

ニーレギュラーアカウント 

（常任代理人 ゴールドマン・サックス証

券株式会社） 

85 BROAD STREET NEW YORK, N.Y., U.S.A. 

（東京都港区六本木六丁目10番１号） 
938 0.76 

計  － 108,277 87.66 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       1,400 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式      123,494,800 1,234,948 － 

単元未満株式 普通株式            3,800 － － 

発行済株式総数  123,500,000 － － 

総株主の議決権 － 1,234,948 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名ま
たは名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＮＥＣエレクトロ

ニクス株式会社 

神奈川県川崎市中

原区下沼部1753番

地 

1,400 － 1,400 0.00 

計 － 1,400 － 1,400 0.00 
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(8）【ストックオプション制度の内容】 

当社では、株主価値向上を意識した経営の推進をはかるとともに、当社グループの業績向上に対する意欲を一層

高めることを目的として、新株予約権を付与する方式によるストックオプション制度を採用しております。 

① 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の付与 

  平成15年６月13日定時株主総会決議 

② 会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づく新株予約権の付与 

  平成18年６月27日定時株主総会決議 

決議年月日 平成15年６月13日 

付与対象者の区分および人数（名） 

当社および当社子会社の取締役  24 

当社および当社子会社の執行役員 30 

当社および当社子会社の従業員  120 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

  決議年月日   平成18年６月27日 

付与対象者の区分および人数（名） 

当社取締役                     4 

当社執行役員           4 

当社従業員            12 

当社完全子会社取締役      10 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の出資財産価額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 
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２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得および会社

法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における保有自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式は含まれておりません。 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

 当事業年度における取得自己株式 425 1,598,160 

 当期間における取得自己株式  162 495,825 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額 
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 
－ － － － 

保有自己株式数 1,445 － 1,607 － 
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３【配当政策】 

 当社は、企業価値の 大化の観点から、新製品の研究開発、設備投資などのために内部留保を重視し、強靭な財務

体質の実現を目指しながら、利益の一部を配当してまいります。各期の配当の金額につきましては、連結および単独

の利益剰余金の状況、連結の利益の状況、翌期以降の利益見通しおよびキャッシュ・フローの状況などを考慮し決定

いたします。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配

当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。また、当社は、「取締役

会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。 

 当期の配当につきましては、連結・単独業績とも当期純損失を計上するに至ったこと、また連結・単独とも累積損

失の状況にあることから、これを見送らせていただきます。 

 次期の配当につきましては、連結業績が当期純損失を計上する見込みであることから中間・期末ともこれを見送ら

せていただく予定でありますが、できるだけ早期に配当を再開すべく、業績の改善および財政状況の改善に努めてま

いります。 

４【株価の推移】 

(1）【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

なお、平成15年７月24日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事

項はありません。 

(2）【 近６ヶ月間の月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

高（円） － 9,780 8,540 5,490 4,940 

低（円） － 5,250 4,590 3,060 2,785 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

高（円） 4,440 3,830 3,840 3,570 3,540 3,190 

低（円） 3,620 3,480 3,390 3,130 3,100 2,785 
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５【役員の状況】 

役名および職名 
氏 名 

（生年月日） 
略   歴 任期 

所有株式数
（株） 

代表取締役 

（社  長） 

中島 俊雄 

（昭和22年10月５日生） 

昭和45年４月 日本電気㈱入社 

平成11年４月 同社システムＬＳＩ事業本部第一システムＬＳＩ事業

部長 

平成13年８月 NEC Electronics Inc. 

（現NEC Electronics America,Inc.）社長 

平成14年４月 日本電気㈱ＮＥＣエレクトロンデバイス・カンパニー

執行役員 

平成14年11月 当社執行役員 

NEC Electronics America,Inc.社長 

平成15年４月 当社執行役員退任 

平成16年６月 当社取締役 

平成17年４月 当社取締役執行役員 

NEC Electronics America,Inc.社長退任 

平成17年６月 当社取締役執行役員常務 

平成17年11月 当社代表取締役社長（現任）  

（他の法人等の代表状況） 

 ㈱半導体理工学研究センター代表取締役会長（非常勤） 

(注１) 6,700 

取 締 役 

  

ティー・ダブリュー・カン 

 （昭和32年９月25日生） 

昭和54年７月 Intel Corporation入社 

昭和60年９月 インテル㈱社長室長 

昭和62年10月 同社システム本部長 

平成２年12月 Intel Corporation 退社 

Global Synergy Associates Inc.設立 同代表(現任) 

平成11年２月 Synaptics Incorporated 取締役 

平成13年２月 同取締役退任 

平成18年３月 Siport,Inc. 取締役（現任）  

平成19年６月 当社取締役（現任）  

（他の会社の代表状況） 

Global Synergy Associates Inc.代表  

(注１) － 

取 締 役 

  

髙橋 利彦 

 （昭和18年10月22日生） 

昭和42年４月 日本電気㈱入社 

平成10年７月 同社コンピュータソフトウェア事業本部長  

平成11年６月 同社取締役支配人兼コンピュータソフトウェア事業本

部長 

平成12年４月 同社執行役員常務 

平成13年10月 ＮＥＣシステムテクノロジー㈱代表取締役社長 

平成14年６月 日本電気㈱退社 

平成17年４月 同社入社 執行役員専務 

平成18年４月 同社執行役員専務兼ソフトウェア事業企画室長 

平成18年６月 ＮＥＣシステムテクノロジー㈱代表取締役社長退任 

平成19年４月 日本電気㈱顧問（現任） 

平成19年６月 当社取締役（現任） 

（注１） － 

取 締 役 

  

中村 哲也 

 （昭和33年12月25日生） 

昭和58年４月 日本電気㈱入社 

平成12年４月 同社インターネット事業戦略室マネージャー兼企画部

マネージャー 

平成14年７月 同社経営企画部グループマネージャー兼インターネッ

ト事業戦略室グループマネージャー 

平成16年４月 同社経営企画部長（現任） 

平成19年６月 当社取締役（現任） 

(注１)  － 
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役名および職名 
氏 名 

（生年月日） 
略   歴 任期 

所有株式数
（株） 

取 締 役 

（執行役員常務） 

山口 純史 

（昭和25年11月27日生） 

昭和51年12月 日本電気㈱入社 

平成14年４月 NEC Electronics Inc.(現NEC Electronics America, 

Inc.） Corporate Operations 副社長 

平成14年８月 日本電気㈱ＮＥＣエレクトロンデバイス・カンパニー

エグゼクティブエキスパート 

平成14年９月 同社ＮＥＣエレクトロンデバイス・カンパニー企画室

長 

平成14年11月 当社企画本部長 

平成15年６月 当社企画本部長兼コーポレートコミュニケーション部

長 

平成15年10月 当社執行役員兼企画本部長 

平成16年８月 当社執行役員兼企画本部長兼コーポレートコミュニケ

ーション部長 

平成17年６月 当社取締役執行役員常務（現任） 

(注１)  2,200 

取 締 役 

（執行役員常務） 

稲田 義一 

（昭和21年９月28日生） 

昭和44年４月 日本電気㈱入社 

平成10年６月 同社個別半導体事業本部半導体事業部長 

平成13年10月 同社ＮＥＣエレクトロンデバイス・カンパニー支配人 

平成14年６月 同社汎用デバイス事業本部長 

平成14年９月 同社ＮＥＣエレクトロンデバイス・カンパニー支配人

兼汎用デバイス事業本部長 

平成14年11月 当社執行役員兼営業事業本部長 

平成16年４月 当社執行役員  

平成18年４月 当社執行役員兼第五システム事業本部長 

平成18年６月 当社取締役執行役員常務（現任） 

(注１) 1,000 

取 締 役 

（執行役員常務） 

松田 善介 

（昭和24年２月11日生） 

昭和48年４月 日本電気㈱入社 

平成10年７月 同社メモリ事業本部第二メモリ事業部長 

平成13年10月 同社システムＬＳＩ事業本部システムメモリ事業部長 

平成14年４月 同社システムＬＳＩ事業本部システムメモリ開発事業

部長 

平成14年11月 当社第三開発事業本部長 

平成16年４月 当社第五システム事業本部長 

平成18年４月 当社第一システム事業本部長 

平成18年９月 当社執行役員 

平成19年５月 当社執行役員常務 

平成19年６月 当社取締役執行役員常務（現任）  

(注１)  100 

取 締 役 

（執行役員常務） 

矢野 陽一 

（昭和29年11月20日生） 

昭和55年４月 日本電気㈱入社 

平成13年７月 同社システムＬＳＩ事業本部マイクロコンピュータ事

業部統括マネージャー 

平成14年11月 当社第二開発事業本部第四システムLSI事業部長 

平成16年４月 当社第四システム事業本部副事業本部長 

平成16年11月 当社第四システム事業本部長 

平成18年９月 当社執行役員兼第四システム事業本部長 

平成19年５月 当社執行役員常務兼マイクロコンピュータ事業本部長 

平成19年６月 当社取締役執行役員常務兼マイクロコンピュータ事業

本部長（現任） 

(注１)  500 

 

2007/06/26 17:02:01ＮＥＣエレクトロニクス株式会社/有価証券報告書/2007-03-31



 （注）１．平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年以内に終了する事業年度のうち 終のものに関す

る定時株主総会終結の時 

    ２．平成16年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち 終のものに関す

る定時株主総会終結の時まで 

    ３．平成18年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち 終のものに関す

る定時株主総会終結の時まで 

    ４．平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち 終のものに関す

る定時株主総会終結の時まで 

    ５．取締役 ティー・ダブリュー・カン、髙橋利彦および中村哲也は、会社法第２条第15号に定める社外取締役

であります。 

    ６．監査役 田上紀夫、柴田保幸および池永薫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

    ７．当社は、執行役員制度を導入しており、上述の役員の他に４名の執行役員がおります。なお、提出日現在に

おける取締役兼務者以外の執行役員は次のとおりです。 

       佐藤 博、森岡国男、福間雅夫、加藤正記 

役名および職名 
氏 名 

（生年月日） 
略   歴 任期 

所有株式数
（株） 

監 査 役 

（常  勤） 

田上 紀夫 

（昭和17年９月27日生） 

昭和40年４月 日本電気㈱入社 

平成元年７月 同社海外コンピュータ事業推進本部長 

平成７年９月 同社支配人 

平成８年10月 Packard Bell NEC, Inc. 副会長 

平成12年１月 同社社長 

平成12年７月 NEC Technologies, Inc. 社長 

平成16年６月 当社監査役（常勤）（現任） 

(注２)  1,000 

監 査 役 

（常  勤） 

鈴木 啓士 

（昭和20年８月３日生） 

昭和45年４月 日本電気㈱入社 

平成６年６月 同社ＬＳＩ事業本部システムＬＳＩ推進開発本部長 

平成14年４月 同社支配人 

平成14年11月 当社執行役員兼第一開発事業本部長 

平成16年４月 当社第一開発事業本部長兼務解任 

平成16年６月 当社監査役（常勤）（現任） 

 (注２) 700 

監 査 役 

  

柴田 保幸 

（昭和６年11月29日生） 

昭和36年４月 東京地方裁判所判事補 

昭和46年４月 高裁判所調査官 

昭和51年４月 東京地方裁判所判事 

昭和55年１月 東京高等裁判所判事 

昭和57年４月 高裁判所調査官 

昭和62年４月 東京地方裁判所部総括判事 

平成２年８月 前橋家庭裁判所長 

平成４年３月 東京高等裁判所部総括判事 

平成８年４月 依願退官 

  桐蔭横浜大学法学部教授 

平成８年11月 弁護士登録 

平成12年３月 桐蔭横浜大学法学部教授退職 

平成14年11月 当社監査役(非常勤)（現任） 

(注３) － 

監 査 役 

  

池永 薫 

（昭和24年7月22日生） 

昭和48年４月 日本電気㈱入社 

平成12年12月 同社経理部経理システム統括マネージャー 

平成14年７月 同社ＮＥＣソリューションズ・カンパニー経理部長 

平成15年４月 同社ＳＩ事業推進企画本部統括マネージャー 

平成16年４月 同社経理部長 

平成19年４月 同社支配人兼財務内部統制推進部長兼経理部長（現任） 

平成19年６月 当社監査役（非常勤）(現任） 

(注４) － 

    計   10,100 
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    ８．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております（選任決議の効力は平成18年６月27日開催の定時株主総会終結の時から４年以内

に終了する事業年度のうち 終のものに関する定時株主総会開始の時まで）。補欠監査役の略歴は次のとお

りであります。 

役名および職名 
氏 名 

（生年月日） 
略   歴 

選任決議
の効力 

所有株式数
（株） 

監 査 役 

  

森田 隆之 

 （昭和35年２月５日生） 

昭和58年４月 日本電気㈱入社 

平成14年４月 同社事業開発部長 

平成18年４月 同社執行役員兼事業開発本部長（現任） 

(注８)  － 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 ①当社は、企業価値を継続的に高めていくためには、経営を効率的に遂行するとともに、経営の健全性と透明性を

確保することが重要であると認識し、コーポレート・ガバナンスの充実に向けて、経営体制の整備および諸施策

の実施に取り組んでおります。 

 ②当社は、監査役設置会社形態を採用し、監査役会により取締役の職務執行を監査する企業統治体制を構築してお

ります。事業の知識と経験を有する社内出身者を含む常勤の監査役が、関係部門等と連携をはかりつつ質の高い

情報を効果的に収集し、非常勤監査役を含めた監査役会が、その情報を様々な視点から客観的に分析することを

通じ、本体制は十分機能しており、当社のコーポレート・ガバナンスに適していると考えております。 

 ③当社は、「コーポレートガバナンス委員会」を毎月１回以上開催し、コーポレート・ガバナンス等についての課

題および重要方針について審議、立案および推進しております。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の機関の内容 

  (ⅰ) 当社の取締役会は、３名の社外取締役を含む８名の取締役で構成され、迅速で効率的な経営に努めておりま

す。なお、社外取締役３名のうち１名は経営コンサルタント、２名は当社の親会社であるＮＥＣの幹部社員

であります。 

 (ⅱ) 当社の監査役会は、３名の社外監査役を含む４名の監査役で構成されております。なお、社外監査役３名

のうち１名は、裁判官経験者であり、２名はＮＥＣの幹部社員、うち１名は経理関係の幹部社員でありま

す。 

 (ⅲ) 事業執行責任の明確化および業務執行に関する意思決定の迅速化をはかるため、執行役員制度を導入して

おります。 

② 内部統制システムの整備の状況 

 当社は、以下の内容を含む「内部統制システム」の整備に関する基本方針を定め、運用しております。 

    (ⅰ)コンプライアンス体制 

  ・当社は、当社グループにおける企業倫理の確立およびコンプライアンスの確保を目的として「ＮＥＣエレク

トロニクスグループ企業行動憲章」および「ＮＥＣエレクトロニクスグループ行動規範」を制定し、取締役

および執行役員がこれを率先垂範するとともに、法務部がその周知徹底に関する実践的活動を行い、経営監

査部がコンプライアンスの実施状況の監査等を行っております。 

  ・コンプライアンスについては、重要事項を「ＣＳＲ推進委員会」において審議・決定し、コンプライアンス

の推進体制、啓発活動等の基本的事項については、「ＮＥＣエレクトロニクスグループコンプライアンス基

本規程」に基づき徹底を図っております。また、コンプライアンス違反に関する当社グループおよびお取引

先からの通報を受け付ける内部通報窓口を社内外に設置しております。  

    (ⅱ)情報管理体制  

・当社は、職務に関する各種文書等の作成、保存および管理については、法令および「文書管理基本規程」に

基づき、適切に行っております。また、企業秘密については「秘密情報管理基本規程」により、個人情報に

ついては法令および「個人情報保護基本規程」により、それぞれ適切かつ厳重に管理を行ってまいります。 

・「情報管理・セキュリティ委員会」において、情報管理・セキュリティに関する基本的事項を審議するほ

か、「情報セキュリティ基本規程」に基づき情報セキュリティの維持・向上のための施策を継続的に実施し

ております。  

   (ⅲ)リスク管理体制  

・会社経営全般に関するリスクの分類、分類された類型毎のリスク担当執行役員および管理部門、その他リス

ク管理の基本的事項については「リスク管理基本規程」に定め、この規程に沿ったリスク管理体制の整備、

構築を進めております。各担当執行役員および管理部門は、担当リスクについて、その予防に関する方策を

立案、実行し、万一の場合の対応を予め定めることとしております。また、リスク管理の観点から特に重要

な案件については、経営会議における事前の審議を経たうえで、取締役会に付議することとしております。 

・重大なリスクが顕在化した場合、リスクの分類に応じ、「危機対策本部」または「緊急対策統括本部」を設

置し、その対応にあたることとしております。 

 (ⅳ) 職務執行の効率性確保に関する体制   

・取締役会付議案件のうち経営上の重要事項については経営会議で事前審議を行うことにより、審議の充実を

図っております。また、「執行役員の日常業務担当事項」、「稟議決裁基本規程」および「日常業務承認基

準」により権限委譲が適切になされております。 

2007/06/26 17:02:01ＮＥＣエレクトロニクス株式会社/有価証券報告書/2007-03-31



 (ⅴ) 当社グループにおける内部統制体制   

・国内子会社の事業運営に関する重要事項については、当該子会社の株主総会決議事項とし、当社においてそ

の重要度に応じた決裁を行ったうえで、株主権を行使しております。 

・「ＮＥＣエレクトロニクスグループ企業行動憲章」および「ＮＥＣエレクトロニクスグループ行動規範」に

基づき、当社主管部門が子会社の日常的な管理を行っております。また、当社グループの財務報告に係る内

部統制については、米国企業改革法に基づき、評価、維持、改善等を行っております。 

・監査役および経営監査部は、子会社の監査を行うとともに、子会社の監査役、内部監査スタフとの連携を図

っております。 

 (ⅵ) 監査役監査に関する体制    

・当社は、監査役の職務遂行を補助する専任スタフからなる監査役室を設置しております。また、監査役会

は、監査に必要な場合は、当社費用負担により、外部の専門家から適宜助言を受けることができます。  

・監査役は、取締役等から随時その職務の執行状況等の報告を、経営監査部長、法務部長、経理部長等から

は、その職務の内容に応じ定期的に報告を受けております。  

・監査役は、監査役が必要と認める重要な会議に出席することができるほか、重要な決裁書類の閲覧をはじ

め、会社の重要情報に対するアクセス権限を保障されております。  

・当社は、定期的に取締役と監査役の意見交換会を開催しております。  

(3) 内部監査、監査役監査および会計監査の状況 

  (ⅰ) 内部監査の状況 

  内部監査については、社長直属の組織である15名からなる経営監査部が、事業執行部門、スタフ部門、連結

子会社など、当社の経営組織の業務執行につき、コンプライアンス、リスク管理および内部統制の観点か

ら、業務執行部門とは独立した第三者的立場から検証・評価し、問題があれば具体的な是正・改善施策を提

言しております。 

    (ⅱ) 監査役監査の状況 

     監査役監査については、(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況②(ⅵ)監査役監査に関する

体制のもと、原則として毎月１回監査役会を開催し、監査方針等を決定するとともに、各監査役から監査状

況等の報告を受けております。各監査役は、監査役会の定めた監査方針等に従い、取締役会その他の重要な

会議への出席、取締役および従業員からの事業報告および職務執行状況の聴取、重要な決裁書類等の閲覧、

業務および財産の状況（コンプライアンス体制、内部統制システムを含む。）の調査、子会社等の調査によ

り、取締役の職務執行を監査しております。また、随時、内部監査部門や会計監査人から監査についての報

告を受けるとともに、定期的に情報交換を行うなど、相互連携をはかっております。なお、監査役監査を充

実させるため、監査役の専従スタフを６名置いております。 

    (ⅲ) 会計監査の状況 

    会計監査については、新日本監査法人を会計監査人として選任しております。当連結会計年度において当社

の会計監査を行った指定社員および業務執行社員である公認会計士は、大木一也、中山清美および石黒一裕

の三氏であり、継続監査年数は大木一也氏は３年、中山清美氏および石黒一裕氏は１年であります。また、

監査業務に係る補助者は、公認会計士および会計士補を主たる構成員とし、その他専門家を加えて構成され

ております。 
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なお、上記(2)乃至(3)の内容を模式図にすると、以下のとおりとなります。  

 
  

(4)当連結会計年度の役員報酬の内容  

 (注)１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まれていません。 

また取締役に対しストック・オプションとして付与した新株予約権８百万円を含めています。なお、監査役に

対しては役員賞与金の支給およびストック・オプションの付与を行っていません。 

２．上表支給額のほか、平成18年６月27日開催の定時株主総会決議に基づき、退任取締役１名に対し、取締役退職

慰労金として９百万円を支給しています。  

３．当期末現在の在籍人員は、取締役５名、監査役４名です。  

４．株主総会の決議による取締役の報酬等の限度額は月額20百万円です。（平成16年６月25日第２期定時株主総会

決議） 

また、当該報酬等の額に加えて、ストック・オプションとして当社普通株式９万株（上限）を対象とした新株

予約権を総数上限300個の範囲内で割り当てること、当該新株予約権の額の算定方法は、割当日における「ブラ

ック・ショールズ・オプション・プライシング・モデル」に基づき算出される新株予約権１個当たりの公正価

格に、割当日において在任する当社取締役に割り当てる新株予約権の総数を乗じて得た額とすることが承認さ

れています。（平成18年６月27日第４期定時株主総会決議）  

５．株主総会の決議による監査役の報酬等の限度額は月額10百万円です。（平成16年６月25日第２期定時株主総会

決議）  

(5) 取締役の定数 

    当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

(6) 取締役の選任および解任の決議要件 

  当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

選任・解任 

選任・解任 選任・解任 

連携 

経営会議 

（重要案件の審議等） 

連携 

監査 

株 主 総 会 

取締役会 

取締役８名 

（うち社外取締役 3 名） 
監査役会 

監査役４名 

（うち社外監査役３名） 

 

代表取締役 

 

執行役員９名（取締役兼務者含む） 

（業務の執行） 

監査 

指示 報告 

経営監査部 

選任・解任 
報告 

報告 

監査役室 

事業部門・スタフ・子会社等 

監査 

 

会計監査人 

 

報告 

緊
急
対
策
統
括
本
部

危
機
対
策
本
部 

情
報
管
理
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
委
員
会 

連携 

Ｃ
Ｓ
Ｒ
推
進
委
員
会 

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
委
員
会 

監督 

選定・解職 

区 分 人員および支給額 

取締役 ５名 117百万円  

 監査役          ４名 55百万円（うち社外２名 27百万円）  

合 計  ９名  172百万円 
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(7) 株主総会の特別決議要件 

  当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株

主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであり

ます。  

(8) 会社と社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

  当社の社外取締役ティー・ダブリュー・カン氏は、三佳産業㈱の取締役であり、同社と当社の間には、当社の業

務に関するコンサルティング・サービス契約があります。 

当社の社外取締役髙橋利彦氏および中村哲也氏、ならびに社外監査役田上紀夫氏および池永薫氏は、当社の親会社

であるＮＥＣの出身であります。 

(9) 責任限定契約の内容の概要 

  当社と社外取締役ティー・ダブリュー・カン氏、髙橋利彦氏および中村哲也氏、ならびに社外監査役柴田保幸氏

および池永薫氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締

結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第427条第１項の 低責任限度額としており

ます。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因となった職務の遂行

について善意かつ重大な過失がないときに限られます。 

(10)監査報酬の内容 

  当社および連結子会社の新日本監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業

務に基づく報酬は、当社グループ全体で、総額297百万円であります。上記の業務以外の業務に基づく報酬はあり

ません。 
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第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表および財務諸表の作成方法について 

 「当社グループ」という用語を、原則として親会社であるＮＥＣエレクトロニクス㈱と、その連結子会社を併せた

ものとして用いております。 

 当社グループの前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表は、「連結財務諸

表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）第87

条の規定により、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表は、改正後の「連

結財務諸表規則」第93条の規定により、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（以下「米国会計

基準」という。）に準拠して作成しております。 

 当社グループの連結財務諸表は、各連結会社がその所在する各国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して作成した個別財務諸表を基礎として、米国会計基準に合致するよう必要な修正を加えて作成しており

ます。 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 また、当社は平成18年４月１日を合併期日として、ＮＥＣ化合物デバイス㈱を吸収合併しました。従って、ＮＥＣ

化合物デバイス㈱の 終事業年度である第５期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表

を記載しております。 

２．監査証明について 

 当社グループは、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで）および当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）および当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 
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１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
平成17年度 

（平成18年３月31日） 
平成18年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

資産の部           

Ⅰ 流動資産           

現金および現金同等物   211,060   185,372   

受取手形および売掛金           

関連当事者 13 13,604   11,793   

その他 15 100,975   88,313   

貸倒引当金   △729   △563   

関連当事者に対する貸付金 13 228   1   

たな卸資産 ５ 72,525   82,573   

繰延税金資産 ９ 6,178   6,795   

前払費用およびその他の流動資産   9,529   7,330   

流動資産合計   413,370 55.5 381,614 54.8 

Ⅱ 投資 ４,８         

市場性ある有価証券   13,901   5,997   

その他の投資           

 持分法適用会社   －   746   

 その他   1,696   411   

投資合計   15,597 2.1 7,154 1.0 

Ⅲ 有形固定資産 ７,18         

土地   17,365   16,849   

建物および構築物   243,976   244,852   

機械装置および備品   954,969   965,005   

建設仮勘定   19,189   15,421   

    1,235,499   1,242,127   

減価償却累計額   △933,374   △949,304   

有形固定資産合計   302,125 40.5 292,823 42.1 

Ⅳ その他の資産           

繰延税金資産 ８,９ 1,739   3,892   

ライセンス料および 
その他の無形固定資産 

６ 11,596   9,357   

その他 ８ 854   1,046   

その他の資産合計   14,189 1.9 14,295 2.1 

資産合計   745,281 100.0 695,886 100.0 
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平成17年度 

（平成18年３月31日） 
平成18年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

負債の部           

Ⅰ 流動負債           

短期借入金 ７ 7,201   3,609   

一年以内に返済期限の 
到来する長期借入金 

７,14 6,471   15,914   

一年以内に返済期限の 
到来する関連当事者に対する 
キャピタル・リース債務 

13,18 1,402   1,080   

支払手形および買掛金           

関連当事者 13 27,705   31,198   

その他   95,234   101,269   

未払金および未払費用           

関連当事者 13 4,201   4,649   

その他  19  53,839   53,651   

未払法人税等   3,770   2,792   

その他の流動負債   11,071   8,798   

流動負債合計   210,894 28.3 222,960 32.0 

Ⅱ 固定負債           

社債および長期借入金 ７,14 127,185   110,634   

関連当事者に対する 
キャピタル・リース債務 

13,18 6,050   4,793   

未払退職および年金費用 ８ 75,761   71,535   

繰延税金負債  ９ 9,559   10,847   

その他の固定負債   3,459   5,214   

固定負債合計   222,014 29.8 203,023 29.2 

  連結子会社における少数株主持分   4,122 0.5 4,835 0.7 

  契約債務および偶発債務 19         

           

資本の部 10         

Ⅰ 資本金   85,955 11.6 85,955 12.3 

授権株式数  400,000,000株 
発行済株式数 123,500,000株 

          

Ⅱ 資本剰余金   281,014 37.7 281,039 40.4 

Ⅲ 利益剰余金   △57,369 △7.7 △98,901 △14.2 

Ⅳ その他の包括損益累計額 ８  △1,342 △0.2 △3,017 △0.4 

Ⅴ 自己株式（取得原価） 

平成17年度       1,020株 
平成18年度      1,445株 

  

△7 △0.0 △8 △0.0 

資本合計   308,251 41.4 265,068 38.1 

負債、少数株主持分および 
資本合計 

  745,281 100.0 695,886 100.0 
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②【連結損益計算書】 

   
平成17年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

平成18年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円) 
対売上
高比
（％） 

金額(百万円) 
対売上
高比
（％） 

Ⅰ 売上高およびその他の収益   

売上高 645,963 100.0 692,280 100.0 

有形固定資産売却益およびその他 1,917 0.3 2,548 0.4 

受取利息および受取配当金 1,078 0.2 1,929 0.3 

有価証券売却益 ４,８ 1,365 0.2 6,436 0.9 

  650,323 100.7 703,193 101.6 

Ⅱ 売上原価および費用   

売上原価 477,476 73.9 502,086 72.5 

研究開発費 120,874 18.7 131,751 19.0 

販売費および一般管理費 16 83,302 12.9 87,000 12.6 

事業構造改革費用 17 1,683 0.3 4,192 0.6 

訴訟・和解関連費用 19 3,413 0.5 1,435 0.2 

有形固定資産売却・除却損 
およびその他 

4,132 0.7 9,229 1.3 

支払利息 874 0.1 698 0.1 

為替差損(純額) 519 0.1 1,197 0.2 

有価証券に係る損失 ４ 436 0.1 980 0.2 

  692,709 107.3 738,568 106.7 

Ⅲ 税引前当期純利益(△損失) △42,386 △6.6 △35,375 △5.1 

Ⅳ 法人税等 ９ 56,166 8.7 5,105 0.7 

Ⅴ 少数株主損益および持分法による    
投資損益前当期純利益(△損失) 

△98,552 △15.3 △40,480 △5.8 

Ⅵ 少数株主損益(控除) △354 △0.1 552 0.1 

Ⅶ 持分法による投資損益前当期純利益   
(△損失) 

△98,198 △15.2 △41,032 △5.9 

Ⅷ 持分法による投資損益 ４ － － △468 △0.1 

Ⅸ 当期純利益(△損失) △98,198 △15.2 △41,500 △6.0 

１株当たり情報 
  
基本的１株当たり当期純利益(△損失) 

  
12 

  
  

△795.13円   

  
  

△336.04円   

希薄化後１株当たり当期純利益(△損失) 12 △795.13円   △336.04円   
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③【連結資本勘定計算書】 

平成17年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

平成18年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
資本金 

資本  

剰余金 

利益  

剰余金 

その他の 

包括損益 

累計額 

自己株式 合計 

    (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

期首残高   85,955 276,693 40,829 △9,608 △6 393,863 

資本への出資 13   6,092       6,092 

共通支配下の取引 13    △1,974       △1,974 

ストックオプションに係る報酬費用 11    203       203 

包括損益              

 当期純利益(△損失)       △98,198     △98,198 

 その他の包括損益 10            

  外貨換算調整額         4,757   4,757 

  小年金負債調整額(税効果調整後) ８       1,243   1,243 

  有価証券未実現損益(税効果調整後) ４,８       2,304   2,304 

  デリバティブ未実現損益 

  (税効果調整後) 14       △38   △38 

 包括損益 合計             △89,932 

自己株式の取得（取得原価）           △1 △1 

期末残高   85,955 281,014 △57,369 △1,342 △7 308,251 

区分 
注記 

番号 
資本金 

資本  

剰余金 

利益  

剰余金 

その他の 

包括損益 

累計額 

自己株式 合計 

    (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

期首残高   85,955 281,014 △57,369 △1,342 △7 308,251 

ストックオプションに係る報酬費用 11   25       25 

包括損益              

 当期純利益(△損失)       △41,500     △41,500 

 その他の包括損益 10            

  外貨換算調整額         2,789   2,789 

  小年金負債調整額(税効果調整後) ８       △878   △878 

  有価証券未実現損益(税効果調整後) ４,８       △3,336   △3,336 

  デリバティブ未実現損益 

  (税効果調整後) 14       12   12 

 包括損益 合計             △42,913 

基準書第158号の適用による調整 

(税効果調整後) ８,10       △262   △262 

海外子会社の決算期変更による影響額  ３     △32     △32 

自己株式の取得（取得原価）           △1 △1 

期末残高   85,955 281,039 △98,901 △3,017 △8 265,068 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
平成17年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

平成18年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

当期純利益(△損失) △98,198 △41,500 

営業活動により増加した 
キャッシュ(純額)への調整 

減価償却費等 89,342 82,960 

繰延税金 46,637 2,998 

有形固定資産に係る損失(純額) 2,817 5,983 

市場性ある有価証券実現損益 178 △6,383 

退職および年金費用(支払額控除後) 1,072 △1,115 

持分法による投資損益 － 468 

少数株主損益 △354 552 

受取手形および売掛金(△増加)減少額 △7,928 15,985 

たな卸資産増加額 △3,062 △9,333 

支払手形および買掛金増加額 5,675 16,171 

その他の流動負債増加(△減少)額 6,605 △4,239 

その他(純額) 7,106 4,184 

営業活動により増加したキャッシュ(純額) 49,890 66,731 

  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産売却による入金額 56,474 39,803 

有形固定資産増加額 △106,642 △121,126 

市場性ある有価証券の売却による入金額 395 3,660 

市場性ある有価証券の購入額 △816 － 

関係会社への投資額 － △1,400 

関連当事者に対する貸付金(△増加) 
減少額 

△223 242 

その他の投資有価証券増加額 △1,021 － 

その他(純額) △2,840 324 

投資活動により減少したキャッシュ(純額) △54,673 △78,497 
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 補足情報 

  
平成17年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

平成18年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

社債および長期借入金による調達額 2,335 － 

長期借入金返済額 △10,581 △7,191 

短期借入金増加(△減少)額(純額) 124 △4,018 

関連当事者に対するキャピタル・リース 
債務返済額 

△1,198 △1,865 

配当金支払額 △1,235 － 

共通支配下の取引 △1,974 － 

無形固定資産購入契約による支払額 － △2,196 

その他(純額) △1 △3 

財務活動により減少したキャッシュ(純額) △12,530 △15,273 

Ⅳ 為替相場変動の現金および        
現金同等物への影響額 

2,682 1,595 

Ⅴ 現金および現金同等物純減少額 △14,631 △25,444 

Ⅵ 海外子会社の決算期変更による 
現金および現金同等物の減少 

－ △244 

Ⅶ 現金および現金同等物期首残高 225,691 211,060 

Ⅷ 現金および現金同等物期末残高 211,060 185,372 

年間支払額     

利息 927 706 

法人税等 8,217 33 

キャッシュ・フローを伴わない投資および 
財務取引 

資本への出資 6,092 － 

キャピタル・リースによる資産の取得  3,337 220 

購入契約による無形固定資産の取得  5,243 721 
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連結財務諸表に対する注記 

１ 会計処理の原則および手続ならびに連結財務諸表の表示方法 

 この連結財務諸表は、米国における会計処理の原則および手続きならびに用語、様式および作成方法（会計調

査公報、会計原則審議会意見書および財務会計基準審議会基準書等）および会計慣行に従っております。 

 当社グループは、1934年米国証券取引所法施行規則12g３-２(b）に基づく申請を米国証券取引委員会に対し行

っており、毎期継続して米国会計基準に準拠した連結財務諸表およびその他の開示書類を米国証券取引委員会に

提出することとしております。 

 当社グループが採用する会計処理の原則および手続ならびに連結財務諸表の表示方法のうち、わが国における

会計処理の原則および手続ならびに表示方法と異なるもので、主要なものは次のとおりであります。 

(1）損益計算書の様式 

 連結損益計算書の様式は、単純計算方式（総収益から総原価および費用を控除して損益を示す様式）によっ

ております。 

(2）リース会計 

 契約内容が一定の条件に該当するリース取引については、米国財務会計基準審議会基準書（以下「基準書」

という。）第13号「リースの会計処理」に従った会計処理を適用しております。 

(3）未払退職および年金費用 

 未払退職および年金費用の計上に際し、基準書第87号「事業主の年金会計」に従い、累積給付債務に基づく

小年金負債調整額を計上しております。また、平成19年３月31日に基準書第158号「確定給付型年金および

他の退職給付制度に関する事業主の会計処理－財務会計基準書第87号、88号、106号および132号（改訂）の改

訂」の認識および開示に関する規定を適用しております。 

(4）少数株主持分の会計処理区分 

 当社グループは少数株主持分については、負債の部と資本の部の中間に独立の項目として表示しておりま

す。 

(5）持分法による投資損益の会計処理区分 

 当社グループは持分法による投資損益については、「持分法投資損益前当期純利益(△損失)」の後に区分し

て表示しております。 

２ 背景および作成基準 

 ＮＥＣエレクトロニクス㈱は、日本の旧商法における会社分割の分社型新設分割により、平成14年11月１日に

日本電気㈱（以下「ＮＥＣ」という。）の100％子会社として設立されました。ＮＥＣが作成した分割計画書に

基づき、汎用ＤＲＡＭ事業を除くＮＥＣの半導体事業および事業に関連する資産・負債のほぼすべてが、帳簿価

額でＮＥＣエレクトロニクス㈱に移転され、その対価としてＮＥＣエレクトロニクス㈱の普通株式100,000,000

株がＮＥＣに対して発行されました。ＮＥＣエレクトロニクス㈱は、平成14年11月１日をもってＮＥＣから移転

予定のほとんどの資産を法の規定に基づき取得しました。一部の資産、具体的には日電電子（中国）有限公司

（以前の名称は北京華虹ＮＥＣ集成電路設計有限公司）および首鋼日電電子有限公司への投資の移転について

は、中国政府からの承認および登録が必要でしたが、これらの移転は平成15年度に完了しました。当連結財務諸

表は、これらの中国子会社への投資も含め移転予定の資産が会社分割前にすべて計画どおり移転したという前提

に基づいて作成されております。ＮＥＣエレクトロニクス㈱に移転された事業は、これまでＮＥＣが、ＮＥＣの

事業の一つとして多数の事業部と子会社を通じて行ってきたものであります。 

 当社グループは、通信機器、コンピュータおよび周辺機器、民生用電子機器、自動車および産業機器などの製

品分野に渡り、電子機器やシステムに対して、システムレベルの半導体ソリューションを統合的に提供するリー

ディングカンパニーのひとつであります。 
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３ 主要な会計方針 

(1）見積の使用 

 米国会計基準に準拠した財務諸表の作成では、期末日における資産、負債、偶発資産および偶発債務ならび

に会計期間における収益および費用に影響を与えるような見積や仮定を必要としております。結果として、こ

のような見積と実績が異なる場合があります。 

(2）連結の方針および範囲 

 連結財務諸表は当社グループと当社グループが実質的に支配している全ての事業体を含んでおります。連結

会社間の重要な取引ならびに勘定残高は、全て消去されております。海外子会社のうち一社は、決算期を12月

末として財務報告を行っているため、その子会社に係る経営成績および財政状態の認識については３ヶ月間の

差異があります。なお、１月以降３月までの期間に重要な取引はありません。 

 当社グループは、平成18年度において、一部の海外子会社の決算期を、親会社の決算期と統一するために12

月末から３月末に変更しております。決算期変更会社の12ヶ月を超える期間損益は利益剰余金に直入していま

す。 

(3）現金同等物 

 現金同等物は取得時に満期日が３ヶ月以内に到来する流動性の高いすべての投資であります。 

(4）外貨換算 

 外貨建取引は取引日の為替相場によって換算しております。外貨建の資産および負債は、貸借対照表日の為

替相場によって換算しております。換算差額は損益として認識しております。 

 海外子会社の資産および負債は決算日の為替相場によって円貨に換算し、収益および費用は期中の平均為替

相場によって換算しております。その結果発生した外貨換算調整額は累積し、資本の部のその他の包括損益累

計額に含めております。 

(5）貸倒引当金 

 貸倒引当金は、過去の貸倒損失の実績および回収可能性に疑義がある受取手形および売掛金の個別評価に基

づいて計上しております。 

(6）投資 

 当社グループは、市場性ある持分有価証券を売却可能有価証券に分類し、公正価値による評価を行い、税効

果調整後の未実現損益をその他の包括損益累計額に含めて表示しております。当社グループは、市場性ある有

価証券に係る価値の下落が一時的ではないと判断した場合、下落した額を減損として認識しております。価値

の下落が一時的であるかどうかを決定する際には、市場の状況、損益動向およびその他の重要な指標を評価し

ております。市場性ある有価証券の売却損益は、売却時に保有する当該銘柄の平均原価をもとに計算しており

ます。 

 関連会社（当社グループが重要な影響力を行使しうる会社、コーポレート・ジョイント・ベンチャー）に対

する投資は持分法により会計処理しております。 

 その他の投資有価証券は取得価額で計上しております。当社グループは、定期的にその減損の兆候を調査

し、帳簿価額が公正価値を下回った場合、その下落が一時的であるかどうかを判定いたします。判定には下落

している期間、下落の程度、投資先の財政状態、将来の予測、当社グループが保有する意思と能力など、様々

な要素から検討しております。当社グループは、その下落が一時的ではないと判断した場合、帳簿価額と公正

価値の差額を減損として認識しております。 

(7）たな卸資産 

 たな卸資産は、主として先入先出法に基づき、取得原価あるいは時価のいずれか低い価額で計上しておりま

す。 

 滞留および陳腐化したたな卸資産を含む全てのたな卸資産を分析し、将来の需要や市場の状況に基づいて市

場価値の見積額まで評価減を行っております。 
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(8）有形固定資産および減価償却 

 有形固定資産は取得原価で計上しております。減価償却の方法は主として定率法を採用しております。償却

率は各資産ごとの見積耐用年数に基づいており、見積耐用年数は建物および構築物が主に15年から45年、ま

た、機械装置および備品は主に４年から８年となっております。小規模の更新および改良を含む修繕費は発生

時の費用としております。 

 一定の条件に合致するリース資産は、固定資産として計上し、リース期間にわたって定率法により償却して

おります。 

(9）ライセンス料およびその他の無形固定資産 

 ライセンス料およびその他の無形固定資産は、定額法により見積耐用年数にわたって償却しております。 

(10）長期性資産の減損 

 ライセンス料およびその他の無形固定資産を含む使用予定の長期性資産については、その帳簿価額が回収不

能となるおそれを示唆する事象や状況の変化がある場合に、割引前将来キャッシュ・フローを用いて減損の有

無を評価しております。割引前将来キャッシュ・フローがその資産の帳簿価額よりも低い場合は、その資産の

公正価値に基づいて減損を計上しております。 

 売却予定の長期性資産については、帳簿価額または公正価値から売却費用を差し引いた額のいずれか低い価

額で計上しております。 

(11）法人税等の期間配分 

 繰延税金資産および負債は、資産および負債に関する財務会計上と税務上の一時的差異の将来における税効

果について認識しております。これらの資産・負債の計算には、一時的差異が解消されると見込まれる年度の

実効税率を適用しております。また、繰越欠損金の将来において見込まれる税効果についても繰延税金資産を

認識しております。繰延税金資産が将来実現しない可能性が高い場合には、評価引当金を計上して、実現可能

価額までこれを減額しております。 

(12）株式に基づく報酬制度 

 株式に基づく報酬制度は、基準書第123号「株式に基づく報酬の会計」に規定する公正価値に基づく方法に

従って会計処理しております。平成18年４月１日以降、基準書第123号（改訂）「株式に基づく報酬の会計」

（以下「基準書第123号（改訂）」という。）を修正プロスペクティブ法を用いて適用しております。当社グ

ループは、株式に基づく報酬制度を従来から公正価値に基づく方法に従って会計処理しているため、基準書第

123号（改訂）が当社グループの財政状態および経営成績に与える重要な影響はありません。 

(13）１株当たり当期純利益 

 基本的１株当たり当期純利益は、当期純利益を期中の加重平均発行済株式数で除して計算しております。希

薄化後１株当たり当期純利益は、逆希薄化の効果が生じる場合を除き、新株予約権もしくは転換請求権および

これらに準ずる権利の行使により、普通株式が発行されることになった場合に生じる希薄化を考慮して計算し

ております。 

(14）収益の認識 

 当社グループは、以下の要件に基づいて、収益を認識しております。契約条件に関する確証が存在している

こと、物品の引渡しまたは役務の提供がなされていること、販売価格が決まっているまたは決定可能であるこ

と、および代金の回収が合理的に保証されていること。 

 製品の販売による収益は、製品の所有権が顧客に移転し、所有によるリスクと便益が実質的に顧客に移転し

た時点において認識しております。収益認識時点は、通常、顧客への引渡時または顧客の受領時になります。

 販売特約店に対して支払う報奨金は、販売特約店の購入金額に基づいており、そのもととなる個々の売上取

引に基づき収益の減額として認識しております。 
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(15）デリバティブ取引 

 すべてのデリバティブは、デリバティブを保有する目的や意図に関係なく、公正価値により連結財務諸表に

計上しております。デリバティブの公正価値の変動は、デリバティブがヘッジ会計の要件を満たすか否かによ

って、また、満たす場合には公正価値ヘッジかキャッシュ・フローヘッジかによって、損益に計上するか、ま

たはその他の包括損益の構成要素として資本の部に計上しております。公正価値ヘッジとして認識されたデリ

バティブの公正価値の変動は、ヘッジリスクに関連するヘッジ対象の公正価値の変動部分とともに損益に計上

しております。キャッシュ・フローヘッジとして認識されたデリバティブの公正価値の変動は、ヘッジとして

有効である範囲で、その他の包括損益（税効果調整後）に計上しております。その他の包括損益に計上された

額は、ヘッジ対象取引が損益に影響を与える時、またはヘッジ対象取引が発生しそうになくなった時に、損益

に振り替えられます。ヘッジの要件を満たさないデリバティブの公正価値の変動は損益に計上しております。

(16）債権の証券化 

 当社グループは、特定の売上債権を遡及義務なしで特別目的会社等に売却する証券化を行っております。 

 証券化取引において当社グループは売却した売上債権に対して劣後する権利を留保する場合があります。債

権の証券化取引においては、売上債権の帳簿価額を譲渡日の公正価値に基づいて留保部分と売却部分に配分し

ております。債権の売却損益は、売却部分に配分された帳簿価額に基づいて算定しております。留保部分は、

当初は、配分された帳簿価額によって計上し、定期的に減損の有無を検討しております。当社グループは、通

常、貸倒率および関連するリスクに応じた割引率に関する仮定に基づく将来の予測キャッシュ・フローの割引

現在価値によって公正価値を見積もっております。 

(17）資産の除却債務 

 資産の除却債務は、長期性資産の除却に係る法的債務であり、合理的な見積が可能となった時点において公

正価値で負債として認識するとともに、除却費用を関連資産の一部として資産計上しております。資産除却費

用は、関連資産の見積耐用年数にわたって償却しております。 資産の除却債務は、当初の認識後、時の経過

や割引前将来キャッシュ・フローの見積時期または金額の変更に伴い見直しております。 

(18）組替え再表示 

 平成17年度連結財務諸表の一部の金額について、平成18年度の表示に合わせて組替え再表示しております。

(19）新会計基準 

 平成18年６月、米国財務会計基準審議会は、基準書第109号「法人所得税の会計処理」の解釈指針第48号

「法人税における不確実性に関する会計処理」（以下「同解釈指針」という。）を発行しました。同解釈指針

は、連結財務諸表に認識される法人税等の不確実性についての会計処理を明確にしております。同解釈指針は

タックス・ポジションの認識および測定に関する基準を明確にしております。また、同解釈指針は、認識の中

止、計上区分、利息とペナルティー、中間連結会計期間における会計処理、開示および移行手続についての指

針を提供しております。同解釈指針は、平成18年12月16日以降に開始する連結会計年度から適用となります。

当社グループにおいては、平成19年４月１日から開始する連結会計年度より同解釈指針が適用になります。当

社グループは、同解釈指針を適用した場合の当社グループの財政状態および経営成績に与える影響について現

在検討中であります。 

 平成18年９月、米国財務会計基準審議会は、基準書第157号「公正価値の測定」（以下「基準書第157号」と

いう。）を発行しました。基準書第157号は、公正価値を定義し、公正価値を測定するための枠組みを確立す

るとともに、公正価値の測定に関する開示を拡大しております。基準書第157号は、平成19年11月15日より後

に開始する連結会計年度より適用され、当社グループにおいては平成20年４月１日から開始する連結会計年度

より適用になります。当社グループは、基準書第157号を適用した場合の当社グループの財政状態および経営

成績に与える影響について現在検討中であります。 

  平成18年９月、米国財務会計基準審議会は、基準書第158号「確定給付型年金および他の退職給付制度に関

する事業主の会計処理－基準書第87号、88号、106号および132号（改訂）の改訂」（以下「基準書第158号」

という。）を発行しました。基準書第158号は、年金制度の事業主が確定給付型年金および他の退職給付制度

の積立状況を連結貸借対照表に認識し、年金資産の公正価値および予測給付債務を連結会計年度末日現在で測

定することを要求しております。また、基準書第158号は、財務諸表の注記における追加の開示を要求してお

ります。当社グループにおいては、平成19年３月31日に基準書第158号を適用いたしました。当社グループに
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おいては、大部分の制度についてその測定日をすでに３月31日としているため、測定日の変更に関する基準書

第158号の規定は影響ありません。基準書第158号の適用による当社グループの連結財務諸表への影響の詳細に

ついては注８に記載しております。 

 平成19年２月に、米国財務会計基準審議会は、基準書第159号「金融資産および金融負債に関する公正価値

の選択－基準書第115号の改訂を含む」（以下「基準書第159号」という。）を発行しました。基準書第159号

は、特定指定日において特定の項目について公正価値による測定を選択できることを規定しており、公正価値

による測定を選択した項目に関する未実現損益は損益に計上されることとなります。基準書第159号は、平成

19年11月15日より後に開始する連結会計年度より適用され、当社グループにおいては平成20年４月１日から開

始する連結会計年度より適用になります。当社グループは、基準書第159号を適用した場合の当社グループの

財政状態および経営成績に与える影響について現在検討中であります。 
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４ 投資 

 平成18年および平成19年３月31日現在の売却可能な市場性ある持分有価証券の要約は、次のとおりであります。 

    平成17年度     平成18年度   

取得価額   4,231百万円    1,933百万円  

時価   13,901     5,997   

未実現利益総額   9,670     4,064   

未実現損失総額   －     －   

 平成17年度および平成18年度の売却可能有価証券の売却額は、それぞれ395百万円および8,681万円であります。

平成17年度および平成18年度の売却可能有価証券にかかる実現利益の総額は、それぞれ54百万円および6,383百万円

であり、平成17年度の実現損失の総額は減損を含み232百万円であります。 

 その他の投資に含まれる投資持分証券は、非公開会社への投資であり、その帳簿価額は、平成18年および平成19

年３月31日現在、それぞれ1,277百万円および261百万円であります。平成18年および平成19年３月31日現在におい

て、上記投資額については、投資の公正価値に著しく不利な影響を及ぼす事象や状況の変化がみられないため、減

損の評価を行っておりません。平成17年度および平成18年度における、その他の投資に含まれる投資持分証券の一

時的でない公正価値の下落により減損を認識した金額は、それぞれ221百円および994百万円であります。 

  持分法適用会社（および当社グループの持分比率）は、平成19年３月31日現在、アドコアテック㈱（11.7％）の

１社であり、コーポレート・ジョイント・ベンチャーであることから持分法を適用しております。 

  

５ たな卸資産 

 平成18年および平成19年３月31日現在のたな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

    平成17年度     平成18年度   

製品   18,406百万円    22,750百万円  

仕掛品および自製半製品   36,472     40,916   

原材料および購入半製品   17,647     18,907   

合計   72,525     82,573   
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６ ライセンス料およびその他の無形固定資産 

 平成18年度に取得した無形固定資産は2,121百万円で、これらは償却対象であり、主なものはライセンス料1,737  

 百万円であります。ライセンス料の加重平均償却年数は５年であります。 

 平成18年および平成19年３月31日現在のライセンス料およびその他の無形固定資産は、次のとおりであります。 

    平成17年度     平成18年度   

ライセンス料           

取得価額   13,732百万円    14,935百万円  

償却累計額   △4,443     △7,773   

その他の無形固定資産             

取得価額   6,602     4,965   

償却累計額   △4,295     △2,770   

合計             

取得価額   20,334     19,900   

償却累計額   △8,738     △10,543   
      

 平成17年度および平成18年度の償却費用の総計は、それぞれ5,560百万円および4,352百万円であります。平成19

年３月31日現在の今後５年間の見積償却費用は、次のとおりであります。 

       年度             

 平成19年度         4,117百万円  

 平成20年度         2,286   

 平成21年度         1,205   

 平成22年度         576   

 平成23年度         306   

 平成18年および平成19年３月31日現在において有効期間のない無形固定資産で重要なものはありません。 
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７ 短期借入金および長期負債 

  平成18年および平成19年３月31日現在の短期借入金は、次のとおりであります。 

  

    平成17年度     平成18年度   

短期借入金（無担保）             

主として銀行借入（当座借越を含む。）   7,201百万円     3,609百万円   

平成17年度 平均年利率2.43％           

平成18年度 平均年利率2.51％           

 平成19年３月31日現在の未使用部分に対して0.15％の金融機関への手数料が発生する短期融資与信枠の未使用額

は、総額20,000百万円であり、毎年更新されます。また、金融機関への手数料を伴わない短期融資与信枠の未使用

額は14,208百万円であり、期間は通常１年以内であります。 

  

 平成18年および平成19年３月31日現在の長期負債は、次のとおりであります。 

 

    平成17年度     平成18年度   

長期借入金（主として銀行および保険会社借入）            

平成17年度 返済期限 平成18年～平成20年            

      年利率   0.72％～5.00％            

平成18年度 返済期限 平成19年～平成20年            

      年利率   0.85％～5.00％            

担保付   221百万円    41百万円  

無担保   23,435     16,507   

ゼロ・クーポン無担保転換社債型新株予約権付社債 

(償還期限 平成23年、現在の転換価額              

 １株当たり 9,860円、期限前償還可能) 

  110,000     110,000   

    133,656     126,548   

控除－一年以内に返済期限の到来する金額   △6,471     △15,914   

    127,185     110,634   

             

 転換社債型新株予約権付社債が転換可能かどうかは、市場価格に基づいて決定されます。転換価額は、株式の分

割や併合が行われた場合、新株が時価を下回る価格で発行された場合等には調整されます。また、平成20年５月27

日以降、株価が30連続取引日にわたり、転換価額の130％以上となった場合に当社が額面で繰上償還できる、コール

オプション条項も付加されております。 

 平成19年３月31日現在、長期借入金(無担保）のうち15,000百万円は、純資産が150,000百万円を下回る場合、連

結キャッシュ・フロー計算書上の営業活動によるキャッシュ・フローが２半期連続してマイナスになる場合、ＮＥ

ＣのＮＥＣエレクトロニクス㈱への出資比率が50％以下となる場合、またはＮＥＣの連結子会社ではなくなる場合

には、返済を要求されます。平成19年３月31日現在、これらの条項に抵触している項目はありません。 

 平成19年３月31日現在、帳簿価額5,932百万円の有形固定資産が、一部の長期借入金の担保に付されております。 

 取引銀行との銀行取引約定書によれば、当社は、銀行に対する現在および将来のすべての債務について、銀行の

請求があれば直ちに担保（当該銀行に対する預金を含む。）を提供し、あるいは保証人をたてる義務を負っており

ます。この約定またはその他の理由によって提供されたいかなる担保も、当該銀行に対する一切の債務を共通に担

保するものとされております。 

 平成19年３月31日現在の今後５年間の長期負債の年度別返済予定額は、次のとおりであります。 

年度             

平成19年度         15,914百万円  

平成20年度         634   

平成21年度         －   

平成22年度         －   

平成23年度         110,000   
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８ 年金および退職金制度 

 ＮＥＣエレクトロニクス㈱および国内子会社は、退職一時金制度およびキャッシュ・バランス・プランを含む従

業員拠出のない給付建年金制度を採用しております。ＮＥＣエレクトロニクス㈱および一部の国内子会社は、以

前、厚生年金基金の代行部分を含む従業員拠出のある給付建年金制度を採用しておりました。 

 当社は、平成14年11月１日の会社分割により日本の在籍従業員について、退職一時金制度および従業員拠出のあ

る給付建年金制度における年金および退職金に関する給付に責任を負いました。関連する年金資産は、継続してＮ

ＥＣの制度における信託勘定に含まれております。連結財務諸表の作成において、給付債務は当社の従業員のデー

タに基づいており、年金資産は給付債務に基づいて按分されております。 

 ＮＥＣエレクトロニクス㈱および一部の国内子会社は、退職一時金制度にポイント制を導入しております。この

制度では、各年度に従業員の職階と成績に応じて付与されるポイントの累積数に基づいて給付額が算出されます。 

 ＮＥＣエレクトロニクス㈱および一部の国内子会社は、キャッシュ・バランス・プランを導入しております。こ

の制度では、制度加入者の個人別勘定に、給与水準、職階および市場金利を基に計算される再評価率に基づいて計

算された金額が積み立てられます。 

 海外子会社の大部分は、実質的に各社のすべての従業員を対象とする種々の退職給付制度を採用しております

が、主に掛金建年金制度であり、また給付建年金制度もあります。この掛金建年金制度のもとでは従業員の年間給

与の一定割合に相当する額を毎年拠出しております。 

 平成19年３月31日に基準書第158号を適用いたしました。これに基づき退職給付債務と年金資産の公正価値の差額

を連結貸借対照表で認識しており、現在遅延認識されている過去勤務費用および保険数理上の損失をその他の包括

損益累計額の構成要素として認識しております。 

  基準書第158号の適用による平成19年３月31日現在の連結貸借対照表への影響額は、以下のとおりであります。 

  

    
基準書第158号

適用前 
  適用による調整   

基準書第158号

適用後 
  

繰延税金資産（その他の資産）   3,780百万円   112百万円   3,892百万円  

未払退職および年金費用   △71,161     △374    △71,535   

その他の包括損益累計額   15,675   262   15,937   
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 当社の大部分の制度の給付債務の測定日は３月31日であります。給付債務および年金資産の公正価値の期首残高

と期末残高の調整表は、次のとおりであります。 

    平成17年度     平成18年度   

給付債務の変動             

予測給付債務期首残高   132,343百万円    137,670百万円  

勤務費用   7,363     7,015   

利息費用   3,243     3,441   

保険数理上の損失   1,390     972   

給付支払額   △3,500     △4,715   

制度変更   △3,169     －   

予測給付債務期末残高   137,670     144,383   

年金資産の変動             

公正価値期首残高   53,879     61,571   

年金資産実際運用損益   1,369     184   

事業主拠出   7,479     12,760   

給付支払額   △1,156     △1,504   

公正価値期末残高   61,571     73,011   

積立状況   △76,099     △71,372   
      

  当社グループは、平成18年度において、退職給付を目的とした信託に特定の売却可能な市場性ある持分有価証券

を事業主拠出の一部として拠出しております。これらの信託で保有される株式は年金資産として取り扱われており

ます。拠出時におけるこれらの株式の公正価額は5,021百万円であり、これらの売却可能有価証券の拠出に伴い、未

実現利益3,550百万円が実現し、平成18年度連結損益計算書上に計上しております。 

  平成18年３月31日現在の連結貸借対照表計上額の内訳は、次のとおりであります。 

積立状況         △76,099百万円  

未認識の過去勤務費用＊         △23,917   

未認識の保険数理上の損失＊         45,708   

純認識額         △54,308   

              

連結貸借対照表計上額の内訳             

未払退職および年金費用         △75,761   

その他の包括損益累計額（税効果調整前）         21,453   

純認識額         △54,308   
      

 (＊) 未認識の過去勤務費用および保険数理上の損失は、制度に基づき給付を受給されることが見込まれる従

業員の平均残存勤務期間にわたって均等償却しており、平成17年度においてその償却期間は17年であり

ます。 

  平成19年３月31日現在の連結貸借対照表計上額の内訳は、次のとおりであります。 

その他包括損益累計額（税効果調整前）における 

認識額 
        23,200百万円  

  過去勤務費用＊         △22,155   

  保険数理上の損失＊         45,355   

              

連結貸借対照表計上額の内訳             

その他の資産         163   

未払退職および年金費用         △71,535   

積立状況         △71,372   
      

 (＊) 未認識の過去勤務費用および保険数理上の損失は、制度に基づき給付を受給されることが見込まれる従

業員の平均残存勤務期間にわたって均等償却しており、平成18年度においてその償却期間は16年であり

ます。 
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 平成18年および平成19年３月31日現在の全ての給付建年金制度の累積給付債務は、それぞれ137,332百万円および

 144,009百万円であります。 

  

  平成18年および平成19年３月31日現在の予測給付債務が年金資産の公正価値を上回る制度の予測給付債務と年金

資産の公正価値、また累積給付債務が年金資産の公正価値を上回る制度の累積給付債務と年金資産の公正価値は、

次のとおりであります。 

    平成17年度     平成18年度   

予測給付債務が年金資産の公正価値を上回る制度             

予測給付債務   137,670百万円    142,277百万円  

年金資産の公正価値   61,571     70,742   

累積給付債務が年金資産の公正価値を上回る制度             

累積給付債務   137,332     141,903   

年金資産の公正価値   61,571     70,742   
      

  

  平成18年および平成19年３月31日現在の予測給付債務の算定に用いられた加重平均想定率は、次のとおりであり

ます。 

    平成17年度     平成18年度   

割引率   2.5％       2.5％   

将来の昇給率   1.7％～3.8％     2.4％～3.8％   

 平成17年度および平成18年度の退職および年金費用（純額）の算定に用いられた加重平均想定率は、次のとおり

であります。 

    平成17年度     平成18年度   

割引率   2.5％       2.5％   

将来の昇給率   1.7％～3.8％     2.4％～3.8％   

長期期待収益率   2.5％       2.5％   

 資産運用における長期期待収益率は、過去の収益率と調査および産業予測に基づいて算出された予想収益率とを

勘案して算出されております。 

 平成18年および平成19年３月31日現在の年金資産の構成は、次のとおりであります。 

    平成17年度     平成18年度   

資産分類             

持分有価証券   41％      37％   

負債有価証券   36％     26％   

短期投資   23％     13％   

その他   －     24％   

  

 持分有価証券、負債有価証券、短期投資およびその他の配分目標は、それぞれ35％、30％、10％および25％であ

ります。 

 当社グループの目的は、許容できる範囲でリスクを負いつつ、必要とされる長期的な収益を確保し、年金給付や

死亡一時金やその他の一時金を制度加入者および年金受給者等に将来確実に支払うことであります。基金は当社グ

ループで採用しているキャッシュ・バランス・プランで求められている期待収益率を上回る長期的な資産運用を行

うことを目指しております。 

 基金は、年金資産の運用目的を達成するために、運用対象としてふさわしい資産を選択し、期待される収益率や

想定されるリスク等を考慮した上で 適な資産の組み合わせとなる資産配分方針を策定し、資産内容の再配分を行

うこと等によりその資産配分を維持するよう努めております。このような年金資産の資産配分方針は３～５年の中

長期の観点に立ち策定されており、策定時から状況が変化した場合には必要に応じて見直されます。 
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 平成17年度および平成18年度の給付建年金制度全体に係る退職および年金費用(純額)の内訳は、次のとおりであ

ります。 

    平成17年度     平成18年度   

勤務費用   7,363百万円    7,015百万円  

利息費用   3,243     3,441   

年金資産期待運用収益   △1,426     △1,679   

未認識の過去勤務費用償却額   △1,746     △1,762   

保険数理上の損失償却額   3,200     2,820   

未認識の純債務償却額 

（平成元年４月１日より17年間で認識） 
  261     －   

    10,895     9,835   
      
              

 当社グループは、平成19年度の過去勤務費用および保険数理上の損失の償却額を、1,800百万円および2,800百万

円と予測しております。  

  

  年金費用の総額は、次のとおりであります。 

    平成17年度     平成18年度   

給付建年金制度全体の退職および年金費用(純額)   10,895百万円    9,835百万円  

掛金建年金制度の費用   975     875   

    11,870     10,710   
      

  

 当社は、複数の雇用者による制度（マルチエンプロイヤー・プラン）へも拠出しており、平成17年度および平成

18年度における拠出額は、それぞれ90百万円および220百万円であります。特に平成18年度において、制度への積立

不足への対応のため、費用計上額が増加しました。 

  

  当社グループは、平成19年度に約7,800百万円を年金制度に拠出すると予測しております。 

 将来の給付支払額は、次のとおり予測しております。 

年度             

平成19年度         4,700百万円  

平成20年度         5,400   

平成21年度         5,600   

平成22年度         5,200   

平成23年度         5,000   

平成24年度～28年度         27,700   

              

 

2007/06/26 17:02:01ＮＥＣエレクトロニクス株式会社/有価証券報告書/2007-03-31



９ 法人税等             

 税引前当期純利益(△損失)、および法人税等の内訳は、次のとおりであります。 

    平成17年度     平成18年度   

税引前当期純利益(△損失)           

ＮＥＣエレクトロニクス㈱および国内子会社   △54,165百万円    △42,547百万円  

海外子会社   11,779     7,172   

  

  

  

  

△42,386 

  

  

  

  

  

△35,375 

  

  

  

法人税等             

当年度分             

ＮＥＣエレクトロニクス㈱および国内子会社   3,732     453   

海外子会社   5,797     1,654   

    9,529     2,107   

    
  

 
        

繰延分             

ＮＥＣエレクトロニクス㈱および国内子会社   50,186     3,962   

海外子会社   △3,549     △964   

    46,637     2,998   

    56,166     5,105   
      

 当社グループは、所得に対する種々の税金を課せられておりますが、平成17年度および平成18年度の日本の法定

実効税率は約40.5％であります。損益計算書に表示されている法人税等の額と税引前当期純利益(△損失)に法定実

効税率を乗じて算定した標準税額との差異の調整は、次のとおりであります。 

    平成17年度     平成18年度   

標準税額   △17,166百万円    △14,327百万円  

調整項目             

評価引当金の増減額   72,976     19,043   

海外税率差異   834     770   

海外子会社の未分配利益の税効果   △381     12   

損金不算入の費用   259     223   

その他   △356     △616   

法人税等   56,166     5,105   
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 平成18年および平成19年３月31日現在の繰延税金資産および負債の主要な内訳は、次のとおりであります。 

    平成17年度     平成18年度   

繰延税金資産            

未払退職および年金費用   29,844百万円    30,160百万円  

研究開発費   11,728     12,637   

賞与引当金   5,812     5,304   

投資   2,073     3,131   

たな卸資産   3,464     4,597   

繰越欠損金   24,760     36,124   

その他   11,475     15,262   

    89,156     107,215   

控除－評価引当金   △74,555     △95,499   

合計   14,601     11,716   

              

繰延税金負債             

租税特別措置法上の準備金   7,948     2,420   

市場性ある有価証券   3,916     1,646   

未分配利益の税効果   3,566     5,589   

退職給付信託設定益   －     1,438   

その他   813     796   

合計   16,243     11,889   
      

 評価引当金は、主としてＮＥＣエレクトロニクス㈱および国内子会社の繰延税金資産のうち実現が不確実なもの

に関して設定されたものであります。平成17年度および平成18年度の評価引当金の増加額は、それぞれ70,838百万

円および20,944百万円でありました。 

 平成17年度および平成18年度における繰越欠損金の使用額は、それぞれ3,891百万円および2,931百万円でありま

す。 

 平成19年３月31日現在の税務上の繰越欠損金は、113,630百万円であります。このうち102,171百万円はＮＥＣエ

レクトロニクス㈱および国内子会社によるもので、平成25年から平成26年までの期間に控除期間の期限を迎えま

す。また、残りの11,459百万円は海外子会社によるもので、控除期限はありません。 

2007/06/26 17:02:01ＮＥＣエレクトロニクス株式会社/有価証券報告書/2007-03-31



10 資本の部 

(1) 利益剰余金 

 日本の会社法によれば、ＮＥＣエレクトロニクス㈱および国内子会社はその他利益剰余金による利益処分として

支出する金額の10％を、資本準備金と利益準備金の合計額が資本金の25％に達するまで、利益準備金として積立て

なければなりません。また、日本の会社法では、資本準備金と利益準備金を株主総会の決議により処分することが

可能であります。 

 日本の会社法における分配可能額は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従って作成

されたＮＥＣエレクトロニクス㈱の財務情報に基づいて算出されます。平成19年３月31日における分配可能額は、

158,700百万円であります。 

  ＮＥＣエレクトロニクス㈱は、平成18年６月27日開催の定時株主総会において、日本の旧商法の規定に基づき、

欠損てん補のため、資本準備金84,618百万円を減少させることを決議いたしました。このような調整は、米国会計

基準における準再組織の会計処理に関する要求を全て満たさないため、連結財務諸表において計上しておりませ

ん。 

(2）その他の包括損益 

 その他の包括損益累計額の変動は、次のとおりであります。 

    平成17年度     平成18年度   

外貨換算調整額             

期首残高   2,956百万円    7,713百万円  

期中変動額   4,757     2,789   

期末残高   7,713     10,502   

              

小年金負債調整額             

期首残高   △16,040     △14,797   

  期中変動額   1,243     △878   

基準書第158号の適用による調整   －     15,675   

期末残高   △14,797     －   

              

有価証券未実現損益             

期首残高   3,450     5,754   

期中変動額   2,304     △3,336   

期末残高   5,754     2,418   

              

デリバティブ未実現損益             

期首残高   26     △12   

期中変動額   △38     12   

期末残高   △12     －   

              

年金負債調整額             

基準書第158号の適用による調整   －     △15,937   

期末残高   －     △15,937   

              

その他の包括損益累計額             

期首残高   △9,608     △1,342   

期中変動額   8,266     △1,413   

基準書第158号の適用による調整   －     △262   

期末残高   △1,342     △3,017   
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 その他の包括損益の内訳に係る税効果調整額は、次のとおりであります。 

    平成17年度     平成18年度   

外貨換算調整額             

税効果調整前   4,757百万円    2,789百万円  

税効果金額   －     －   

税効果調整後   4,757     2,789   

              

小年金負債調整額             

税効果調整前   1,565     △1,373   

税効果金額   △322     495   

税効果調整後   1,243     △878   

              

有価証券未実現損益             

当年度発生額             

税効果調整前   3,694     730   

税効果金額   △1,496     △296   

税効果調整後   2,198     434   

控除－当期純利益(△損失)への組替修正額             

税効果調整前   178     △6,336   

税効果金額   △72     2,566   

税効果調整後   106     △3,770   

              

デリバティブ未実現損益             

 デリバティブ公正価値の変動             

税効果調整前   30     17   

税効果金額   △11     △6   

税効果調整後   19     11   

控除－当期純利益(△損失)への組替修正額             

税効果調整前   △89     2   

税効果金額   32     △1   

税効果調整後   △57     1   

              

その他の包括損益             

税効果調整前   10,135     △4,171   

税効果金額   △1,869     2,758   

税効果調整後   8,266     △1,413   
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11 株式に基づく報酬制度 

 当社グループは、株主によって承認された複数のストックオプション制度（以下「制度」という。）を有してお

り、取締役、執行役員および特定の従業員に対し、自社の株式である普通株式を取得するオプションを付与しており

ます。オプションは付与日の２年後に権利が確定し、原則として、オプションを付与された者が権利行使日に当社グ

ループに役務を提供していることを条件としております。 

 行使の条件は、株式分割または併合が行われた場合には調整されます。この制度ではオプションを付与された者が

行使日より前に退職した場合は、通常、自動的にオプションは消滅しますが、行使期間内に退職した場合は、通常、

退職後１年間は行使可能であります。 

  

 平成18年度において付与されたオプションは、付与日の２年後から４年間にわたり行使が可能であります。 

 平成18年度におけるストックオプションの変動は、次のとおりであります。 

  平成17年度までに付与されたオプションは、当社グループが一定の業績目標を達成することを条件としており、

付与日の２年後から２年間にわたり行使が可能であります。平成17年度において付与されたオプションは、業績目

標を満たさず、平成17年度末に失効となりました。 

 平成18年度におけるストックオプションの変動は、次のとおりであります。 

 平成17年度および18年度において付与されたオプションの付与日現在のオプション当たり加重平均公正価値は、そ

れぞれ875円および937円であります。報酬費用は付与日現在の公正価値の見積り額に基づいて測定しております。付

与されたオプションの公正価値は、次の加重平均想定値を用いて、ブラック・ショールズ・オプション・プライシン

グ・モデルに基づいて見積もられております。なお、平成17年度までに付与されたオプションについても、同様に計

算しております。 

 見積権利行使期間は、制度の権利確定までの期間と契約期間を用いて簡便法により計算しております。見積ボラテ

ィリティは自社の株式のヒストリカル・ボラティリティにより計算しております。リスク・フリー利子率は長期国債

の利回りに基づいて計算しております。 

  株数 加重平均行使価格
加重平均残存 

契約期間 
本源的価値の総額

   期首現在未行使残高   － 株   － 円            

   付与   75,000     3,927              

   行使   －     －              

   権利の喪失   －     －              

   権利の失効   －     －              

   期末現在未行使残高   75,000     3,927     5.3 年   － 百万円

   期末現在に権利確定あるいは 

   権利確定が予想される残高 
 

72,150     3,927     5.3     － 
 

   期末現在行使可能残高   －     －     －     －  

  株数 加重平均行使価格
加重平均残存 

契約期間 
本源的価値の総額

   期首現在未行使残高   291,500 株   8,990 円            

   付与   －     －              

   行使   －     －              

   権利の喪失   －     －              

   権利の失効   △59,500     8,990              

   期末現在未行使残高   232,000     8,990     0.5 年   － 百万円

   期末現在に権利確定あるいは 

   権利確定が予想される残高 
 

232,000     8,990     0.5     － 
 

   期末現在行使可能残高   232,000     8,990     0.5     －  

  平成17年度  平成18年度  

       見積権利行使期間 3年 4年 

        見積ボラティリティ  42.30％ 39.40％ 

        見積配当率 0.47 0.22 

        リスク・フリー利子率 0.16 1.09 
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 平成17年度および平成18年度にそれぞれ203百万円および25百万円の報酬費用を計上しております。平成19年３月

31日現在、未認識の報酬費用を約43百万円と見込んでおり、この費用は1.3年にわたって均等償却します。 
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 12 １株当たり当期純利益(△損失) 

 当期純利益(△損失)の基本的および希薄化後１株当たりの計算における分母の調整は、次のとおりであります。 

 転換社債型新株予約権付社債およびストックオプションは逆希薄化効果がある場合には、上記の１株当たり当期純

利益(△損失)の希薄化計算から除いております。将来潜在的に１株当たり当期純利益(△損失)を希薄化する可能性の

あるものは、次のとおりであります。 

    平成17年度     平成18年度   

当期純利益(△損失)   △98,198百万円    △41,500百万円  

              

加重平均発行済普通株式数   123,499,052株     123,498,823株    

希薄化後加重平均発行済普通株式数   123,499,052     123,498,823    

              

１株当たり当期純利益(△損失)             

 基本的   △795.13円     △336.04円   

 希薄化後       △795.13       △336.04   

    平成17年度     平成18年度   

転換社債型新株予約権付社債   11,156,100株     11,156,100株   

ストックオプション   291,500      307,000   
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13 関連当事者 

 当社グループは、通常の事業において、ＮＥＣおよびＮＥＣの関係会社から部品、役務等を購入し、ＮＥＣおよび

ＮＥＣの関係会社に対して製品を販売しております。当社グループは、ＮＥＣおよびＮＥＣの関係会社より機械装置

および備品を購入もしくはリースしております。  

 当社グループは、ＮＥＣの研究部門を利用し、ＮＥＣの基礎技術についての研究成果を活用しております。ＮＥＣ

はその研究に関連する期間費用を配分しております。ＮＥＣの100％子会社であるＮＥＣロジスティクス㈱は、当社

グループに対して、梱包、製品輸送、在庫管理等のサービスを提供し、報酬を請求しております。ＮＥＣは、金融子

会社を通じて地域別に財務活動を管理しております。当社グループのうち余裕資金がある子会社は、ＮＥＣの金融子

会社に対して余裕資金を貸し付け、平成17年度および平成18年度にそれぞれ1.75％～4.50％および2.25％～5.09％の

利息を受け取りました。貸し付けた資金は、関連当事者に対する貸付金に含めております。当社は、ＮＥＣとの間で

当社の新グローバル経営情報システムを構築するため、ＮＥＣが主幹請負業者となる複数年におよぶ契約を締結しま

した。平成18年および平成19年３月31日現在、それぞれ18,799百万円および16,335百万円のソフトウェアとハードウ

ェアが有形固定資産に含まれております。また、情報システムの構築に関し、平成17年度および平成18年度に、それ

ぞれ2,833百万円および2,277百万円を費用として計上しております。当社グループは、標章等使用許諾契約に従い

「ＮＥＣ」という文字を商号の一部として使用する権利、ならびに「ＮＥＣ」マークを商標およびコーポレートマー

クに使用する権利をＮＥＣより付与されました。これに伴い当社グループは、ＮＥＣに対して売上高に応じて計算さ

れたブランド料を支払っております。ＮＥＣは、当社グループに対して広告宣伝およびその他の業務サービスを提供

しております。当連結損益計算書には、これらのサービスに関連する費用を含んでおります。また、当社グループは

ＮＥＣの子会社から設備を購入しております。この購入は共通支配下の取引であるため、当社グループは、この取引

を資本取引として扱っており、平成17年度には1,974百万円を資本剰余金の減少として会計処理しております。 注記

２に記載したとおり、ＮＥＣの半導体事業が当社に移転されました。分割に際して、ＮＥＣから当社グループに移転

されていない汎用ＤＲＡＭ事業に関連する資産・負債に関して生じたその後の税の効果は、資本取引として会計処理

しております。平成17年度には6,092百万円の税の効果を資本剰余金の増加として会計処理しております。また、注

記19に記載しておりますＤＲＡＭ集団訴訟等の和解金に関して、ＮＥＣと取り決めた当社グループ負担額は、平成17

年度および平成18年度それぞれ、1,638百万円および3,222百万円であり、これをＮＥＣ経由または直接、和解相手方

に支払っております。 

 平成17年度の関連当事者との取引は、次のとおりであります。 

 平成18年度の関連当事者との取引は、次のとおりであります。 

    ＮＥＣ   ＮＥＣ関係会社   合計   

売上高    7,201百万円   54,231百万円   61,432百万円  

部品、役務等の購入   3,824   59,113   62,937   

機械装置および備品の購入   6,972   7,965   14,937   

物流費用   －   7,907   7,907   

支払リース料   4,926   4,073   8,999   

研究開発費   6,318   8,730   15,048   

広告宣伝費   －   17   17   

ブランド料   4,255   －   4,255   

その他の販売費および一般管理費   9,165   10,390   19,555   

受取利息    －   76   76   

受取転貸リース料   －   231   231   

    ＮＥＣ   ＮＥＣ関係会社   合計   

売上高   6,216百万円  43,776百万円  49,992百万円  

部品、役務等の購入   3,868   43,808   47,676   

機械装置および備品の購入   3,456   6,328   9,784   

物流費用   －   9,783   9,783   

支払リース料   5,175   3,323   8,498   

研究開発費   5,635   13,981   19,616   

広告宣伝費   －   12   12   

ブランド料   4,620   －   4,620   

その他の販売費および一般管理費   5,409   11,083   16,492   

受取利息    －   114   114   

受取転貸リース料   －   192   192   
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14 金融商品 

   (1) 金融商品の公正価値 

 現金および現金同等物、受取手形および売掛金、関連当事者に対する貸付金、短期借入金、支払手形および買掛

金、未払金および未払費用、未払法人税等、その他の流動資産およびその他の流動負債の帳簿価額は、期日までの

期間が短いため公正価値にほぼ等しくなっております。１年以内に返済期限の到来する分を含む社債および長期借

入金、先物為替予約および金利スワップ契約の平成18年および平成19年３月31日現在の帳簿価額および見積公正価

値は、次のとおりであります。（△は負債を示しております。） 

    平成17年度     平成18年度   

社債および長期借入金 

（一年以内に返済期限の到来する分を含む。） 
            

帳簿価額   △133,656百万円    △126,548百万円  

見積公正価値   △119,273     △117,352   

先物為替予約             

帳簿価額   △428     157   

見積公正価値   △428     157   

金利スワップ契約             

帳簿価額   △16     △13   

見積公正価値   △16     △13   

 社債および長期借入金の公正価値は、公表されている市場価格により、あるいは公表されている市場価格が存在

しない場合には将来の予測キャッシュ・フローの割引現在価値により見積もっております。投資の帳簿価額および

見積公正価値は注記４に開示しております。先物為替予約の公正価値は、同様の満期日を有する為替予約について

の相場を入手することにより見積もっており、金利スワップ契約の公正価値は、将来の予測純キャッシュ・フロー

の割引現在価値により見積もっております。 

(2) デリバティブ取引 

 当社グループは、外国為替および金利の変動の影響に対応するためにデリバティブ取引を行っております。当社

グループは、デリバティブ取引に対するリスク管理ならびに承認、報告および検証についての方針および手続を持

ち、トレーディング目的のデリバティブ取引を禁止しております。 

先物為替予約 

 ＮＥＣエレクトロニクス㈱および特定の子会社は、当社グループの事業活動より発生する外貨建資産お

よび負債に係る外国為替変動の影響を回避するため、ＮＥＣの金融子会社や金融機関と先物為替予約を締

結しております。これらの取引は基準書第133号「デリバティブとヘッジ活動の会計」におけるヘッジ手

段としては認識せず、先物為替予約の公正価値の変動を損益として認識し、外貨建資産および負債の評価

替えによる損益と相殺しております。関連する債権や債務は、その他の流動資産またはその他の流動負債

に計上しております。 

 特定の子会社では予定取引のヘッジ手段として認識される先物為替予約を行っております。当該先物為

替予約はキャッシュ・フローヘッジとして指定され、デリバティブ損益のうちヘッジとして有効な部分

は、当初、その他の包括損益累計額に計上され、ヘッジ対象取引が損益に影響を与える時点で損益に振り

替えております。また、デリバティブ損益のうちヘッジとして有効でない部分は、直ちに損益に計上して

おります。平成19年３月31日現在でキャッシュ・フローヘッジとして指定している先物為替予約はありま

せん。 

金利スワップ契約 

 当社グループは、借入債務に関する金利リスクに対応するために金利スワップ契約を締結しておりま

す。金利スワップ契約は公正価値ヘッジとして認識しております。当社グループが締結している金利スワ

ップ契約は、今後１年間にわたり固定金利の借入債務を変動金利に変換する効果があります。この契約

は、対象となる元本の授受なしに、契約期間にわたって固定金利を受け取り、変動金利を支払う契約であ

ります。 

 平成17年度および平成18年度において、ヘッジの有効性評価から除外される非有効部分の、あるいは対象リスク

が発生していないデリバティブの損益に重要性はありません。 

 デリバティブ取引の契約相手は、ＮＥＣの金融子会社および主要金融機関であります。通常のビジネスリスクと

して、相手先の契約不履行による信用損失が発生する可能性がありますが、当社グループは、相手先の契約不履行

を予想しておらず、発生する損失に重要性はないと考えております。 
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15 債権の証券化 

 当社グループは、特定の売上債権を遡及義務なしで特別目的会社等に売却する証券化を行っておりました。証券

化取引において当社グループは売却した売上債権に対して劣後する権利を留保する場合があります。 

 当社グループは、特別目的会社等に代わり、証券化された売上債権の保全、管理および回収を行いますが、保

全、管理および回収に係る費用および手数料は重要ではありません。証券化に関連して、平成17年度に18百万円の

損失が発生しております。 

 債権売却時に留保部分の公正価値を算出するために平成17年度および平成18年度に使用した予想貸倒率および割

引率は、以下のとおりであります。 

    平成17年度     平成18年度   

予想貸倒率   0.0％     －   

割引率   4.9％     －   

 

 平成17年度および平成18年度に発生したすべての証券化取引に係る特別目的会社等からのキャッシュ・フローの

要約は、次のとおりであります。 

    平成17年度     平成18年度   

新規証券化による入金額   37,734百万円    －        

留保部分からの入金額   8,283     －   

 

16 広告宣伝費 

 広告宣伝費は発生時に費用計上しております。平成17年度および平成18年度の広告宣伝費は、それぞれ1,082百万

円および944百万円であります。 

 

17 事業構造改革費用  

 当社グループは、平成17年度に、アイルランド工場および国内の研究試作ラインの閉鎖からなる構造改革を発表

しました。その結果、当社グループは平成17年度および平成18年度に、それぞれ1,683百万円および4,192百万円の

事業構造改革費用を計上しており、平成17年度からの累計で5,875百万円計上しております。平成17年度におけるこ

の費用の内訳は、人件費関係の費用1,010百万円、設備の加速償却費669百万円およびその他の費用４百万円であり

ます。平成18年度におけるこの費用の内訳は、人件費関係の費用2,375百万円、設備の加速償却費1,258百万円、契

約解除費用413百万円およびその他の費用146百万円であります。当社グループは、平成17年度にその他の費用４百

万円を支払っており、平成18年３月31日現在の人件費関係の費用の未払計上額は、1,010百万円であります。当社グ

ループは、平成18年度に人件費関係の費用3,385百万円、契約解除費用413百万円およびその他の費用47百万円を支

払っており、平成19年３月31日までにこの構造改革に関する全ての支払を完了しております。 
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18 リース取引 

 当社グループは、土地、建物、施設および設備の一部をリースにより使用しております。 

 平成18年および平成19年３月31日現在のＮＥＣからのリース物件で建物および構築物に含まれるキャピタル・リ

ースに該当する資産は、ともに7,207百万円であります。平成18年および平成19年３月31日現在の当該資産の減価償

却累計額は、それぞれ2,761百万円および3,090百万円であります。平成18年および平成19年３月31日現在の機械装

置および備品に含まれるキャピタル・リースに該当する資産の総額は、それぞれ3,790百万円および3,121百万円で

あり、その大半はＮＥＣリース㈱からのリースであります。そのリースに該当する資産の減価償却累計額は、それ

ぞれ1,701百万円および2,137百万円であります。 

 平成19年３月31日現在のキャピタル・リースに係る将来の 低リース料支払額の年度別金額およびその合計額の

現在価値は、次のとおりであります。 

年度            

平成19年度         1,619百万円  

平成20年度         749   

平成21年度         525   

平成22年度         443   

平成23年度         329   

平成24年度以降         3,644   

低リース料支払額         7,309   

控除－利息相当額         △1,436   

現在価値         5,873   

控除－短期リース債務         △1,080   

長期リース債務         4,793   
      

 平成17年度および平成18年度のオペレーティング・リースに係る賃借料は、それぞれ34,798百万円および34,342  

百万円であります。平成17年度および平成18年度の賃借料には、ＮＥＣの関係会社からのオペレーティング・リー

スに係る費用が、それぞれ7,799百万円および7,425百万円含まれております。 

 平成17年度および平成18年度の転貸賃貸料は、それぞれ363百万円および306百万円であります。そのうち、平成

17年度および平成18年度のＮＥＣの関係会社からの転貸賃貸料は、それぞれ231百万円および192百万円でありま

す。 

 当社グループは、平成17年度および平成18年度において、機械装置および備品の一部を簿価で売却し、リースバ

ックしております。その金額はそれぞれ52,247百万円および38,555百万円で、期間は５年以内であります。これら

のリース取引は、オペレーティング・リースとして会計処理しております。 

 生産量に基づいて追加の支払を必要とするリースがあります。平成17年度および平成18年度の当該契約に基づく

偶発賃借料は、それぞれ4,875百万円および6,592百万円であります。 

 当社グループは、機械装置および備品に関していくつかのオペレーティング・リース契約を締結しております

が、特定のリース契約では、リース期間の終了時にリース資産を買い取る購入選択権、あるいはリース期間を延長

することができる更新選択権が付与されております。また、リース契約には、当社がリース期間終了後に機械装置

および備品を返却する際の残価保証を負っているものがあります。平成19年３月31日現在の認識されている残価保

証額は、 大で約24,700百万円、期間は１年から５年であります。 

 オペレーティング・リースに係る将来の 低賃借料支払額の年度別金額は、次のとおりであります。 

年度             

平成19年度         24,281百万円  

平成20年度         21,384   

平成21年度         18,674   

平成22年度         7,110   

平成23年度         2,810   

平成24年度以降         699   
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19 契約債務および偶発債務 

 平成19年３月31日現在の有形固定資産の購入に係る契約債務は、約15,200百万円であります。 

 当社グループは、グローバルな事業展開を行っております。このような状況下では、その時々に訴訟や損害賠償

請求、その他の争訟に巻き込まれる可能性があります。様々な未解決の案件が常に存在しますが、次の事項を除

き、平成19年３月31日現在の当社グループの財政状態および経営成績に重大な影響を与えるものはないと考えてお

ります。    当社の米国子会社であるNEC Electronics America, Inc.は、米国ＤＲＡＭ業界における独占禁止法

（反トラスト法）違反行為による損害賠償を求める直接購入者（過去において当社グループから直接ＤＲＡＭを購

入した顧客）からの複数の民事訴訟（集団訴訟）の被告になっております。これらの集団訴訟は和解により終了す

る見込みでありますが、集団訴訟から離脱した一部の顧客と係争中またはＮＥＣとともに和解交渉中です。また、  

NEC Electronics America, Inc.は、独占禁止法違反行為による損害賠償を求める、間接購入者（ＤＲＡＭが含まれ

た製品の購入者）からの複数の集団訴訟および米国の複数の州の司法長官による訴訟の被告にもなっております。 

 当社グループは、欧州においてもＤＲＡＭ業界における競争法違反行為の可能性について欧州委員会が行う調査

に協力して、ＮＥＣとともに情報提供を行っております。 

 さらに、当社グループは、これらに加え①ＳＲＡＭ業界における独占禁止法違反の可能性に関する米国司法省お

よび欧州委員会の調査、②半導体業界における韓国独占禁止法違反の可能性に関する韓国公正取引委員会の調査、

ならびに③ＴＦＴ液晶ディスプレー業界における独占禁止法違反の可能性に関する米国司法省、欧州委員会、韓国

公正取引委員会およびカナダ競争当局の調査の対象となっております。また、ＳＲＡＭ業界およびＴＦＴ液晶ディ

スプレー業界における独占禁止法違反の可能性に関する米国司法省の調査開始後、NEC Electronics America, Inc.

に対し、独占禁止法違反行為による損害賠償を求める複数の民事訴訟が米国等で提起されております。 

 これらの独占禁止法違反を理由とする民事訴訟、和解交渉および当局による種々の調査については、現時点では

結論は出ておりませんが、ＮＥＣとも協議のうえ、米国でのＤＲＡＭに係る民事訴訟および和解交渉に関し今後発

生する可能性のある諸費用のうち当社グループの負担見積額約3,200百万円を未払金および未払費用に計上しており

ます。その他の民事訴訟および当局による種々の調査については、訴訟に関連する賠償責任の有無および調査に関

連する被疑行為の有無が判断できないこと、またこれらに係る費用や損失の額を合理的に見積もることができない

ため、現時点では計上しておりません。 
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20 セグメント情報 

当社グループの事業の種類別セグメントは、汎用ＤＲＡＭを除く半導体事業のみであります。 

平成17年度および平成18年度の製品分野別の外部顧客に対する売上高は、次のとおりであります。 

    平成17年度     平成18年度   

通信機器分野   107,995百万円    99,641百万円  

コンピュータおよび周辺機器分野   126,581     123,714   

民生用電子機器分野   102,639     120,757   

自動車および産業機器分野   103,780     106,097   

多目的・多用途ＩＣ   69,449     88,961   

ディスクリート・光・マイクロ波   108,701     120,563   

その他   26,818     32,547   

合 計   645,963     692,280   
              

 平成17年度および平成18年度の当社グループの所在地別に分類した外部顧客への売上高および地域別損益、なら

びに平成18年および平成19年３月31日現在の長期性資産は、次のとおりであります。 

 地域別損益の開示は、米国会計基準においては要求されておりませんが、日本の証券取引法による開示要求を考

慮し、補足情報として開示しております。 

    平成17年度     平成18年度   

売上高           

日 本   352,875百万円    377,298百万円  

米 国   76,860     67,458   

欧 州   72,961     88,908   

アジア   143,267     158,616   

合 計   645,963     692,280   
              

地域別損益             

日 本   △51,074百万円    △38,877百万円  

米 国   7,999     △1,006   

欧 州   20     100   

アジア   7,366     11,226   

合 計   △35,689     △28,557   
              

長期性資産             

日 本   283,255百万円    260,662百万円  

米 国   4,643     11,671   

欧 州   2,959     1,687   

アジア   23,718     29,043   

合 計   314,575     303,063   
              

 平成17年度および平成18年度のＮＥＣおよびＮＥＣの関係会社への売上高は、それぞれ売上高合計額の10％およ

び７％であります。また、当社グループは、半導体製品の販売の重要な部分を独立した販売特約店のネットワーク

を通じて行っております。当社グループは、平成17年度および平成18年度において、それぞれ売上高合計の60％お

よび62％を６つの主要な販売特約店およびその関係会社を通じて売上げております。平成18年および平成19年３月

31日現在、当社グループは、これらの販売特約店およびその関係会社に対する売掛金を、それぞれ50,993百万円お

よび43,740百万円計上しております。また、平成18年および平成19年３月31日現在、当社グループは、これらの販

売特約店より、ともに1,530百万円の営業保証金を担保として預っております。 
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⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 連結財務諸表に対する「注記７ 短期借入金および長期負債」に記載しております。 

【借入金等明細表】 

 連結財務諸表に対する「注記７ 短期借入金および長期負債」に記載しております。 

(2）【その他】 

  連結財務諸表に対する「注記19 契約債務および偶発債務」に記載しております。 
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２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
第４期 

（平成18年３月31日） 
第５期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１ 現金および預金     136,815     86,673  

２ 現金同等物 ※４   44,719     82,748  

３ 受取手形     100     170  

４ 売掛金 ※３   82,608     74,993  

５ 製品     5,656     11,589  

６ 原材料     6,617     7,509   

７ 仕掛品     5,098     3,729   

８ 貯蔵品     1,605     1,601   

９ 前払費用      113     1,286   

10 関係会社短期貸付金     120,137     132,209   

11 未収入金  ※３    16,695     16,354   

12 その他     122     239   

13 貸倒引当金     △515     △860   

 流動資産合計     419,768 66.4   418,240 75.5 

Ⅱ 固定資産               

(1）有形固定資産               

１ 建物   19,339     19,565     

減価償却累計額   △12,472 6,867   △12,993 6,572   

２ 構築物   152     153     

減価償却累計額   △91 60   △97 56   

３ 機械および装置   95,094     74,174     

減価償却累計額   △73,170 21,924   △55,616 18,558   

４ 車両およびその他 
陸上運搬具 

  3     3     

減価償却累計額   △3 0   △3 0   

５ 工具器具および備品   34,818     29,430     

減価償却累計額   △24,996 9,821   △22,701 6,729   

６ 建設仮勘定     15,862     754   

 有形固定資産合計     54,535 8.6   32,670 5.9 
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第４期 

（平成18年３月31日） 
第５期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産               

１ ソフトウェア     21,563     19,352   

２ ソフトウェア仮勘定     2,894     4,135   

３ その他     37     65   

 無形固定資産合計     24,494 3.9   23,551 4.3 

(3）投資その他の資産               

１ 投資有価証券     14,963     239   

２ 関係会社株式     102,177     65,051   

３ 関係会社長期貸付金     2,207     245   

４ 長期前払費用     13,792     6,993   

５ 前払年金費用     －     6,585   

６ その他     711     329   

 投資その他の資産合計     133,851 21.1   79,442 14.3 

  固定資産合計     212,880 33.6   135,663 24.5 

 資産合計     632,648 100.0   553,904 100.0 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形     18     7   

２ 買掛金 
※３ 
※５ 

  67,712     82,745   

３ １年以内返済予定 
長期借入金 

    5,000     15,000   

４ 未払金  ※５    18,896     12,055   

５ 未払費用     24,032     20,812   

６ 未払法人税等     681     272   

７ 前受金     －     796   

８ 関係会社預り金     32,236     38,059   

９ 製品保証引当金     －     636   

10 その他     1,484     255   

 流動負債合計     150,059 23.7   170,637 30.8 

Ⅱ 固定負債               

１ 新株予約権付社債     110,000     110,000   

２ 長期借入金     15,000     －   

３ 退職給付引当金     1,317     －   

４ 繰延税金負債      4,239     2,646   

５ 関係会社損失引当金     －     1,306   

６ その他     2,609     3,154   

 固定負債合計     133,166 21.1   117,106 21.2 

負債合計     283,225 44.8   287,742 52.0 
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第４期 

（平成18年３月31日） 
第５期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※１   85,955 13.6   － － 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金   342,346     －     

 資本剰余金合計     342,346 54.1   － － 

Ⅲ 利益剰余金               

  １ 任意積立金               

    特別償却準備金   59     －     

２ 当期未処分利益(△未処理
損失) 

  △84,677     －     

 利益剰余金合計     △84,618 △13.4   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     5,747 0.9   － － 

Ⅴ 自己株式 ※２   △7 △0.0   － － 

資本合計     349,423 55.2   － － 

負債資本合計     632,648 100.0   － － 
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第４期 

（平成18年３月31日） 
第５期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     － －   85,955 15.5 

２ 資本剰余金               

(1）資本準備金   －     21,489     

(2）その他資本剰余金   －     236,239     

資本剰余金合計      － －   257,728 46.5 

３ 利益剰余金               

(1）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     △77,521     

利益剰余金合計      － －   △77,521 △14.0 

４ 自己株式     － －   △8 △0.0 

株主資本合計      － －   266,154 48.0 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価差額
金 

    － －   △10 △0.0 

２ 繰延ヘッジ損益     － －   △8 △0.0 

評価・換算差額等合計      － －   △17 △0.0 

Ⅲ 新株予約権     － －   25 0.0 

純資産合計      － －   266,162 48.0 

負債純資産合計      － －   553,904 100.0 
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②【損益計算書】 

    

第４期 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

第５期 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

対売上

高比 

（％） 

金額（百万円） 

対売上

高比 

（％） 

Ⅰ 売上高 ※１   506,747 100.0   596,141 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 製品期首たな卸高   5,829     5,656     

２ 当期製品製造原価   230,733     86,761     

３ 当期商品仕入高   154,256     353,921     

４ 合併に伴う製品受入高   －     2,451     

合計   390,818     448,789     

５ 製品期末たな卸高  ※２  5,656     11,589     

６ 原材料評価損    89     5     

売上原価 ※１   385,251 76.0   437,205 73.3 

売上総利益     121,496 24.0   158,936 26.7 

Ⅲ 販売費および一般管理費 

※１ 

※３ 
※４ 

  185,813 36.7   208,170 35.0 

営業利益（△損失）     △64,317 △12.7   △49,234 △8.3 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息 ※１ 1,488     2,662     

２ 受取配当金   180     134     

３ 補助金収入   300     －     

４ 雑収入   754     436     

営業外収益計     2,723 0.5   3,232 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息  ※１  657     1,398     

２ 為替差損   1,062     1,967     

３ 退職給付費用   940     940     

４ 固定資産廃棄損   1,310     3,638     

５ 製品補償費   652     －     

６ 雑支出   727     1,247     

営業外費用計     5,348 1.0   9,190 1.5 

経常利益(△損失)     △66,942 △13.2   △55,192 △9.3 

Ⅵ 特別利益                

 １ 固定資産売却益  ※５  －     612     

２ 退職給付信託設定益   －     6,534     

３ 投資有価証券売却益   －     2,813     

４ 抱合せ株式消滅差益   －     585     

５ 特許権譲渡益   －     179     

      特別利益計     － －   10,723 1.8 
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第４期 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

第５期 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

対売上

高比 

（％） 

金額（百万円） 

対売上

高比 

（％） 

Ⅶ 特別損失               

 １ 固定資産売却損  ※６  －     785     

２ 子会社株式等評価損   8,422     30,398     

３ 抱合せ株式消滅差損   －     1,444     

４ 投資有価証券評価損    －     936     

５ リース解約損    －     413     

６ その他   673     －     

特別損失計     9,095 1.8   33,976 5.7 

税引前当期純利益   

(△損失) 
    △76,037 △15.0   △78,445 △13.2 

法人税、住民税および 

事業税 
  △3,800     △3,255     

法人税等調整額   23,727 19,927 3.9 2,331 △924 △0.2 

当期純利益(△損失)     △95,964 △18.9   △77,521 △13.0 

前期繰越利益     11,286     －   

当期未処分利益    

(△未処理損失) 
    △84,677     －   
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製造原価明細書 

 （注）※１ 当期経費のうち主なものは、減価償却費(第４期16,427百万円、第５期14,258百万円)および外注加工費

(第４期74,170百万円、第５期73,884百万円)であります。 

※２ 他勘定振替高のうち主なものは、販売費および一般管理費(研究開発費他)等への振替高であります。 

原価計算の方法 

  原価計算方法は、総合原価計算を採用しておりますが、一部の製品については個別原価計算を採用しておりま

す。なお、期中は予定原価を用い、期末に原価差額を調整しております。 

    
第４期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 当期材料費   222,879 60.3 76,265 32.5 

Ⅱ 当期労務費   30,840 8.4 36,537 15.6 

Ⅲ 当期経費 ※１ 115,714 31.3 121,790 51.9 

当期総製造費用   369,433 100.0 234,592 100.0 

期首半製品および仕掛品
たな卸高 

  4,208 5,098 

合計   373,641 239,690 

他勘定振替高 ※２ 137,810 149,200 

期末半製品および仕掛品
たな卸高 

  5,098 3,729 

当期製品製造原価   230,733 86,761 
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③【損失処理計算書および株主資本等変動計算書】 

     損失処理計算書 

 （注） ※日付は、損失処理を決議した定時株主総会開催日であります。 

   
第４期 

（平成18年６月27日）※ 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処理損失     84,677 

Ⅱ 損失処理額       

１ 任意積立金取崩額       

   特別償却準備金取崩額   11   

２ 資本準備金取崩額   84,618   

３ 任意積立金       

   特別償却準備金   6,463 78,166 

Ⅲ 次期繰越損失     6,512 
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株主資本等変動計算書 

第５期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における決議事項であります。 

区分 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 
資本準備金 

その他 
資本剰余金 

その他利益剰余金 

特別償却 
準備金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

85,955 342,346 － 59 △84,677 △7 343,676 

事業年度中の変動額              

資本準備金の取崩   （注）   △320,857 236,239   84,618   － 

特別償却準備金の積立（注）       6,463 △6,463   － 

特別償却準備金の取崩（注）       △11 11   － 

特別償却準備金の取崩       △6,512 6,512   － 

当期純損失         △77,521   △77,521 

自己株式の取得            △2 △2 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

              

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ △320,857 236,239 △59 7,157 △2 △77,522 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

85,955 21,489 236,239 － △77,521 △8 266,154 

区分 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

5,747 － 5,747 － 349,423 

事業年度中の変動額          

資本準備金の取崩   （注）         － 

特別償却準備金の積立（注）         － 

特別償却準備金の取崩（注）         － 

特別償却準備金の取崩         － 

当期純損失         △77,521 

自己株式の取得           △2 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

△5,757 △8 △5,765 25 △5,739 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△5,757 △8 △5,765 25 △83,262 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

△10 △8 △17 25 266,162 
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重要な会計方針 

項目 
第４期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準およ

び評価方法 

子会社株式および関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

 同左 

  その他有価証券 

・時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

  ・時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

  同左 

２ デリバティブ等の評価基

準および評価方法 

時価法  同左 

３ たな卸資産の評価基準お

よび評価方法 

 評価基準は次の評価方法に基づく低価

法によっております。 

 同左 

  評価方法 

(1）製品 

 注文生産品…個別法 

 標準量産品…先入先出法 

 

  (2）仕掛品 

 注文生産品…個別法 

 

  (3）半製品、原材料その他 

      …先入先出法 

 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産……定率法 

(2）無形固定資産……定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。 

(3）長期前払費用……定額法 

 同左 

 

2007/06/26 17:02:01ＮＥＣエレクトロニクス株式会社/有価証券報告書/2007-03-31



項目 
第４期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

 同左  

  (2）退職給付引当金 

 当社は退職給付制度として、確定給

付型の企業年金基金制度および退職一

時金制度を採用し、キャッシュ・バラ

ンス・プランを導入しております。 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認めら

れる額を退職給付引当金として計上し

ております。 

 会計基準変更時差異については、分

割会社である日本電気㈱から承継した

額を引き続き按分して費用処理してお

ります。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間による定額

法により翌事業年度から費用処理して

おります。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間による定額法に

より費用処理しております。 

(2）退職給付引当金 

 当社は退職給付制度として、確定給

付型の企業年金基金制度および退職一

時金制度を採用し、キャッシュ・バラ

ンス・プランを導入しております。 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認めら

れる額を退職給付引当金または前払年

金費用として計上しております。 

 会計基準変更時差異については、分

割会社である日本電気㈱から承継した

額を平成26年度までの期間にわたり按

分して費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間による定額

法により翌事業年度から費用処理して

おります。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間による定額法に

より費用処理しております。 

    ────── (3）関係会社損失引当金  

  関係会社の事業に伴う損失に備える

ため、関係会社の財政状態等を勘案

し、債務超過額に対応する当社負担見

込額のうち、当該関係会社への投融資

額を超える額を計上しております。 

    ──────  (4）製品保証引当金   

  製品販売後の無償修理費用の支出に

備えるため、個別案件に対する見積額

および、売上高に対する過去の実績率

を基準とした見積額を計上しておりま

す。 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 同左 
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項目 
第４期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

７ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利リスクをヘッジするデリバティ

ブ取引につき、繰延ヘッジ会計を適用

しております。 

 同左 

  

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ 

 ヘッジ対象…借入金 

  

  

  

  (3）ヘッジ方針 

 当社の内部規定である「リスク管理

規程」に基づき、長期固定金利負債の

金利変動リスクを防ぐ目的で金利スワ

ップによりヘッジを行っております。 

  

  

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップは特例処理の要件を満

たしており、その判定をもって有効性

の評価に代えております。 

  

  

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の処理方法 

 同左 

  (2）連結納税制度の適用  

  当事業年度から連結納税制度を適用

しております。 

(2）連結納税制度の適用  

  連結納税制度を適用しております。 
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会計方針の変更 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

──────  

   

  

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

  当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。   

  これまでの資本の部の合計に相当する金額は266,144 

百万円であります。  

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。  

──────   

   

  

 (役員賞与に関する会計基準) 

  当事業年度から、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しており

ます。 

  なお、当事業年度の損益に与える影響はありません。 

──────   

  

  

 (ストック・オプション等に関する会計基準) 

  当事業年度から、「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）

および「ストック・オプション等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月

31日）を適用しております。 

  これにより営業損失、経常損失および税引前当期純損

失はそれぞれ25百万円増加しております。 

──────   

  

  

 (企業結合に係る会計基準) 

  当事業年度から、「企業結合に係る会計基準」（平成

15年10月31日）および「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第10号 平成17年12月27日）を適用しております。 

──────   

  

  

 (製品保証引当金に係る会計方針の変更) 

  従来、個別案件に対する見積額を引当計上しておりま

したが、当事業年度から、個別案件に対する見積額およ

び売上高に対する過去の実績率を基準とした見積額の合

計額を引当計上しております。この見直しは当事業年度

から、過去一定期間の製品販売後の無償修理についての

実績分析が可能になったことから財務の健全性を高め、

期間損益計算の適正化を図ることを目的として行ったも

のです。 

  これにより営業損失、経常損失および税引前当期純損

失はそれぞれ444百万円増加しております。 
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表示方法の変更 

追加情報 

   該当事項はありません。 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 (損益計算書) 

  為替差損については、前事業年度は「雑支出」に含め

て表示しておりましたが、営業外費用の総額の100分の10

以上となったため区分掲記しております。   

  なお、前事業年度において「雑支出」に含まれていた

「為替差損」は、500百万円であります。 

────── 

 (損益計算書) 

  製品補償費については、前事業年度は「雑支出」に含

めて表示しておりましたが、営業外費用の総額の100分の

10以上となったため区分掲記しております。   

  なお、前事業年度において「雑支出」に含まれていた

「製品補償費」は、256百万円であります。 

 (損益計算書) 

  製品補償費については、前事業年度は区分掲記してお

りましたが、営業外費用の総額の100分の10以下となった

ため「雑支出」に含めて表示しております。   

  なお、当事業年度において「雑支出」に含まれている

「製品補償費」は、145百万円であります。 

 (損益計算書) 

  投資有価証券評価損については、前事業年度は区分掲

記しておりましたが、特別損失の総額の100分の10以下と

なったため「その他」に含めて表示しております。 

  なお、当事業年度において「その他」に含まれている

「投資有価証券評価損」は、348百万円であります。 

────── 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

摘要 
第４期 

（平成18年３月31日） 
第５期 

（平成19年３月31日） 

Ⅰ ※１ 会社が発行する株

式の総数 
普通株式 400,000千株 ────── 

発行済株式総数 普通株式 123,500千株   

※２ 自己株式 普通株式     1千株 ────── 

※３ 関係会社に対する

資産および負債 

  （百万円）

売掛金 47,254 

未収入金 6,611 

買掛金 38,026 

  （百万円）

売掛金 36,284 

未収入金 7,025 

買掛金 42,675 

Ⅱ 偶発債務     

銀行借入金等に対する 

保証債務 

・関係会社に対するもの 

（うち外貨建4,883千米ドル） 

  相手先 金額

  （百万円）

九州日本電気㈱ 20,209 

山形日本電気㈱ 5,712 

関西日本電気㈱ 3,010 

NEC Electronics  

America,Inc  

284 

NEC Electronics  

（Europe）GmbH   

262 

日電電子(中国)有限公司 27 

計 29,504 

・関係会社に対するもの 

相手先     金額

  （百万円）

九州日本電気㈱ 14,031 

山形日本電気㈱ 2,839 

関西日本電気㈱ 1,053 

計 17,923 

リースの残価保証   相手先 金額

  （百万円） 

三井住友銀リース㈱ 19,321 

興銀リース㈱ 273 

 計 19,594 

相手先     金額

  （百万円） 

三井住友銀リース㈱ 19,321 

東銀リース㈱ 3,375 

興銀リース㈱ 273 

 計 22,969 

Ⅲ 消費税等の表示方法  仮払消費税等および仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額の重要性が乏しいた

め、流動資産の「未収入金」に含めて表

示しております。 

 同左 

Ⅳ※４ 現金同等物  有価証券のうち、取得日から満期日ま

たは償還日までの期間が３ヶ月以内の短

期投資であります。 

 同左 

Ⅴ 配当制限  商法施行規則第124条第３号に規定する

資産に時価を付したことにより増加した

純資産額は5,747百万円であります。 

────── 

Ⅵ 資本の欠損    資本の欠損の額は84,625百万円であり

ます。 

────── 

Ⅶ※５ 期末日決済分の債権

  債務処理  

 ──────  当事業年度末日が銀行休業日のため、

当事業年度末日決済期日の金額が以下の

とおり含まれております。 

  （百万円）

買掛金 2,950 

未払金 508 
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（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

第５期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加425株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

摘要 
第４期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 関係会社との取引高   （百万円）

(1）売上高 234,963 

(2）仕入高 442,527 

(3）受取利息 884 

(4）営業外費用 548 

  （百万円）

(1）売上高 243,441 

(2）仕入高 568,127 

(3）受取利息 1,335 

(4) 支払利息 1,222 

※２ 製品期末たな卸高  低価法による評価減後の金額であり、

その評価減額は190百万円であります。 

 低価法による評価減後の金額であり、

その評価減額は1,238百万円であります。 

※３ 販売費および一般管理費     

  主要な費目および金額 

  

  （百万円）

(1）従業員給料手当 15,768 

(2）荷造運送費 5,338 

(3）販売促進費 5,574 

(4）研究開発費 112,113 

(5）技術使用料 16,385 

(6）技術外注費 8,343 

販売費に属する費用 約13％ 

一般管理費に属する費用 約87％ 

  （百万円）

(1）従業員給料手当 17,948 

(2）荷造運送費 5,540 

(3）販売促進費 6,414 

(4）研究開発費 134,497 

(5）技術使用料 10,305 

(6）技術外注費 2,612 

販売費に属する費用 約14％ 

一般管理費に属する費用 約86％ 

※４ 研究開発費の総額   （百万円）

一般管理費および当期製

造費用に含まれる研究開

発費 

112,113 

  （百万円）

一般管理費および当期製

造費用に含まれる研究開

発費 

134,497 

※５ 固定資産売却益  ──────  機械および装置の売却等によるもの

です。 

※６ 固定資産売却損  ──────  機械および装置の売却等によるもの

です。 

摘要 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式        （注） 1,020 425 － 1,445 

合計 1,020 425 － 1,445 
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（リース取引関係） 

摘要 
第４期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額および期末残高相

当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額および期末残高相

当額 

  

取得価額
 相当額 

  
（百万円）

減価償却
 累計額 
 相当額 
（百万円）

期末残高
 相当額 

  
（百万円）

建物 5,977 702 5,274 

機械およ
び装置 

647 173 475 

工具器具
および備
品 

6 2 4 

合計 6,630 877 5,753 

取得価額 
 相当額 

   
（百万円） 

減価償却 
 累計額 
 相当額 
（百万円） 

期末残高
 相当額 

  
（百万円）

建物 5,739 886 4,853 

機械およ
び装置 

227 153 74 

工具器具
および備
品 

14 9 4 

合計 5,980 1,049 4,931 

  ２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

  
  （百万円）

１年内 741

１年超 4,202

合計 4,943

  （百万円）

１年内 377

１年超 3,819

合計 4,195

  ３ 支払リース料、減価償却費相当額お

よび支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額お

よび支払利息相当額 

    （百万円）

支払リース料 725

減価償却費相当額 388

支払利息相当額 144

  （百万円）

支払リース料 898

減価償却費相当額 479

支払利息相当額 144

  ４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

 同左 

  ５ 利息相当額の算定方法 ５ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息法に

よっております。 

 同左 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失は

ありませんので、項目等の記載は省略

しております。 

（減損損失について） 

 同左 

２ オペレーティング・リー

ス取引 

未経過リース料  

  （百万円）

１年内 9,532

１年超 24,373

合計 33,905

未経過リース料  

  （百万円）

１年内 15,617

１年超 36,347

合計 51,964
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（有価証券関係） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

     該当事項はありません。 
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（税効果会計関係） 

摘要 
第４期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産および繰延

税金負債の発生の主な原

因別の内訳 

  （百万円）

（流動資産）  

繰延税金資産  

たな卸資産評価減 1,970

未払賞与 2,228

未払費用 436

研究開発費 4,536

欠損金 23,904

その他 426

繰延税金資産小計 33,500

評価引当金 △33,500

繰延税金資産の純額 －

（固定資産）  

繰延税金資産  

減価償却超過額 310

研究開発費 3,630

長期前払費用償却超過額 696

投資有価証券評価損失 4,331

関係会社株式評価損失 12,849

退職給付引当金超過額 534

その他 28

繰延税金資産小計 22,378

評価引当金 △18,127

繰延税金資産合計 4,251

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額

金 
△3,912

租税特別措置法上の準備

金 
△4,578

繰延税金負債合計 △8,490

繰延税金資産の純額 △4,239

  （百万円）

（流動資産）  

繰延税金資産  

たな卸資産評価減 2,359

未払賞与 2,354

未払費用 769

研究開発費 8,088

その他 830

繰延税金資産小計 14,400

評価引当金 △14,400

繰延税金資産の純額 －

（固定資産）  

繰延税金資産  

減価償却超過額 635

長期前払費用償却超過額 3,863

投資有価証券評価損失 1,263

関係会社株式評価損失 27,156

欠損金 34,757

退職給付引当金超過額 1,344

その他  140

繰延税金資産小計 69,158

評価引当金 △69,158

繰延税金資産合計 －

   

繰延税金負債  

退職給付信託設定益 △2,646

繰延税金負債合計 △2,646

繰延税金負債の純額 △2,646

２ 法定実効税率と税引前当

期純利益に対する法人税

等の比率との差異 

法定実効税率 40.5％

（調整）  

評価引当金計上 △67.2

その他一時差異に該当し

ない申告調整項目等 
0.5

税引前当期純利益に対する

法人税等の比率 
△26.2

法定実効税率 40.5％

（調整）  

評価引当金計上 △38.7

その他一時差異に該当し

ない申告調整項目等 
△0.7

税引前当期純利益に対する

法人税等の比率 
1.1
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（１株当たり情報） 

 （注）１. 第４期および第５期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、１株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。 

２. １株当たり当期純利益(△損失)の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。  

摘要 
第４期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,829円36銭 2,154円97銭 

１株当たり当期純利益(△損失) △777円04銭 △627円71銭 

摘要  
第４期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第５期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益(△損失)       （百万円） △95,964 △77,521 

普通株主に帰属しない金額   （百万円） － － 

 （うち利益処分による取締役賞与金） (－) (－) 

普通株式に係る当期純利益(△損失) 

               （百万円） 
△95,964 △77,521 

期中平均株式数         （千株） 123,499 123,499 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 ストックオプション制度に基づ

く潜在的な普通株式 291,500株 

 ストックオプション制度に基づ

く潜在的な普通株式 307,000株 
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④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

  有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略

しております。 
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【有形固定資産等明細表】 

 （注） 当期増加額および減少額の主な内容は、次のとおりであります。 

  (減損損失について） 

    当事業年度に認識された減損損失はありませんので、項目等の記載は省略しております。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価 
償却累計額 
又は償却 
累計額 

（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末 
残高 

（百万円） 

有形固定資産               

建物 19,339 767 541 19,565 12,993 910 6,572 

構築物 152 2 － 153 97 6 56 

機械および装置 95,094 15,298 36,219 74,174 55,616 8,737 18,558 

車両および      

その他陸上運搬具 
3 － － 3 3 0 0 

工具器具および備品 34,818 8,492 13,879 29,430 22,701 5,437 6,729 

建設仮勘定 15,862 42,721 57,829 754 － － 754 

有形固定資産計 165,268 67,280 108,468 124,080 91,410 15,091 32,670 

無形固定資産               

ソフトウェア 33,408 4,314 2,325 35,397 16,045 5,928 19,352 

ソフトウェア仮勘定 2,894 5,031 3,790 4,135 － － 4,135 

その他 44 52 2 94 30 9 65 

無形固定資産計 36,346 9,397 6,117 39,626 16,074 5,937 23,551 

長期前払費用 33,964 1,386 16,059 19,291 12,298 8,159 6,993 

 建物 

 （百万円） 
 増加額  ＮＥＣ化合物デバイス㈱およびＮＥＣデバイスポート㈱合併引継資産 93   

 機械および装置 

 （百万円） 

 増加額 

 開発試作用半導体製造装置 12,941 

 ＮＥＣ化合物デバイス㈱合併引継資産 1,983 

 減少額  開発試作用半導体製造装置 36,117 

工具器具および備品 

（百万円） 

 増加額 

 ＮＥＣ化合物デバイス㈱およびＮＥＣデバイスポート㈱合併引継資産 5,166 

 開発試作用半導体製造治工具 1,934 

 減少額  開発試作用半導体製造治工具 9,868 

 建設仮勘定 

 （百万円） 
 増加額  ＮＥＣ化合物デバイス㈱合併引継資産 92 

 ソフトウェア 

 （百万円） 
 増加額  ＮＥＣ化合物デバイス㈱およびＮＥＣデバイスポート㈱合併引継資産 385 

 ソフトウェア仮勘定 

 （百万円） 
 増加額  ＮＥＣ化合物デバイス㈱合併引継資産 20 

 その他 

 （百万円） 
 増加額  ＮＥＣ化合物デバイス㈱およびＮＥＣデバイスポート㈱合併引継資産 51 

 長期前払費用 

 （百万円） 

 増加額  ＮＥＣ化合物デバイス㈱合併引継資産  148 

 減少額  耐用年数満了に伴う除却 11,799 
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【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は洗替による減少であります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

 貸倒引当金     （注） 515 860 － 515 860 

 製品保証引当金 － 636 － － 636 

 関係会社損失引当金 － 1,306 － － 1,306 
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【被合併会社であるＮＥＣ化合物デバイス㈱の財務諸表】 

 

①貸借対照表 

    
第５期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金および預金     13,399  

２ 受取手形     14  

３ 売掛金 ※２   6,967  

４ 製品     1,296  

５ 原材料     575   

６ 貯蔵品     9   

７ 前払費用      8   

８ 未収入金     1,259   

９ 未収消費税等     273   

10 その他     3   

 流動資産合計     23,804 93.0 

Ⅱ 固定資産         

(1）有形固定資産         

１ 建物   49     

減価償却累計額   △19 30   

２ 機械および装置   1,983     

減価償却累計額   △1,737 246   

３ 工具器具および備品   5,166     

減価償却累計額   △4,179 987   

４ 建設仮勘定     92   

 有形固定資産合計     1,355 5.3 

(2）無形固定資産         

１ ソフトウェア     293   

２ その他     2   

 無形固定資産合計     296 1.1 

(3）投資その他の資産         

１ 投資有価証券     76   

２ 関係会社株式     32   

３ 長期前払費用     41   

４ その他     1   

 投資その他の資産合計     150 0.6 

  固定資産合計     1,801 7.0 

 資産合計     25,604 100.0 
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第５期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 買掛金     10,086   

２ 未払金     374   

３ 未払費用     1,036   

 流動負債合計     11,496 44.9 

Ⅱ 固定負債         

１ 退職給付引当金     278   

 固定負債合計     278 1.1 

負債合計     11,774 46.0 

（資本の部）         

Ⅰ 資本金  ※１   10,000 39.0 

Ⅱ 資本剰余金         

１ 資本準備金   5,291     

 資本剰余金合計     5,291 20.7 

Ⅲ 利益剰余金         

１ 当期未処分利益(△未処理
損失) 

  △1,444     

 利益剰余金合計     △1,444 △5.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     △17 △0.1 

資本合計     13,830 54.0 

負債資本合計     25,604 100.0 
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②損益計算書 

    
第５期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
対売上
高比 
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１   41,317 100.0 

Ⅱ 売上原価         

１ 製品期首たな卸高   1,068     

２ 当期製品製造原価   30,344     

３ 当期商品仕入高   2,754     

合計   34,166     

５ 製品期末たな卸高   1,296     

６ 原材料評価損    △8     

売上原価     32,862 79.5 

売上総利益     8,455 20.5 

Ⅲ 販売費および一般管理費 
※２ 
※３ 

  10,213 24.7 

営業利益（△損失）     △1,759 △4.2 

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息   4     

２ 為替差益   38     

３ 雑収入   1     

営業外収益計     43 0.0 

Ⅴ 営業外費用         

１ 固定資産廃棄損   66     

２ 製品補償費   36     

営業外費用計     102 0.2 

経常利益(△損失)     △1,818 △4.4 

Ⅵ 特別利益         

１ 固定資産売却益   ※４  83     

特別利益計     83 0.2 

税引前当期純利益  
(△損失) 

    △1,735 △4.2 

法人税、住民税および 
事業税 

  △31     

法人税等調整額   776 745 1.8 

当期純利益(△損失)     △2,479 △6.0 

前期繰越利益     1,035   

当期未処分利益    
(△未処理損失) 

    △1,444   
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 製造原価明細書 

 （注）※１ 当期経費のうち主なものは、減価償却費1,597百万円および外注加工費2,530百万円であります。 

※２ 他勘定振替高のうち主なものは、販売費および一般管理費(研究開発費他)等への振替高であります。 

 原価計算の方法 

  原価計算方法は、総合原価計算を採用しておりますが、一部の製品については個別原価計算を採用しております。な

お、期中は予定原価を用い、期末に原価差額を調整しております。 

  

③損失処理計算書  

  当社は平成18年４月１日を合併期日としてＮＥＣエレクトロニクス㈱と合併し、解散会社であることから、当事業年

度の損失処理計算書はありません。 

  

    
第５期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 当期材料費   27,946 77.2 

Ⅱ 当期労務費   3,084 8.5 

Ⅲ 当期経費 ※１ 5,193 14.3 

当期総製造費用   36,222 100.0 

期首半製品および仕掛品
たな卸高 

  708 

合計   36,930 

他勘定振替高 ※２ 6,586 

期末半製品および仕掛品
たな卸高 

  1 

当期製品製造原価   30,344 
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重要な会計方針  

項目 
第５期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準およ

び評価方法 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

・時価のないもの 

 移動平均法による原価法  

２ デリバティブ等の評価基

準および評価方法 

時価法 

３ たな卸資産の評価基準お

よび評価方法 

(1)製品   …先入先出法による低価法 

(2)半製品・原材料 

        …先入先出法による低価法 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産……定率法 

(2)無形固定資産……定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用しております。 

 (3)長期前払費用……定額法 

５ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

  (2)退職給付引当金 

 当社は従業員に対する退職給付の支給

に充てるため、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1)消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。 

(2)連結納税制度の適用 

 当事業年度から連結納税制度を適用し

ております。  
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注記事項 

 （貸借対照表関係） 

 （損益計算書関係） 

摘要 
第５期 

（平成18年３月31日） 

※１ 会社が発行する株式の

総数  
普通株式 800,000株 

   発行済株式総数  普通株式 200,000株 

※２ 関係会社に対する資産   （百万円） 

売掛金 3,022 

摘要 
第５期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 関係会社との取引高   （百万円）

売上高 10,626 

※２ 販売費および一般管理費   

  主要な費目および金額 

  

  （百万円）

(1）従業員給料手当 1,415 

(2）荷造運送費 179 

(3）販売促進費 348 

(4）研究開発費 6,851 

(5）技術使用料 169 

販売費に属する費用 約22％ 

一般管理費に属する費用 約78％ 

※３ 研究開発費の総額   （百万円）

一般管理費および当期製

造費用に含まれる研究開

発費 

6,851 

※４ 固定資産売却益  機械および装置の売却等によるもの

です。 
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 （税効果会計関係） 

 （１株当たり情報） 

 （注）１. 「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２. １株当たり当期純利益（△損失）の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

摘要 
第５期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産の発生の主

な原因別の内訳 

  （百万円）

（流動資産）  

繰延税金資産  

たな卸資産 589

未払賞与 209

未払費用 43

長期前払費用 32

その他 110

繰延税金資産小計 984

評価引当金 △984

繰延税金資産の純額 －

（固定資産）  

繰延税金資産  

退職給付引当金 113

欠損金 324

その他  6

繰延税金資産小計 443

評価引当金 △443

繰延税金資産合計 －

２ 法定実効税率と税引前当

期純損失に対する法人税

等の比率との差異 

法定実効税率 40.6%

（調整）  

 評価引当金計上 △82.3

その他一時差異に該当し

ない申告調整項目等 
△1.2

税引前当期純損失に対する

法人税等の比率 
△42.9

摘要 
第５期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 69,151円92銭 

１株当たり当期純利益（△損失） △12,396円01銭 

摘要  
第５期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（△損失）     （百万円） △2,479 

普通株主に帰属しない金額   （百万円） － 

 （うち利益処分による取締役賞与金） (－) 

普通株式に係る当期純利益（△損失） 

               （百万円） 
△2,479 

期中平均株式数         （株） 200,000 
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④附属明細表 

   【有価証券明細表】  

      有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略して 

    おります。 

  

  【有形固定資産等明細表】 

  

  【資本金等明細表】  

  

  

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価 
償却累計額 
又は償却 
累計額 

（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末 
残高 

（百万円） 

有形固定資産               

建物 73 － 23 49 19 8 30 

機械および装置 4,529 165 2,712 1,983 1,737 991 246 

工具器具および備品 4,711 547 92 5,166 4,179 604 987 

建設仮勘定 97 926 931 92 － － 92 

有形固定資産計 9,410 1,638 3,759 7,290 5,934 1,603 1,355 

無形固定資産               

ソフトウェア 410 42 1 452 159 79 293 

その他 2 － － 2 － － 2 

無形固定資産計 413 42 1 454 159 79 296 

長期前払費用 138 10 － 148 107 63 41 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

 資本金（百万円） 10,000 － － 10,000 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (200,000) (－) (－) (200,000)

普通株式 （百万円） 10,000 － － 10,000 

    計 （株） (200,000) (－) (－) (200,000)

    計 （百万円） 10,000 － － 10,000 

資本準備金お

よびその他資

本剰余金  

（資本準備金）            

株式払込剰余金 （百万円） 5,291 － － 5,291 

    計 （百万円） 5,291 － － 5,291 
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(2）【主な資産および負債の内容】 

① 資産の部 

１）流動資産 

ａ 現金および預金 

ｂ 現金同等物 

ｃ 受取手形 

イ 取引先別内訳 

ロ 期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

   現金 1 

   預金  

    当座預金 16 

    普通預金 15,894 

    譲渡性預金 69,500 

      市場性預金 1,260 

      その他 3 

   預金計 86,672 

合計 86,673 

区分 金額（百万円） 

   コマーシャル・ペーパー 52,472 

   政府短期証券 23,983 

   マネー・マネジメント・ファンド 6,293 

計 82,748 

取引先 金額（百万円） 

   ㈱ヌマタ 166 

   東レエンジニアリング㈱ 4 

計 170 

満期日 金額（百万円） 

 平成19年３月 55 

 ４月 54 

 ５月 57 

 ９月 4 

計 170 
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ｄ 売掛金 

イ 取引先別内訳 

ロ 売掛金の滞留状況 

ｅ たな卸資産 

取引先 金額（百万円） 

   NEC Electronics Hong Kong Limited 9,380 

   三信電気㈱ 7,722 

   NEC Electronics (Europe) GmbH 6,950 

   ㈱リョーサン 5,923 

   NEC Electronics America, Inc. 5,210 

   その他 39,807 

計 74,993 

前期末残高 
（百万円） 

当期計上額 
（百万円） 

当期回収額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

回収率 
（％） 

滞留日数 
（日） 

82,608 610,403 618,018 74,993 89.2 47 

区分 金額（百万円） 

   製品  

   集積回路・半導体素子 11,589 

計 11,589 

   原材料  

   チップ（購入） 等 7,509 

計 7,509 

   仕掛品  

   集積回路・半導体素子 3,729 

計 3,729 

   貯蔵品  

   保守部品 等 1,601 

計 1,601 

2007/06/26 17:02:01ＮＥＣエレクトロニクス株式会社/有価証券報告書/2007-03-31



 ｆ 関係会社短期貸付金 

２） 固定資産 

ａ 関係会社株式 

関係会社名 金額（百万円） 

   山形日本電気㈱ 41,002 

   九州日本電気㈱ 33,278 

   関西日本電気㈱ 16,346 

   ＮＥＣセミコンパッケージ・ソリューションズ㈱ 13,047 

   山口日本電気㈱ 10,993 

   その他 17,544 

計 132,209 

関係会社名 金額（百万円） 

  子会社株式   

   NEC Electronics America, Inc. 26,140 

   NEC Semiconductors Singapore Pte. Ltd. 8,242 

   NEC Electronics (Europe) GmbH 6,169 

   首鋼日電電子有限公司 5,529 

   P.T.NEC Semiconductors Indonesia 3,672 

   その他 15,299 

計 65,051 
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② 負債の部 

ａ 支払手形 

イ 取引先別内訳 

 ロ 期日別内訳 

 ｂ 買掛金 

 ｃ 関係会社預り金  

ｄ 新株予約権付社債 

取引先 金額（百万円） 

   ㈱デンソー 6 

   三菱商事㈱ 1 

計 7 

満期日 金額（百万円） 

   平成19年５月 1 

       ６月 6 

計 7 

取引先 金額（百万円） 

   山形日本電気㈱ 8,586 

   関西日本電気㈱ 7,312 

   ＮＥＣリース㈱ 6,682 

   ＮＥＣセミコンパッケージ・ソリューションズ㈱ 5,768 

   エルピーダメモリ㈱ 4,553 

   その他 49,844 

計 82,745 

関係会社名 金額（百万円） 

   NEC Semiconductors Singapore Pte. Ltd. 11,301 

   NEC Electronics (Europe) GmbH 9,440 

   ＮＥＣファブサーブ㈱ 4,167 

   ＮＥＣマイクロシステム㈱ 4,130 

   NEC Electronics Taiwan Ltd. 2,249 

   その他 6,773 

計 38,059 

銘 柄  期末未償還残高（百万円） 

   2011年満期ユーロ円建転換制限条項付 

   転換社債型新株予約権付社債 
110,000 

計 110,000 
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(3）【その他】 

該当事項はありません。  
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第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける

権利以外の権利を有しておりません。   

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 毎決算期の翌日から起算して３ヶ月以内 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 
住友信託銀行株式会社 

 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料、ただし不所持株券の交付および株券の再発行の場合は印紙税相当額 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 
住友信託銀行株式会社 

 本店および全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行います。ただし、事故その他のやむを得ない事由により

電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行いま

す。電子公告は、当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次の

とおりです。http://www.necel.com/ir/ja/ 

株主に対する特典 該当事項はありません 
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第７【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２ 【その他の参考情報】 

  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書およびその添付書類 

 事業年度（第４期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月27日関東財務局長に提出。

(2）半期報告書 

 （第５期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月21日関東財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

 平成18年４月３日関東財務局長に提出。 

 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異

動）に基づく臨時報告書であります。 

(4）臨時報告書 

 平成18年６月27日関東財務局長に提出。 

 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権証

券）に基づく臨時報告書であります。 

(5）臨時報告書の訂正報告書 

 平成18年７月12日関東財務局長に提出。 

 平成18年６月27日提出の臨時報告書（新株予約権証券）に係る訂正報告書であります。 

(6）臨時報告書 

 平成18年９月27日関東財務局長に提出。 

 証券取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異

動）および第７号の２（合併に関する事項）に基づく臨時報告書であります。 

(7）臨時報告書 

 平成18年10月４日関東財務局長に提出。 

 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）

に基づく臨時報告書であります。 

(8）臨時報告書の訂正報告書 

 平成19年３月16日関東財務局長に提出。 

 平成18年10月４日提出の臨時報告書（主要株主の異動）に係る訂正報告書であります。 

(9）臨時報告書 

 平成19年３月30日関東財務局長に提出。 

 証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）

に基づく臨時報告書であります。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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(1) ／ 2007/06/27 9:40 (2007/06/27 9:40) ／ 359223_21_0603_wk_06351973／監査H18連結／os2NECエレクトロニクス.doc 

独立監査人の監査報告書 

 

 

  平成18年６月27日

ＮＥＣエレクトロニクス株式会社   

 

 取締役会 御中  

 

 新日本監査法人  

 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 村  貞彦   

 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 大木 一也   

 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＮＥＣ

エレクトロニクス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結資本勘定計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（連結財務諸表に対

する注記１及び３参照）に準拠して、ＮＥＣエレクトロニクス株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月27日

ＮＥＣエレクトロニクス株式会社       

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大木 一也  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中山 清美  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石黒 一裕  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＮＥＣ

エレクトロニクス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結資本勘定計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（連結財務諸表に対

する注記１及び３参照）に準拠して、ＮＥＣエレクトロニクス株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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(1) ／ 2007/06/27 9:41 (2007/06/27 9:40) ／ 359223_26_0603_wk_06351973／監査H18単体／os2NECエレクトロニクス.doc 

独立監査人の監査報告書 

 

 

  平成18年６月27日

ＮＥＣエレクトロニクス株式会社   

 

 取締役会 御中  

 

 新日本監査法人  

 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 村  貞彦   

 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 大木 一也   

 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＮＥＣ

エレクトロニクス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＮＥＣエ

レクトロニクス株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月27日

ＮＥＣエレクトロニクス株式会社       

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大木 一也  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中山 清美  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石黒 一裕  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＮＥＣ

エレクトロニクス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＮＥＣエ

レクトロニクス株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

2007/06/26 17:02:01ＮＥＣエレクトロニクス株式会社/有価証券報告書/2007-03-31
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